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第 1章 研究背景と研究目的 
 
1. 研究背景 
 
90 年代以降、企業は事業構造の複雑化や組織の巨大化に伴い、トップの経営に関する意
思決定にかかる負荷が増大してきた。そのため、企業は「選択と集中」によって自社の競争
力のある分野を中心とした事業ポートフォリオの再編を通じて、この問題に対応してきた
のである(青木, 2017)。しかしながら、事業ポートフォリオの再編とは言いつつも、多くの場
合は単なるリストラクチャリングによる人員削減に留まり、それがコア・コンピタンス
(Hamel and Prahalad, 1994)への集中という本来の形で行われてきたのかは疑わしいとされて
いる(上野, 2011)。加護野(2004)は、コア事業を持つ企業に注目し、単一のコアとなる事業に
資源を集中することが、効果的なマネジメントにつながるとした。またそのコア事業となる
自社の事業領域の稜線を見極めることが持続的な価値創造に重要であるとされている(伊
藤・須藤, 2004)。Wernerfelt and Montgomery(1988)も、広範な多角化(widely diversified)よりも
集中的な多角化(narrowly diversified)の方が企業のパフォーマンスにプラスの影響を与えて
いることを実証している。これらの研究では、コア事業の育成の重要性に言及しているが、
同時に周辺の事業領域への拡大の重要性についても述べている。何故なら、企業は周辺領域
への多角化を実行することで、元の事業領域で利用していた技術や資源を流用することが
できるため(Penrose, 1959)、全く新しい事業領域に多角化するのに比べて全体的な経営のコ
ストを低下させることができるのである(Porter, 1989)。そのため、新しい市場でもコアとな
る事業と近しいパフォーマンスを得ることができ(Montgomery and Wernerfelt, 1988)、企業価
値を向上させることができるのである。 
このように多角化戦略は企業のパフォーマンスに大きな影響を与える戦略であり、経営
戦略における最も主要なトピックの一つとして、過去に多くの研究がなされてきている。特
に多角化における最も主要な問いとして、多角化のタイプの違い(関連多角化か非関連多角
化か)が業績に与える影響(Bettis, 1981; Hill and Hitt, and Hoskisson, 1992; Teece, 1982)や、どの
ような場合に集中ではなく選択(言い換えれば、 多角化)が業績を高めることができるのか
について議論がなされてきている(Gomes and Livdan, 2004; Montgomery and Wernerfelt, 1988)。 
日本国内の研究においても、吉原・佐久間・伊丹・加護野(1981)は日本企業の多角化戦略
4 
の特徴に注目し、関連多角化とパフォーマンスの関係性についての研究を行っている。また、
荻原(2007)も日本企業の多角化戦略をいくつかの戦略タイプ1に分類し、パフォーマンスと
の関係性を分析している。 
このように、国内外を問わず多くの多角化研究がなされてきているが、これらの研究は
「産業間」に注目した「産業間多角化」研究であり、自社のコアとなる事業の所属する産業
外への多角化についての研究が大半である。しかし、産業間多角化研究が豊富に存在する一
方で、「産業内」の多角化である「産業内多角化」研究に関しては 2000年代までほとんど注
目されてこなかった(Li and Greenwood, 2004; Stern and Henderson, 2004)。 
産業内多角化とは、単一産業内で複数の製品ラインあるいは市場ニッチへの多角化と定
義される(Li and Greenwood, 2004; Tanriverdi and Lee, 2008)。例えば、小売業であるスーパー
で外国産ワインだけでなく新たに国産ワインを販売する(製品ラインの多角化)、富裕層向け
の高価格帯のワインを販売する(市場ニッチの多角化)などが産業内多角化の例に該当する。
産業内多角化は企業の事業分野と類似性の高い製品・市場への多角化であることがほとん
どである。そのため、企業は技術や資源の流用が可能であり、製品コストの低下や製品価値
の向上といった企業価値の向上に繋げやすいのである(Gupta and Govindarajan, 1986)。 
近年では、産業内多角化は経営戦略の文脈において解き明かすべき重要な問題として捉
えられている(Park and Jang, 2013)。何故なら、産業内多角化は自社の資源の多重利用がしや
すく、失敗のリスクがより低く実行に移しやすいため、中小企業の成長戦略として選ばれや
すいからである。中小企業の多くは単一産業でビジネスを行っており、多角化を行う場合に、
自社のコア産業の製品範囲を広げるという手法が最もコストもかからないため取りやすい。
そのため、中小企業にとっては企業を成長させ、競争に打ち勝つために産業内多角化を実行
することは効果的な手段であり、企業の大多数を占める中小企業の多角化戦略を議論する
上で、産業内多角化研究の重要性は非常に高いのである。逆に、産業間多角化戦略はそのイ
ンパクトは大きいものの、「大企業においてのみよくなしうる発展策である」(清水, 2010)と
も言われるように、多くの中小企業にとってはその実現は容易でないのが実情である。図 1-
1 は、企業の従業者規模別の産業間多角化の割合を示している。新事業展開とは、「既存事
業とは異なる業種へ進出を図ること」と定義され、さらに過去 10年の間に新事業展開を実
                                                     
1 企業の多角化戦略のタイプを特化率、垂直比率、関連比率の三つの尺度から 7つのタイ
プ(言い換えれば、専業型、垂直型、本業・集約型、本業・拡散型、関連・集約型、関連・
拡散型、非関連型)に分けて分析を行っている。 
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施し、10年前と比較して主力事業2が変わった場合には「事業転換」、変わっていない場合に
は「多角化」と分類している。この図 1-1を見てもわかるように、従業者規模が 300人以下
の中小企業では大事業者と比較して産業間多角化を実施している企業は半数であり、実際
に行わっている企業数も 10 年間でわずか 2 割弱である。図 1-1 からも中小企業が産業間多
角化を実行することの難しさを如実に表していると言える。 
 
図 1-1：製造事業所の従業者規模別の新事業展開実施事業者数の割合(2000-2010年) 
 
出所：中小企業庁調査室(2013)より筆者作成 
 
もちろん、中小企業だけに関わらず、大企業においても産業内多角化は重要な戦略となっ
ている。産業内多角化は産業間多角化と比較して、同一産業での多角化であるため、他産業
への多角化と比較して不確実性が少ない(Li and Greenwood, 2004)。企業を取り巻く環境は常
に変化しており、企業に探索と変革を迫るため(Cyert and March, 1992)、企業の技術や知識の
                                                     
2 主力事業とは、売上高(出荷額)に占める割合が最も高い製商品・サービスを提供する事
業全体をいう(中小企業白書, 2013) 
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開発は外部環境に強く左右されてしまう。そのため、産業間での技術・知識の移転を行おう
としても、環境の違いによる不確実性から技術・知識の効果的な移転ができないことが起こ
りえるのである(Stern and Henderson, 2004)。これに対して、産業内多角化では外部環境の変
化にさらされないため、効果的な技術・知識の移転を進めやすく、無形資産を多重利用する
ことで市場の不完全性を克服する機会を得られるのである(Penrose, 1959; Teece, 1980)。この
ような理由から、産業内多角化は企業規模を問わず、企業の成長戦略の一つとして非常に重
要な戦略であると言えるのである。 
 
2. 研究目的 
 
産業内多角化の重要性にも関わらず、産業内多角化研究はまだ十分な数の研究が行われ
ているとは言い難い。あらゆる分野の研究において、研究の潮流は以下の三つが存在すると
きに成熟していると見なされる(Palich, Cardinal, and Miller, 2000)。すなわち、(1)十分な数の
実証研究が存在する、(2)それらの研究は論理的に一貫しており、発見事実への解釈がしっ
かりとなされている、(3)重要な性質の関係性に関して、一般的な合意形成が取れた状態と
なっている。(1)に関しては、産業内多角化研究は近年その数を増加させてはいるが、未だに
十分な数の実証研究が行われているとは言い難い。さらに後者二つに関しては全く基準を
満たしていると言えない状態である。特に、産業内多角化と業績の関係性の実証研究の結果
は正の関係(Nobeoka and Cusumano, 1997)、負の関係(Stern and Henderson, 2004; Kor and 
Leblebici, 2005)、U字型の関係(Zahavi and Lavie, 2013)、S字型の関係(Hashai, 2015)など様々
な結果が混在するものとなっており、産業内多角化と業績の関係性は不明瞭なままであり
(Tanriverdi and Lee, 2008; Zahavi and Lavie, 2013; Hashai, 2015)、当然ながら産業内多角化と業
績の関係性に関して、一般的な合意形成もなされていないのが現状である。 
そのため、本研究は産業内多角化研究の不足部分を見極め、産業内多角化研究を推し進め、
企業が実際に産業内多角化戦略を実行する際、何に気を付け、どのように実行すれば良いの
かを議論する際の一助となることを本研究の目的とする 
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3. 章構成 
 
最後に、本研究の章構成と各章の概要について説明を行う。図 1-2に示すように、本研
究では大きく三つの部によって構成されている。 
第Ⅰ部では、本章(第 1章)から第 3章までを含んでおり、本研究を行うにあたり必要とな
る前提について説明するパートとなる。その中には、先行研究の整理、リサーチクエスチ
ョンの導出、リサーチクエスチョンを実際に分析するコンテクストに関する説明など、本
研究に対する理解を深めるパートとなる。 
具体的には、本章で説明した産業内多角化研究の背景を元に、第 2章では、産業間多角
化研究と比較した上で、産業内多角化研究の必要性について議論する。その上で、既存の
産業内多角化研究のレビューを行い、既存の産業内多角化研究の限界点を指摘するととも
に、産業内多角化研究を進展させるための三つのリサーチクエスチョンを導出する。第 3
章では、第 2章で導出した三つのリサーチクエスチョンの分析対象となる情報サービス産
業とコンシューマゲーム産業の概要を説明するとともに、これら 2つの産業を調査対象と
する意義について説明する。 
第 4章から第 6章で構成される第Ⅱ部は、第Ⅰ部で導出したリサーチクエスチョンを実証
するパートとなる。第 4章では、日本の情報サービス産業を対象に、情報サービス産業の
特性と企業内部の資源が産業内多角化と業績の関係性にどのような影響を与えるのかにつ
いて、先行研究から仮説を構築し、定量データを分析することで明らかにすることを目的
とする。第 5章では、日本のコンシューマゲーム産業を対象に、企業外部の資源が産業内
多角化と業績の関係性にどのような影響を与えるのかについて、第四章と同様に先行研究
から仮説を構築し、定量データを分析することで明らかにすることを目的とする。最後
に、第 6章では日本のコンシューマゲーム産業を対象に、企業内部・外部の両方の資源に
注目し、両方の資源が産業内多角化と業績の関係性にどのような影響を与えるのかに明ら
かにする。その上で、両方の資源の影響に対して、企業の資源の利用経験が及ぼす影響を
明らかにすることを目的とする。第 4章から第 6章で行う分析の研究枠組みに関しては、
第 3章で詳細を説明する。 
最後に、第 7章のみで構成される第Ⅲ部は、第Ⅱ部までの研究成果を総括し、本研究の
分析結果から得られた発見事実、理論的・実務的貢献を記載することを目的とする。それ
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らの貢献を述べた上で、本研究の限界点と今後の研究の方向性を提示して、本研究を締め
くくる。 
 
図 1-2：本研究の章構成 
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第 2章：産業内多角化研究の基本的概念と研究枠組み 
 
本章の目的 
 
本章では、産業内多角化研究の基本的概念を説明し、産業内多角化研究の概観を示す。そ
の上で、既存の産業内多角化研究における限界点を提示し、本研究のリサーチクエスチョン
の導出を行う。 
本章では以下の四点を行う。第一に、産業内多角化の基本的概念について説明する。第二
に、産業内多角化研究と産業間多角化研究を比較することで、産業内多角化研究の位置づけ
と理解を深める。第三に、既存の産業内多角化研究のレビューを行い、産業内多角化の知見
を深めていく。第四に、既存の産業内多角化研究の限界を特定し、本研究のリサーチクエス
チョンを提示する。 
 
1. 産業内多角化とは 
 
産業内多角化とは、「単一産業内で複数の製品ラインあるいは市場ニッチへの多角化」と
定義される(Li and Greenwood, 2004; Tanriverdi and Lee, 2008)。例えば小売業であるスーパー
で外国産ワインだけでなく新たに国産ワインを販売する(製品ラインの多角化)、富裕層向け
の高価格ワインを販売する(市場ニッチの多角化)などである。このように、産業内多角化は
企業の既存事業分野と類似性の高い製品・市場への多角化であることがほとんどである。そ
のため、企業は資源の多重利用が可能であり、製品コストの低下や製品価値の向上といった
企業価値の向上に繋げることができる(Gupta and Govindarajan, 1986)。それゆえ、産業内多角
化は企業の成長戦略において重要な経営戦略であり、近年では産業内多角化と業績の関係
性は経営戦略の文脈においても解き明かすべき重要な問題として捉えられている(Park and 
Jang, 2013)。 
特に、産業内多角化では自社の資源の多重利用がしやすいため、企業は既存の知識や資源
を活かしやすいのである。また、同一産業での多角化であるため、企業は産業の情報を事前
に入手しやすいため、実行の際の失敗のリスクも小さくなりやすい。そのため、産業内多角
化は中小企業の成長戦略として選ばれやすい。何故なら、中小企業の多くは単一産業でビジ
ネスを行っており、多角化を行う場合、自社のコア産業の製品範囲を広げるという手法が最
10 
もコストもかからないため実行しやすい。そのため、中小企業にとって企業を成長させ、産
業内で生き残るための成長戦略として、産業内多角化を選択することは最も自然な手段で
あると言える。そして、企業の大多数を占める中小企業の多角化戦略を議論する上で、産業
内多角化研究の重要性は非常に高いのである。 
しかし、こうした重要性にも関わらず、近年まで産業内多角化と産業をまたがる多角化で
ある産業間多角化研究はほとんど区別されておらず(Siggelkow, 2003; Park and Jang, 2013)、
その研究もあまり多くはなかった。 
そのため、まず産業内多角化と産業間多角化の相違点を述べ、両者の違いを明確にする。
その上で、既存の産業内多角化研究をまとめ、既存の産業内多角化研究における限界と本研
究の方向性を提示する。 
 
2. 産業内多角化と産業間多角化の相違点 
 
2.1. 産業間多角化と業績の関係性 
産業間多角化(inter-industry diversification)とは、企業がコアビジネスと異なる市場・産業で
異なる製品の製造・販売を行う多角化を指す(Rumelt,1982; Palich et al., 2000)。産業間多角化
研究の最も主要な問いは、関連多角化と非関連多角化のどちらが業績の優位をもたらすの
かということであった(Zhou, 2011)。そのため、関連／非関連多角化の業績への貢献を調べ
るためには複数産業にまたがる産業間多角化研究が有効であり、先行研究はそうしたコア
産業の外部の製品へと多角化している企業レベルに焦点を当てた研究が行われている(Li 
and Greenwood, 2004)。 
初期の産業間多角化の研究の多くは産業間多角化と業績に正の関係があるとしていた(例
えば、Grant et al., 1988; Robins and Wiersma, 1995)。これらの研究では、主に産業組織経済学
(IOE)、取引コスト経済学(TCE)、伝統的財務理論(TFT)からこの正の関係性を主張している。
何故なら、より多角化した企業ほど価格設定への影響などマーケットパワーの利点を活か
せる立場を獲得することができるからである(Caves, 1981; Palich et al., 2000)。さらにこれら
の企業は、資本やその他の資源を内部市場に投入することで財務的優位性も得ることがで
きるのである(Berger and Ofek, 1995; Williamson, 1975)。さらに、複数事業を所有することに
よる破産リスクの減少が挙げられる。リスクの低下は企業に大きな債務能力を与えること
ができるのである(Berger and Ofek, 1995; Schmid and Walter, 2009)。こうした理由から、過去
11 
の研究では産業間多角化と業績に正の関係性があることを主張してきた。 
しかし 90年代以降、産業間多角化した多くの企業の業績が悪化し、無関係な事業を売却
し、関連性の低い事業を再編するようになり(Grant, 2002; Johnson, 1996; Markides, 1995)、多
角化研究においても、産業間多角化と業績の負の関係性が主張されてきた(Berger and Ofek, 
1995; Denis, Denis, and Sarin, 1997)。これは、より複雑化した多角化のコストが利益を上回り
負の関係性に結び付いていると主張している。コストが利益を上回ってしまう背景として、
情報の非対称性の結果として、調整のための管理コストの増加(Markides, 1992; Myerson, 
1982)が挙げられる。また、マネージャーと株主の間の利益相反によるエージェンシー費用
の増加も引き起こされやすくなる(Jensen, 1986; Wan, Hoskisson, Short, and Yiu, 2011)とされて
いる。そのため、産業間多角化と業績に負の関係性があることを主張してきた。 
こうした研究背景から、産業間多角化研究において多角化のタイプの違い―単一ビジネ
スか関連多角化か非関連多角化―が業績に与える影響が注目されてきた。 
多くの産業間研究では Rumelt(1974)の、関連多角化は非関連多角化よりも良い業績をもた
らすことを支持している (Bettis, 1981; Rumelt, 1982; Palepu, 1985; Varadarajan, 1986; 
Ramanujam, 1987; Jose, Nichols, and Stevens, 1986; Lubatkin and Rogers, 1989)。一方で、非関連
多角化の方が良い業績をもたらすとしている研究結果も多く存在する(Michel and Shaked, 
1984; Rajagopalan and Harrigan, 1986; Elgers and Clark, 1980; Chatterjee, 1986)。また、これ以外
にも両者の影響に違いはないとしている研究も存在している(Lubatkin, 1987)。 
Palich et al.(2000)はこうした多くの既存産業間多角化研究のメタ分析を行い、産業間多角
化と業績の関係性は多角化のタイプの違いによって変化し、中間レベルの多角化が最も良
い業績に結び付くという逆 U 字型の関係性であることを実証した(Palepu, 1985; Tallman and 
Li, 1996; Wan et al., 2011)。 
産業間多角化の文脈では主に二つの観点からこの逆 U 字型の関係性を説明している。第
一に、範囲の経済(economies of scope)である(Jones and Hill, 1988; Teece, 1982)。企業は新しい
エリアに多角化することで、既存の技術や資源を活用することができ(Penrose, 1959)、新し
い市場でもコアとなる産業と近しい効果を得ることができるとされている(Montgomery and 
Wernerfelt, 1988)。また関連する市場に多角化した企業は経験効果による効率性の向上や技
術の波及によるシナジー効果によるコストの削減を可能とすることで利益を得られるとさ
れている(Barney, 1997)。また、企業は新しく多角化した市場に対し、既存市場で培った資源
の共有や技術移転を行うことで、全体的な経営のコストを低下させることができ、企業価値
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を向上させることができるのである(Porter, 1989)。この範囲の経済の効果によって、企業は
多角化をすることで業績を向上させることができる。しかしながら、多角化はメリットだけ
でなく、デメリットも含んでいる。それが第二の要因である調整の複雑性(Coordination 
Complexity)である。企業が巨大になり、多くの産業に多角化した場合、異業種間の経営の複
雑さや、ドミナント・ロジック(Prahalad and Bettis, 1986)のコンフリクトから生じる非効率性
によって多角化のコストが増加していく。例えば、情報の伝達プロセスを複雑化させること
で経営コストの増加などにつながるのである(Hill and Hoskisson, 1987)。また、さらに、産業
間多角化によって企業はコアビジネスから離れてしまうため、コア能力を発展させる能力
を徐々に失ってしまう(Markides, 1992)。開発する技術・能力が企業のコア能力から離れれば
離れるほど、企業の既存資源・能力を活かす機会が減少し、複雑性が増すため、コストが増
加し、コアビジネスとの環境の違いから、非効率的な価格メカニズムや劣悪な契約によって
企業は失敗しやすくなる(Chang and Hong, 2000)。加えて、多角化によって複数のビジネスユ
ニットを所有している場合に、各ビジネスユニットは各々の最適化を目指すため、必ず調整
コストが発生する(Hoskisson and Hitt, 1988)。そして、調整コストによって企業は範囲の経済
が制約され、業績を低下させるのである(Rawley, 2010)。それだけでなく、このような理由か
ら、企業の産業間多角化が進みビジネスが複雑化しすぎると、複雑性のコストが範囲の経済
の利益を上回り、企業の業績は低下するとされている。 
このように産業間多角化研究において、正の関係や負の関係、逆 U 字型などの複数の結
果が存在しているが、いずれも多くの実証研究が行われており、どの結果が産業間多角化の
業績を最も適切に計っているのかを判断するのは困難である。Osorio, Martin, and 
Vicente(2012)は、産業間多角化研究のレビューから、異なる研究結果の背景として、母国環
境(言い換えれば、 制度的な環境)の視点の欠落と、多くの研究がクロスセクショナルなデ
ータで分析を行っていることから時系列データの必要性を主張している。こうした視点を
加えることで、より産業間多角化の業績に対する正確な効果を測定することができるだろ
うとしている。 
表 2-1は、産業間多角化の先行研究を業績との関係性からまとめたものである。 
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表 2-1：産業間多角化の先行研究 
産業間多角化と業績の関係性 先行研究 
正の関係性 
例えば、Miller (1973); Scott (1982); Grant et al. (1988); Robins 
and Wiersma (1995); Miller (2006) 
負の関係性 
Wernerfelt and Montgomery (1988); Hoskisson, Hitt, Johnson, 
and Moesel (1993); Berger and Ofek (1995); Markides (1995); 
Johnson (1996); Denis et al (1997); Grant (2002) 
関連多角化＞非関連多角化 
の関係性 
Rumelt (1974); Bettis (1981); Rumelt (1982); Palepu (1985); 
Varadarajan (1986); Jose et al. (1986); Ramanujam (1987); 
Lubatkin and Rogers (1989); Hill et al. (1992); Tanriverdi and 
Venkatraman (2005) 
非関連多角化＜関連多角化 
の関係性 
Elgers and Clark (1980); Michel and Shaked (1984); 
Rajagopalan and Harrigan (1986); Chatterjee (1986); 
Lahovnick (2011) 
曲線の関係性 
Tallman and Li (1996); Palich et al. (2000); Nachum (2004); Li 
and Yue (2008); Kistruck (2011); Wan et al. (2011) 
出所：筆者作成、発行年度の古い順に記載 
 
2.2. 産業内多角化と業績の関係性 
一方で産業内多角化と業績の関係性も一意の結果を得ておらず、その関係性は不明なま
まである。 
先述の通り、産業内多角化は単一産業内で、一つ以上の製品ラインを持っているあるいは
市場ニッチへの多角化である。そのため、産業内多角化研究では分析単位は製品市場レベル
であり、企業は単一産業で異なる製品カテゴリーを持つことで産業内多角化による利益を
享受することを発見した(Kor and Leblebici, 2005; Tanriverdi and Lee, 2008)。これは、単一産業
の複数の製品ラインやビジネスで、関連・共通している資源の活用は範囲の経済によるシナ
ジーをもたらすとされているためである(Davis and Thomas, 1993)。また、企業が産業内多角
化を実行する最も主要な原動力は、無形資産を利用することで市場の不完全性を克服する
機会を得られるからである(Penrose, 1959; Teece, 1980)。そのため、企業は市場ニッチにそれ
らの企業特殊的な無形資産を活用することで範囲の経済がもたらされて利益を獲得するこ
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とができる(Li and Greenwood, 2004)。しかし、産業内多角化の程度が低い場合に、新しい市
場ニッチに参入した場合、製品間の差異がほとんど存在しないため、顧客は製品間の細かい
区別がつかないために、範囲の経済が機能しない。加えて、企業のマネージャーも製品の明
確な区別がつかないために適切な学習が行われず悪い結果に結びつく、負の移転効果
(Negative transfer effect)が生じるとされている(Finkelstein and Haleblian, 2002;)。ただし、負の
移転効果は産業内多角化の程度がある程度高くなると解消され、範囲の経済も機能するた
め、企業の業績は向上するとされている。このような理由から、範囲の経済と負の移転効果
から中間レベルの多角化が最も悪い業績に結び付くという、U 字型の関係性が実証されて
いる(Zahavi and Lavie, 2013)。しかし、これとは別に Hashai(2015)は範囲の経済に加えて、調
整コストと適応コストを含めた視点から、産業内多角化と業績に S 字型の関係性があるこ
とを実証している。具体的には、産業内多角化の程度が低い場合には新しい多角化分野への
適応コストがかさむことになり(Fernhaber and Patel, 2012)、産業内多角化を実行すると業績
が低下するとしている。産業内多角化の程度が中レベルの場合には、適応コストは継続して
上昇するが、コア産業の資源を効率的に新しい製品カテゴリーに適応させることで範囲の
経済やシナジー効果を発揮することができるようになり利益が増加する。こうした産業内
多角化による利益が適応コストの増加率を上回るため、産業内多角化の程度が中レベルの
場合には業績が上昇する。最後に産業内多角化の程度が高レベルの場合には、範囲の経済や
シナジー効果などの産業内多角化による利益がいずれ限界を迎える。その時適応コストも
継続して上昇しているが、それ以上に企業の製品カテゴリーが幅広くなると製品カテゴリ
ー間の相互依存は複雑になり、調整コストが加速度的に増すため(Rawley, 2010; Zhou, 2011)、
産業内多角化の程度が高レベルになると業績が低下するとしている。こうした複雑な関係
性の研究以外にも、産業内多角化と業績に正の関係が存在するとしている研究(例えば、
Nobeoka and Cusumano, 1997; Siggelkow, 2003)や負の関係が存在している研究(例えば、Stern 
and Henderson, 2004; Tanriverdi and Lee, 2008)など様々な研究が混在しており、一意の結果を
得ていないのが産業内多角化研究の現状である。 
 
2.3. 産業内多角化と産業間多角化研究の方法論的差異 
産業内多角化と産業間多角化研究は比較する際には、当然方法論的な差異も存在する。 
第一に、産業間多角化研究では産業間多角化と業績の関係性を分析する際に、関連的多角
化あるいは非関連多角化なのかが業績に差異をもたらすのかどうかに焦点を当ててきた(例
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えば、Palepu, 1985; Rumelt, 1974)。それに対して、産業内多角化研究はそもそも同一産業内
の多角化であるため、多角化した市場への投入要素(input factor)や顧客市場が類似している
(Chen, 1996)。それゆえ、同一産業の複数市場での経営を行っている企業は事実上、関連多
角化の戦略を採用しているとも言える。そのため、産業内多角化研究の文脈で重要となるの
は、産業間多角化戦略のように関連/非関連多角化の差異ではなく、関連多角化の度合いの
違いが企業間の業績の差異を説明するのかどうかが焦点となるのである。 
第二に、単一産業のサンプルは複数産業のサンプルに比べて範囲が制限されるため、統計
的な分析結果も保守的になりやすいのである(Johns, 1991)。そのため、産業間多角化に比べ
て産業内多角化の有意な結果も得るのはより困難であり、慎重かつ精緻な分析が求められ
るのである。 
最後に、産業内多角化と産業間多角化を実際の研究で測定する際には、産業間多角化は米
国 SIC コードや NAICS の大分類(2 桁コード)を基準に測定しているのに対し、産業内多角
化は小分類(4桁コード)を基準に分類することで区別されている(Tanriverdi and Lee, 2008)。
また、多くの研究では産業内の細かいセグメントやニッチ市場の分類は International Data 
Corporation(IDC)の製品カテゴリーをもとにされている(Cottrell and Nault, 2004; Stern and 
Henderson, 2004; Tanriverdi and Lee, 2008)。さらに日本国内のデータの場合には SIC コードと
ほぼ同様のものとして日本標準産業分類コード3を用いて産業間と産業内を区別されている。 
このような方法論的な違いからも産業内多角化と産業間多角化を同じ土俵で論ずるのは
困難であると言える。 
 
2.4. 産業内多角化研究と産業間多角化研究の区別 
これまで述べてきたように、産業内多角化と産業間多角化には多くの相違点が存在する
にもかかわらず、過去の多角化研究において産業間多角化と産業内多角化はあまり区別さ
れてこなかった(Siggelkow, 2003; Park and Jang, 2013)。それは産業内多角化と産業間多角化
が同じ資源ベース論をもとに議論されてきたためである。産業内多角化研究、産業間多角化
研究はどちらも何故多角化が業績を高めるのかについて資源ベース論に基づいて説明して
いるものが多い(Schilling and Steensma, 2002)。資源ベース論では企業は価値があり、希少で、
                                                     
3 日本標準産業分類は総務省が公表している。過去に 13回の改訂を経て、現在の最新の分
類は平成 26年 4月 1日より施行されているものであり、本研究も最新版の標準産業分類
に則って分類を行っている。 
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模倣困難性が高く、代替不能な資源を蓄積し、その資源を利用することで競争優位を得よう
とする(Eisenhardt and Martin, 2000; Montgomery and Wernerfelt, 1988)。産業内多角化により複
数の製品やサービスを単一産業で製造する場合、その製造に利用する資源や顧客などは非
常に関連性が高い(Chen, 1996)。また、産業間多角化においても企業が有する資源や顧客と
関連性の高い産業に進出しやすい。このようにどちらの多角化も自社の資源と関連性の高
い産業や市場に進出し、資源の効果的な利用をすることで競争優位を獲得しようとしてい
る。そのため、単一産業内の複数市場に多角化した企業は、産業内と産業間の区別がされず
に産業間多角化の戦略をそのまま適応してきていた。 
しかし、複数産業にまたがる関連／非関連多角化戦略の優位性が、そのまま単一産業の多
角化戦略に適応できるのかについては疑問視されている。それは、産業内多角化は産業間多
角化に比べて資源利用の混乱(congestion)が起こりにくいとされているからである(Li and 
Greenwood, 2004)。何故なら、単一産業の市場ニッチはコア市場と類似する資源や顧客によ
って成り立っている。そのため、単一産業の複数の市場ニッチに対してそれぞれの特定の製
品を製造する場合、単一企業で産業内多角化をしている企業は、複数の市場でそれぞれのニ
ッチに対応する企業に比べてコストは低下し、潜在的な利益も増加するとされている。さら
に、産業間多角化研究では企業は多角化によってコアビジネスから離れてしまうため、コア
能力を発展させる能力を徐々に失ってしまうとされている(Markides, 1992)。しかし産業内多
角化ではコア能力を活かした多角化をしているため、むしろ多角化することによって企業
のコア能力を向上させることができると推測される。 
また、過去の多角化研究は製品市場間で資源を共有することによって、範囲の経済の利益
を享受することができるとしてきた。範囲の経済は、企業に資源の活用とシナジーを可能に
し、製品コストを下げるあるいは製品価値を向上させている(Gupta and Govindarajan, 1986)。
しかし、産業内多角化において多角化のレベルが低い場合には範囲の経済の効果は制限さ
れると言われている(Zahavi and Lavie, 2013)。同じ従業員、技術、市場資源で作られたもの
はその機能が重複しやすくなるため、企業が新しい製品を出した場合にその類似性が高い
と、補完的な関係にならず共食いを生じさせることになる(Cottrell and Nault, 2004; Nault and 
Vandenbosch, 1996)。産業内多角化のレベルが低い場合にはこうした現象が生じ、多角化に
よるレバレッジの機会が限定されると言われている。 
このように、産業内多角化は多くの面で産業間多角化と異なっている。そのため、産業間
多角化研究から得られた知見をそのまま産業内多角化に適応することは、産業内多角化の
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本質を歪め、本来とは異なる結果を導き出すことになってしまう可能性もある。そうならな
いためにも、産業内多角化と産業間多角化を切り離して議論する必要があるのである。 
 
3. 産業内多角化研究のレビュー 
 
産業内多角化研究は先述の通り、近年までほとんど注目されておらず産業内多角化に注
目した研究はほとんど整理されていないのが現状である。本研究では、産業内多角化研究の
システマチックレビューを行うため、EBSCO databaseと ABI/Inform database を用いて 1997
年以降の産業内多角化研究の論文を探索した。1997 年以降に絞ったのは、産業間多角化と
産業内多角化が本格的に区別され始めた年数であるからである。探索を行う際には、以下の
単語を一つ以上タイトル、キーワード、アブストラクトに含む論文を産業内多角化研究の論
文とした。それらは、With-in-industry (diversification), Intra-industry (diversification), product 
diversification, Diversification in industry である。最終的にその中で産業内多角化に焦点を当
てて研究を行っている論文を抽出した。表 2-2はこれらの論文を要約してまとめたものであ
る。 
 
表 2-2：産業内多角化の先行研究 
著者 
(年度 掲載誌) 
産業内多角化の
測定尺度 
従属変数 
調査対象と 
データ 
主要な発見 
Nobeoka and 
Cusumano (1997 
SMJ) 
過去 3 年間に開
発された新製品
の割合 
・売上高成長率 
1980-1991 年の世
界の 17 大自動車
企業 65 の新製品
プロジェクト 
新しいプラットフォームで得
られた知見の他の製品分野へ
の共有は、売上高成長率と正の
関係性が存在する。 
Siggelkow (2003 
JIE) 
企業のカテゴリ
ーごとの資産の
ハーフィンダル
指数 
・調整済利益 
・利益の分散度
(業界平均利益
からの分散) 
1986-1996 年の米
国の 1,313 の投資
信託会社 
親企業と必要とする能力が重
複しているほど、産業内多角化
と業績の正の関係性を強める。 
Cottrell and 
Nault (2004 
製品を販売して
いるカテゴリー
・製品カテゴリ
ーの生存 
1981-1986 年の米
国のソフトウェア
既存製品の新市場・プラットフ
ォームへの拡大は、製品の生存
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SMJ) のハーフィンダ
ル指数 
・企業の生存 117,242 製品 率と負の関係性が存在する。 
Li and 
Greenwood 
(2004 SMJ) 
各市場ニッチに
おけるプレミア
ムのハーフィン
ダル指数 
・税引き前利益
率(ROA) 
1993-1998 年のカ
ナダの損害保険会
社 276社 
ライバル会社との複数製品市
場での競合は、企業の業績と負
の関係性が存在する。 
ただし、関連性の高い市場への
多角化の場合には業績と正の
関係性が存在する。 
Stern and 
Henderson 
(2004 SMJ) 
製品ラインの売
上高のハーフィ
ンダル指数 
・倒産率 
1975-1994 年の間
に設立された米国
のパソコン企業
3445社 
市場におけるライバル企業の
新製品の数が多い場合、企業の
主要な製品ラインにおける多
角化と倒産率には正の関係性
が存在する。 
Kor and 
Leblebici (2005 
SMJ) 
特定の法務エリ
アにおける従業
員数のハーフィ
ンダル指数 
・企業利益率 
米国の巨大法律事
務 所 105 社
(1995,1997,1999 年
のデータ) 
高レベルの人的資源のレバレ
ッジとサービスの産業内多角
化の交互作用は、企業の利益率
と負の関係性が存在する。 
Hutzschenreuter 
and Guenther 
(2008 SO) 
新たに増えた製
品カテゴリー数 
・ROA 
1985-2004 年にド
イツ証券取引所に
存在したドイツ企
業 91 社 
産業内多角化の程度は、多角化
の拡大の早さと ROA の負の関
係性を強める。 
Tanriverdi and 
Lee (2008 SMJ) 
各 OS プラット
フォームにおけ
る売上高のハー
フィンダル指数 
・売上高成長率 
・市場シェア 
1990-2002 に IDC
に出現したソフト
ウェア企業 884 社
の 4,392 企業－年
度データ 
製品とプラットフォーム両方
の補完的な関連多角化は、企業
の売上高成長率・市場シェアと
正の関係性が存在する。 
Sohl (2011 
AMBPP) 
売上高のハーフ
ィンダル指数 
・ROA 
1997-2009 年の世
界の中心的な小売
業者 70社 
豊富な関連多角化経験は、関連
的産業内多角化と業績の正の
関係性を強める。 
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Giachetti (2012 
JBEM) 
製品サービスの
種類数 
・ROA 
2000-2009 年のイ
タリアのファシリ
ティマネジメント
企業 48社 
サービスの多角化と業績には
逆 U 字型の関係性が存在して
いる。また企業のサービス産業
での経験と組合への参加は逆U
字型の関係性に正の影響を与
える。 
Barroso and 
Giarratana (2013 
SMJ) 
自動車のニッチ
市場における製
品数のハーフィ
ンダル指数 
・市場ごとの最
大化利益(p-mc)
の平均 
1990-2000 年のス
ペインの自動車産
業の 621 観測デー
タ 
ニッチ市場における産業内多
角化と業績には U 字型の関係
性が存在する。また、この関係
性は製品の複雑性が増すほど
強まる。 
Han, 
Kuruzovich and 
Ravichdran 
(2013 JMIS) 
製品ポートフォ
リオ(製品の構成
要素) 
・サービスの拡
大(全収益に占
めるサービス
収益の割合) 
IT 産業の 2005 年
の収益 top100企業
のうち 2001 年 -
2005年までのデー
タが入手可能な 47
企業 
企業の製品ポートフォリオの
うち、ソフトウェア製品の比率
と産業内多角化には正の関係
が存在する。 
Park and Jang 
(2013 IJHM) 
レストラン産業
内のエントロピ
ー指数 
・ROA 
・純利益 
米国レストラン企
業 288 企業から得
られた 2514 観測
データ 
産業内多角化の短期的効果は
利益率と負の関係性が存在す
るが、産業内多角化の長期的効
果は利益率とは正の関係性が
存在する。 
Wu (2013 SMJ) 
当該年度に企業
が活動している
市場の数 
・産業内多角化
エントリー 
米国の心血管デバ
イ ス 産 業 1976-
2004年の 274企業
の 13,424 データ 
企業の既存市場での能力の蓄
積が多いほど、産業内多角化の
実行と正の関係性が存在する。
また、既存市場の相対的な成熟
度が高いほど、産業内多角化の
実行と正の関係性が存在する。 
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Zahavi and 
Lavie (2013 
SMJ) 
産業内製品多角
化(ハーフィンダ
ル指数) 
・売上高成長率 
1995-2001 年の米
国ソフトウェア産
業の 156 企業、
6,362 ソフトウェ
ア製品 
産業内多角化と業績には、範囲
の経済と負の移転効果から U
字型の関係性が存在する。 
Colombo (2014 
RP) 
ソフトウェア産
業において企業
が従事している
4桁の SICコード
の分野数 
・従業員数のロ
グ係数 
イタリアのオープ
ンソースソフトウ
ェアコミュニティ
と協力関係にある
ソフトウェア中小
企業 100 社に対す
るサーベイ調査 
企業規模と産業内多角化には
負の関係性が存在している。企
業のオープンソースコミュニ
ティに貢献しているプロジェ
クトの数は、ソフトウェア製品
の産業内多角化と正の関係性
が存在する。 
Hashai (2015 
SMJ) 
・ハイテク産業
における製品カ
テゴリー数 
売上高当期純
利益率(ROS) 
2000-2007 年のイ
スラエルの中小ハ
イテク産業 147 社
の 896 企業－年デ
ータ 
産業内多角化と売上高利益率
には S 字型の関係性が存在す
る。 
Min and 
Mitsuhashi 
(2016 ICC) 
・新しい市場分
野への参入 
経 過 保 険 料
(earned 
premium) 
1907-1940 年の日
本の損害保険企業
1243企業－年度デ
ータ 
既存市場での経験は、産業内多
角化と業績に負の関係性を生
じさせる。また、既存市場で過
去に成功体験を培っているほ
ど、負の関係性を強める。 
※AMBPP: Academy of Management Best Paper Proceedings, ICC: Industrial and Corporate Change, 
IJHM: International Journal of Hospitality Management, JBEM: Journal of Business Economics and 
Management, JIE: The Journal of Industrial Economics, JMIS: Journal of Management Information 
Systems, RP: Research Policy, SMJ: Strategic Management Journal, SO: Strategic Organization. 
出所：筆者作成 
 
産業内多角化に関する初期の研究では、産業内多角化と業績に正の関係性が存在するこ
とを実証している。例えば自動車産業における研究では、産業内多角化を実行すると技術の
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シェアリングが生じるため、産業内多角化と業績に正の関係性が存在することを実証して
いる(Nobeoka and Cusumano, 1997)。また、企業が高い内部能力を保有している場合、親企業
と必要とする能力が重複している産業内多角化は良い製品を生み出しやすく、企業の業績
を向上させることも実証されている(Siggelkow, 2003)。 
Sohl(2011)の世界の小売業における研究では、親会社と子会社の資源の重複度が高いほど
範囲の経済を活かし効率性と有効性を獲得できるため (Markides and Williamson, 1994; 
Penrose, 1959)、産業内多角化と利益率に正の関係性が存在することを実証している。資源の
重複度が高い場合には企業は範囲の経済を活かし有効性(effectiveness)と効率性(efficiency)
を獲得することができ、これが親会社の資源・ケイパビリティの蓄積に繋がり(Markides and 
Williamson, 1994; Penrose, 1959)、業績の向上に繋がることを実証した。逆に資源の重複度が
低い場合には、親会社は範囲の経済を活かすことができないため、業績を低下させることを
実証した。そしてこれらの多角化と業績の関係性は、親会社の多角化経験が豊富であるほど
親会社のダイナミック・ケイパビリティが蓄積されているため、多角化と業績間の正の関係
性を強化し、負の関係性を低減させることを実証した。 
Wu (2013)は、米国の心血管デバイス装置産業を対象に、産業内多角化は市場レベルの業
績は低下させるが、企業レベルの業績は向上させることを実証した。これは、市場レベルの
多角化を行う場合、企業は自社の資源の分配・再配置を行う必要があるため、資源の分散が
生じる。特に、企業の評判やブランドなどのスケールフリーな資源と異なり、マネージャー
や開発チームなどの非スケールフリーの資源は制約が存在する。そのため、資源の再配置は
企業レベルの利益と市場レベルの利益の間にトレードオフの関係をもたらすのである。す
なわち、資源の再配置を行うことで産業内多角化の利益を最大化することができるが、同時
に個別市場の平均利益は低下することに繋がるのである(Montgomery and Wernerfelt, 1988)。 
これらの研究とは逆に、いくつかの研究は産業内多角化と業績に負の関係性があること
を実証している。 
Stern and Henderson (2004)は、米国のパーソナルコンピューター産業を対象に、企業の主
要な製品ラインの拡大と倒産率に正の関係性があることを実証している。何故なら、製品ラ
インの拡大による資源の共有はコストを低下させるが、同時に仕事の相互依存性を高める
ため、外部環境の変化の対応により多くのコストがかかるようになり、結果的に失敗のリス
クも高くなるのである(Barron, West, and Hannan, 1994)。また彼らは、企業の倒産率は、企業
の製品ラインの新製品の発表数と競合他社の新製品の発表数の相互作用に左右されること
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も実証している。すなわち、企業が高いレベルの脅威(この場合は競合他社の新製品発表数
の増加)に曝された時には、探索を行うことが生存に役立つとされている(March, 1991)。そ
のため、競合が自社の主要な製品ラインと関連性の高い製品を大量に発表した時には、企業
は主要な製品ライン以外の新製品を増加させることによって倒産率を下げることができる
としている。逆に、競合が自社の主要な製品ラインと関連性の低い製品を大量に発表した時
には、主要な製品ラインの新製品を増加させることが倒産率の低下に影響を与えることを
実証している。 
Cottrell and Nault(2004)もソフトウェア産業を対象に、企業のカテゴリーと製品のプラット
フォーム範囲に注目し、企業カテゴリーと製品カテゴリーの範囲を統合し、特定プラットフ
ォームへ集中することが企業の生存率に正の影響を及ぼすことを実証した。特にソフトウ
ェア産業では特定プラットフォームに集中することで、顧客は共通のインターフェイスと
データを扱うことができる。また、製品レベルに関しても共通にインターフェイスを扱うこ
とで互換性を持たすことができる。結果として、統合のレベルが高まると、製品やプラット
フォームごとの多様性を持たせる必要がなく、わずかな種類の製品の製造に集中すること
ができるのである。 
Kor and Leblebici(2005)は、法律事務所の多角化による人的資源のレバレッジ(言い換えれ
ば、 パートナー企業ごとの人員数)とサービスの多角化を同時に高レベルで行うことは企業
の利益率の低下を招くことを実証した。何故なら、弁護士のような高度な専門的知識が必要
な職業で多角化を行う場合、弁護士は新たなスキルや知識のインプットが必要となるため
(Penrose, 1959; Teece, Rumelt, Dosi, and Winter, 1994)、より多くの時間・資源を投資する必要
がありパートナー企業に送ることのできる人材が制限されてしまう。そのため企業が高レ
ベルのサービスの多角化と高レベルの人的資源のレバレッジを達成するためには、効果的
な多角化あるいは効果的な人的資源の教育のいずれかあるいは両方を妥協せねばならず、
結果的に低利益率に繋がるのである。このように低利益率になることを避けるため、企業は
事業の範囲と戦略的な人的資源の複雑な相互依存性を理解して、企業戦略をたてることが
重要であるとしている。 
Tanriverdi and Lee(2008)は、ソフトウェア産業を対象にプラットフォームと製品市場の関
連多角化が業績に与える影響について分析した。その結果、プラットフォーム関連多角化と
製品市場関連多角化はどちらか一方の戦略だけでは、企業の利益率を低下させていた。加え
てプラットフォーム関連多角化は市場シェアも減少させていた。しかし、プラットフォーム
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と製品市場の関連多角化を同時に行った場合には、市場シェアと利益率の両方が向上する
ことを実証した。これは、プラットフォーム関連戦略はアプリケーションの質を高め、コス
トを低下させることで、インストールベースの利用顧客を増加させることができるからで
ある。そして利用顧客の増加はさらなる顧客を惹きつけるという直接的なネットワーク外
部性(Network externalities)を発揮する(Farrell and Saloner, 1985; Katz and Shapiro, 1985)。製品
関連戦略はこうして増加した顧客に対して、新しい顧客ニーズや選択を与えることで間接
的なネットワーク外部性を引き起こす。こうして二つの戦略が補完し合うことで、企業は売
上高成長率と市場シェアの増加を享受することができるのである(図 2-1参照)。 
 
図 2-1：プラットフォーム関連性と製品市場関連性の業績への影響 
(上：市場成長性、下：市場シェア) 
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出所：Tanriverdi and Lee (2008)より引用 
 
Li and Greenwood (2004)は、カナダの損害保険会社を対象に、産業内多角化と利益率には
関係性がないことを実証した。ただし、企業が単一産業内の複数市場でコンタクト(Multi 
Market Contact)している競合他社がいる場合には、その競合他社と参入している市場が類似
しているほど相互自制(Mutual Forbearance)が発生し、企業の利益率は向上することを実証し
た。何故なら、ライバル企業との市場の類似性が高い場合、ライバルである二社は同じ入力
要因すなわち原材料や人的資源を同一のプールから得るため、お互いに似通った情報を獲
得する。それだけでなく同じ市場脆弱性にも直面しているため、お互いの状況と弱み・強み
も知ることになる。そのため、企業間が類似することはお互いに人質を取ったような状態に
あり、企業は積極的な敵対行動を取らなくなる。逆に、企業規模や市場範囲の類似性が低い
場合には、敵対的行動を積極的にとりやすくなり、企業の利益率は低下しやすい。何故なら、
規模の小さい企業は大企業が自分たちをライバル企業と認識していないと推測し、自社の
敵対的行動にも大企業はほとんど反応を示さないと予想しているため、積極的に敵対的行
動をとるのである。また、市場の類似性が低い場合には、ライバル企業の戦略的行動に関す
る知識が不足しているため、何がお互いにとって最も効果的な抑止力となるのかを見極め
られず、競争に陥りやすいのである。 
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近年の研究では、産業内多角化と業績には単純な正負の線形の関係以外も存在すると推
測され、様々な結果が議論されている。これらの研究の多くは、産業内多角化戦略と業績の
関係性に言及しているだけでなく、二変数間に影響を与えるモデレート要因についても分
析している。 
Barroso and Giarratana (2013)は、スペインの自動車産業を対象に、産業内多角化と業績の
間に U 字型の関係性があることを実証した。企業は経験のない市場へ産業内多角化を実行
する場合、経営や運営の調整が必要となる(Imai, Nonaka and Takeuchi, 1984)。そのため、経
営や運営上のシナジーによるコストの低減効果をかかるコストが上回るため、業績は低下
する。加えて、産業内多角化は特定市場における顧客ロイヤリティーを低下させる恐れがあ
る。何故なら、企業が特定の製品市場に集中しているほど、顧客から良い評価と評判を得や
すい。そのため、複数市場への多角化は企業の特定市場におけるアイデンティティを低下さ
せ、場合によっては顧客ロイヤリティーを失うことになることも業績の低下に影響を与え
る(Yap, Holmes, Hannan, and Cukier, 2010)。ただし、こうした顧客ロイヤリティーの低下は極
端に特定市場に特化している場合以外には効果が発揮されにくいため、複数市場に産業内
多角化することで影響を減らすことができる。また、複数市場への産業内多角化を行うこと
で規模・範囲の経済の効果を十全に発揮することができるため、産業内多角化と業績には U
字型の関係性が生じるのである。そして、この U 字型の関係性は製品間の複雑性が増すほ
ど、強化される(正の効果と負の効果が強まる)ことも実証した。何故なら製品の複雑性が増
すほど、顧客はより意思決定を単純化する(Bettman, 1979; Gensch, 1987; Johnson and Payne, 
1985)。そのため、他の条件が同一で複雑性が増した場合、顧客は製品選択をブランドある
いは特定市場ニッチに委ねるようになる。こうした理由から、産業内多角化の程度が高い場
合にはブランドのロイヤリストになりやすいだけでなく、複数市場に同一ブランドを持つ
ことで顧客は探索コストを低下させることができるという需要のシナジー効果を発揮する
ことで、産業内多角化と業績の正の効果を強化するのである。逆に産業内多角化の程度が低
い場合には、単一市場で事業を行う企業や有力な市場ニッチが増加することで、市場ニッチ
のブランドの混迷による顧客ロイヤリティー低下の効果が増幅され、産業内多角化と業績
の負の効果が強化されるのである(図 2-2参照)。 
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図 2-2：APPと業績の関係性4 
 
出所：Barroso and Giarratana(2013)より引用 
 
Giachetti(2012)は、イタリアのファシリティマネジメント5産業に注目し、サービスの多角
化と業績に逆U字型の関係性が存在することを実証した。サービス業では製造業と異なり、
サービスは「生産」できないため、貯蓄して翌年に消費するといったことができない(Uhl, 
and Upah, 1983)。この貯蓄機能の欠如により、サービス企業は顧客の需要と供給を同期させ
る必要があるのである(Lovelock, 1984)。この需要と供給の同時性により、企業はすべての能
力を十全に発揮できないと、潜在的な収入や生産能力を失う可能性がある(Rhyne, 1988)。産
業内多角化の程度が低いあるいは中くらいの場合には、企業は容易にサービスの標準化を
行うことができるため、需要を満たすことができ、企業利益を向上させることができる
(Sherer, 1995)。しかし、産業内多角化の程度が高くなった場合には、協調の複雑性が増加し、
能力も十全に活用できなくなるため、企業利益を低下させるのである。そのため、サービス
業では産業内多角化と業績に逆 U 字型の関係性が生じるとした。 
Park and Jang(2013)は、既存の産業内多角化が多角化による期間を考慮していないことを
                                                     
4 APP とは、Across-nitch Product Proliferation の略称。産業内多角化による製品範囲の広さ
を測定している。 
5 ファシリティマネジメントとは、「企業設備を戦略的に俯瞰し、安全かつ最適な作業環境
を提供しつつ、コストの効率性を高めることで組織の中核事業を支援する」サービスであ
る(Giachetti, 2012)。 
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指摘し、多角化の短期的効果と長期的効果を分析に加える必要があると主張した。多角化戦
略は企業変革と資源の再分配を引き起こすため、その調整を行う必要があり本来の効果が
すぐに発揮されない場合がある。そのため、場合によってはその産業内多角化の結果が結実
するまでに 10年以上を費やしてしまう場合もある(Biggadike, 1979)。彼らは米国のレストラ
ン産業における分析の結果から、企業が産業内多角化を行った場合、短期的には新しい経営
スキルやシステムを必要とするため利益率は減少しやすいが、長期的には資源の効率的な
利用を可能とすることで利益を最大化できることを実証した。 
Zahavi and Lavie(2013)は、産業内多角化と業績の間には U字型の関係があることを実証し
た。すなわち、産業内多角化の度合いが低い場合にはマネージャーは製品の微妙な違いを認
識できず、資源の効果的な利用ができないため多角化前よりも業績が低下する。しかし、産
業内多角化の度合いが高まると、企業の多角化前の産業での製品の評判を他製品・サービス
へも波及させることで、顧客はより少ないコストで企業の製品を判断できるため、企業は既
存の顧客に対する潜在的な競争優位を得られ、業績が向上する(Nayyar, 1990)。その結果、産
業内多角化の度合いが中程度の時に最も業績が悪くなるという U 字効果を実証した。それ
に加えて彼らは、技術尖度(technology intensity)と過去の多角化経験が産業内多角化と業績の
関係性をモデレートすることも実証した。何故なら、複雑で尖度が高い技術を持つ企業はよ
り効果的に製品の特殊さや社会的な複雑性、因果関係の曖昧さを主張することができる
(Dierickx and Cool, 1989)。そのため、競合から模倣されにくい独自の地位を築くことができ
業績を向上させる。しかしながら、尖度が高い技術は同時にコア・リジディティをもたらし
業績を低下させるという逆機能をもたらすため(Leonard-Barton, 1992; Rawley, 2010)、U 字効
果が強化されるとした。また過去の多角化経験は、マネージャーに製品の細かい識別を可能
とするが、企業は既存の技術を利用することのできる製品市場への多角化する傾向がある
ため(Silverman, 1999)、過去に多角化しているということは、そうした関連性のある市場か
ら範囲の経済の効果を享受しているため、新たな多角化による範囲の経済の効果は制限さ
れやすい。そのため、過去の多角化経験は産業内多角化と業績の U 字型の関係を緩和する
と主張した(図 2-3参照)。 
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図 2-3：産業内多角化と業績の関係性に技術尖度と多角化経験が与える影響 
 
出所：Zahavi and Lavie(2013)より筆者作成 
 
Hashai (2015)はさらに産業内多角化を低・中・高レベルの三段階に分け、産業内多角化と
売上高利益率(ROS)に S 字型の関係性があることを実証した。産業内多角化の程度が低レベ
ルの場合には事業間の調整コストはほとんどかからないが、新しいカテゴリーに効率的に
資源を移転するためのルーティンや知識がない。そのため、不完全な既存のオペレーション
を新しい製品カテゴリーに適応させるためにかかる適応コストがかさむことになり
(Fernhaber and Patel, 2012)、産業内多角化を実行すると業績が低下するとしている。産業内
多角化の程度が中レベルの場合には、低レベルと同じく調整コストはさほど増加しないが
適応コストは継続して上昇する。しかしながら既存の活動を新しい製品カテゴリーに活用
することで、ルーティンや知識を活かして適応コストを低下させることで適応コストの増
加分を相殺することができる。そしてコア産業の資源を効率的に新しい製品カテゴリーに
適応させることで、範囲の経済やシナジー効果を発揮することができるようになり利益が
増加する。こうした産業内多角化による利益が適応コストの増加率を上回るため、産業内多
角化の程度が中レベルの場合には業績が上昇するとしている。最後に産業内多角化の程度
が高レベルの場合には、範囲の経済やシナジー効果などの産業内多角化による利益がいず
れ限界を迎える。その時適応コストは継続して上昇しているが、それ以上に企業の製品カテ
ゴリーが幅広くなると製品カテゴリー間の相互依存は複雑になり、調整コストが加速度的
に増す(Rawley, 2010; Zhou, 2011)。そのため、産業内多角化の程度が高レベルになると業績
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が低下するとしている。こうした理由から産業内多角化と業績に S 字型の関係性が生じる
としているのである(図 2-4参照)。 
 
図 2-4：産業内多角化と業績の関係性に適応コストと調整コストが与える影響 
 
出所：Hashai(2015)より筆者作成 
 
いくつかの研究では、産業内多角化と業績の関係性ではなく、二変数間に産業内多角化が
与える影響や産業内多角化自体を従属変数として研究を行っている。 
Hutzschenreuter and Guenther (2008)は、企業の産業内多角化の早さと業績には逆 U字型の
関係性が存在し、産業内多角化の程度がその関係性を強めることを実証した。企業は多角化
する際に、既存のビジネスと新規のビジネスに必要な知識・資産などを共有することで範囲
の経済や規模の経済の恩恵を享受することができる(Hill et al., 1992; Nayyar, 1992)。しかし多
角化は恩恵だけでなく、同時に複雑性というコストも生じさせる。企業は多角化を行った場
合に、この複雑性を解消するために新しい知識の評価、吸収し、市場に適応していくために
時間を必要とする(Cohen and Levinthal, 1990)。そのため、もし多角化のスピードが早すぎる
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と、時間短縮による非経済性(diseconomies of time compression)を引き起こし(Dierickx and Cool, 
1989)、業績の低下につながってしまうのである。特に、企業の既存の事業分野との類似性・
関連性の違いが大きいほど、企業の既存知識を活用できる可能性は低くなるため、企業は新
しい知識の獲得に多くの時間を費やす必要が生じることを実証した。 
Han, Kuruzovich, and Ravichandran(2013)は、IT 産業を対象に、どのような製品ポートフォ
リオが企業の産業内多角化を促進するのかについて分析を行い、ハードウェア製品よりも
ソフトウェア製品の比率が高い方がより関連サービスへの知識移転が容易であるため、産
業内多角化を実行する傾向が強いことを実証した。何故なら、ソフトウェア製品はハードウ
ェア製品に比べて柔軟性が高いため顧客の求めるビジネスプロセスに即したカスタマイズ
を実行しやすい。そのため、ソフトウェア業者はソフトウェアのカスタマイズを通じて顧客
知識(Customer Knowledge)を蓄積しやすくなる。そして顧客知識の蓄積は顧客に関する情報
の獲得費用を減らし、アクセスを容易にするのである。 
Min and Mitsuhashi(2016)は日本の損害保険業界を対象に、既存市場での経験が産業内多角
化した市場での業績を低下させることを実証した。何故なら既存市場での経験はマネージ
ャーがその市場で培った習慣の有効性に対する自信を高める。そのため、新しい市場の特異
性を見落としやすく、新しい市場において有効な習慣に対する判断を誤らせる負の移転効
果が生じるのである。またこの負の移転効果は、既存市場と新しい市場の市場関連性が低い
ほど二つの市場で理想的な習慣は異なり、過去に既存市場で培った能力も活かせないため、
強くなるとしている。さらに、既存市場で過去に成功体験を培っているほど、その成功に対
して疑問を抱かず、新しい市場に対してもその成功体験をそのまま機械的に導入しやすい
ため、負の移転効果を強めるのである。 
 
4. 既存の産業内多角化研究の限界と本研究の理論的位置づけ 
 
このように、産業内多角化と業績に関する実証研究の数は決して少なくない数が行われ
ているが、それらの研究結果は混在しており明確な結論は出ていないのが現状である(Li and 
Greenwood, 2004; Tanriverdi and Lee, 2008, Zahavi and Lavie, 2013)。またこの一意でない結果
は、産業内多角化と業績の関係性の間にまだ明らかにされていない何らかの要因が存在す
ることをほのめかしている。そこで、本研究では産業内多角化の先行研究において明らかに
されていない 3 つの限界点を提示し、本研究を通じてそれらの限界点に対して何らかの示
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唆を与えていくことを目的とする。 
 
4.1. 企業内部の資源と産業特性に注目した研究 
産業内多角化に関する既存研究の限界の一つとして、産業内多角化に関する既存研究で
は、各産業の特性についてほとんど考慮してこなかった点が挙げられる(伊藤, 2018)。産業
間多角化研究においては、一部の独占的な価値創造者(リーダー群)とデストロイヤー(敗者
群)のみが企業特殊的な資産が産業要因(industry factor)よりも業績に影響を与えるとしてい
る。言い換えると、ほとんどの企業にとっては、企業特殊的な資産よりも産業要因の方が、
業績に対する影響が大きいことが実証されているのである (Hawawini, Subramanian, and 
Verdin, 2003)。これに対して、産業内多角化研究で産業要因が注目されてこなかった理由は
産業内多角化が産業間多角化と異なり、同一産業の多角化であり、市場間の差異は産業間多
角化と比べてそれほど大きくないことが理由として挙げられる。加えて、他産業との比較が
できないため、産業の特性といった要因を分析する上でそこまで考慮する必要がないから
である。しかし、Park and Jang (2013)は各産業にはそれぞれ特徴があり、そうした産業特性
は企業戦略の意思決定や結果に強い影響を与える可能性が高いと主張している。例えば、
Zahavi and Lavie (2013)は、ハイテク産業では技術資源が産業内多角化と業績の関係性に重要
な影響を与えているとしたが、それがハイテク産業特有の現象かどうかは言及していない。
Colombo(2014)は、オープンソフトウェアの中小企業を対象に研究を行い、ハイテク産業と
同じようにソフトウェア産業における中小企業は急速な技術革新によって、常に新しく多
様な市場機会にさらされているとした(Eisenhardt, 1989)。そのため、産業内多角化をするこ
とによって新しい製品市場機会を捉える能力こそがソフトウェア産業での成功には欠かせ
ないものであると主張している(Kim and Kogut, 1996)。 
これに対し、Park and Jang (2013)はレストラン産業を対象に分析を行い、レストラン産業
ではハイテク産業とは異なる要因に注目することが重要であることを指摘している。彼ら
の研究では、レストラン産業はハイテク産業で重視されるような技術の尖度ではなく、経験
豊富な従業員がいるかどうかに業績が強く左右されるとしている。また、サービスも無形で
あり分割不可能なものであるため、ハイテク産業と同等の産業内多角化を行うのは困難で
あることが言及されている。このように、産業特性の違いは、産業内の業績を左右する要因
の違いを生み出し、ひいては産業内多角化と業績の関係性にも異なる影響を与えることが
推測されるが、そうした要因を考慮した上で実証を行っている研究はほとんど存在してい
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ない(Park and Jang, 2013)。 
そのため、本研究では、調査対象となる産業の産業特性を考慮した上で、仮説を構築する
ことで、産業特性が産業内多角化と業績の関係性に与える影響を分析する。 
 
【リサーチクエスチョン 1】 
産業内多角化と業績の関係性に企業内部の資源と産業特性はどのような効果を与えるのか 
 
4.2. 企業外部の資源に注目した研究 
先述のように、産業内多角化の先行研究において、産業内多角化と業績の関係性は様々な
実証結果が得られてきた。そのため、多くの研究は産業内多角化と業績の関係性に影響を与
えるモデレート要因についても分析を行っている。例えば、人的資源(Kor and Leblebici, 2005)、
蓄積された知識(Tanriverdi and Venkatraman, 2005)、多角化経験(Sohl, 2011)、技術資源(Zahavi 
and Lavie, 2013)などである。これらの先行研究では、企業内部の資源・能力の活用が産業内
多角化と業績の関係性に正負の影響を与えることを実証してきた。 
しかし、企業が実際に新しい産業・市場に進出する際、企業内部の資源・能力のみを用い
てすべての経営活動を行うことは困難であり、ごくわずかな企業のみが技術の進歩に組織
内のみで対応することができる(Teece, 1986)。特に中小企業などは規模も小さいため、必ず
しも全ての技術・資源・能力・人材などを自社で賄えるとは限らない。むしろ、自社内です
べてを行うことはコストを増加させ、企業リスクを上昇させる。企業は内部資源のみではな
く外部資源を用いることで効率性を高めたりコストを低下させたりすることや、企業内で
解決が困難な問題を切り分けることができる場合にはそれを外部に任せることもできるの
である(von Hippel, 1994)。また、企業が組織内以外の複数の資源の入手先を所持することは、
多角化リスクの低減に繋がるとも言われている(Parmigiani, 2007)。そのため、企業内の資源
のみならず、企業外の資源を活用することで、企業はより効果的な戦略を実行することがで
きるのである。 
こうした企業外の資源の活用に関して、産業間多角化研究においても、明らかにされてい
ない。既存の資源ベース論の研究では、当該企業が買収した外部企業の資源が企業の技術イ
ノベーションに与える影響(Chesbrough, 2003; Stuart, 2000)や、企業のパフォーマンスに与え
る影響(Li, 2011; Tsai and Wang, 2007)についての研究はなされている。あるいは、アライアン
ス研究の視点から、2社間での資源の共有による取引コストの低下(Ring and Van de Ven, 1994)
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や資源の補完によるシナジー効果(Arora and Gambardella, 1990; Dyer and Singh, 1998; Panico, 
2017)など、外部資源の企業のパフォーマンスへの影響については多くの研究がなされてい
るが、多角化と業績の関係性という視点では研究がなされていない。そのため、本研究では
産業内多角化と業績の関係性に外部資源の与える影響を分析することで、資源ベース論の
文脈に新たな視点を加えることを目的とする。 
以上より、リサーチクエスチョン 2を導出した。 
 
【リサーチクエスチョン 2】 
産業内多角化と業績の関係性に企業外部の資源と産業特性はどのような効果を与えるのか 
 
4.3. 資源の利用経験が組織内外の資源のモデレート効果に与える影響に注目した研究 
戦略的資源と業績の関係性に関する研究では、経営者が資源を効果的に活用することの
重要性を実証している(Hansen, Perry, and Reese, 2004; Mahoney and Pandian, 1992; Sirmon, 
Hitt, and Ireland, 2007)。すなわち資源・能力はただ存在すればよいのではなく、それらを適
切に活用できない場合には、価値を生み出すことができないとしており(Penrose, 1959)、資
源を適切に運用するための組織能力(capability)の重要性も主張されている。 
資源は企業の利益の源泉であり、能力は人々と資源を結びつける複雑なパターンであり
(Grant, 1991)。企業は資源だけでなく、こうした能力を企業内のどこで用いるのかが重要だ
と指摘されている(Grant, 1996)。また、多角化戦略による価値創造は特異な資源とそれをコ
ントロールできる能力に左右されるとしている研究も存在する(Mackey et al, 2017)。何故な
ら、企業は資源を異なる環境に適応させる能力がなければ、多角化しても範囲の経済の恩
恵を享受することができないからである。また、価値のある特異な資源とそれを扱う能力
の組み合わせは、企業戦略の効果をより高め、他社が模倣できない戦略を打ち出すことで
企業に競争優位をもたらすのである(Dyer and Singh, 1998; Eisenhardt and Schoonhoven, 
1996)。特にサービス業では、企業の競争優位を築き上げる能力は個人の能力に強く由来す
るため、資源とそれを扱う人材の能力が重要であるとされている。サービス業では戦略的
資源の多くは無形資源であるため、その価値を十全に活かすためには、それを扱う人材の
資源の継続的な利用(continuum)による知識・経験の蓄積が重要になるからである(Nonaka 
and Krogh, 2009)。 
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産業内多角化研究においてもこうした資源と能力の組み合わせの重要性を指摘されてい
る。Wu(2013)の研究では、企業の能力を複数市場で同時に活用可能なスケールフリーな能
力(例えば、知識、ブランド、企業の評判など)と複数市場で同時に活用不可能なノンスケ
ールフリーな能力(例えば、効果的な製品開発チーム、経営管理能力など)とに区別し、そ
れぞれの資源が産業内多角化に与える影響について分析を行っている。スケールフリーな
能力が複数の市場で同時に使用しても問題ないのに対し、ノンスケールフリーな能力は同
時に利用することができないため、市場の変化に応じて、組織内で配分する必要があると
している(Capron, 1999; Helfat and Eisenhardt, 2004)。特に、類似性の高い製品・分野への多
角化である産業内多角化では、製品間での資源の配分の機会はより多くなるため(Jones and 
Hill, 1988)、資源配分が重要であると指摘している。 
ただし、Wu(2013)の研究では、あくまで企業の能力をスケールフリーとノンスケールフ
リーに分けて、それぞれの単独の業績への効果についてしか言及されていない。しかし、
企業が新たな戦略を実行する際には、どの資源を用いるのかと、それを扱う能力は同時的
に発生するため、これらの能力は相互に強く作用しあっていると推測される。特に、知識
やブランドのような暗黙的な資源は人的資源に宿るものであるため(Farjoun, 1994)、その利
用には知識に対する深い理解が必要となる。そのため、資源に対する知識を開発チームが
どの程度理解しているのかによって最終的な成果物の品質は大きく変わってくるであろ
う。 
以上より、以下のリサーチクエスチョン 3を導出した。 
 
【リサーチクエスチョン 3】 
産業内多角化と業績の関係性に企業内外の資源とその資源の利用経験はどのような効果を
与えるのか 
 
以上のリサーチクエスチョン 1から 3までをまとめて図示したものが図 2-5である。 
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図 2-5：本研究の研究枠組み 
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第 3章 調査対象としての情報サービス産業・コンシュー
マゲーム産業 
 
本章の目的 
 
本研究では、情報サービス産業とコンシューマゲーム産業を対象に第 2章で提示した研
究枠組みを明らかにすることを目的としている。本章では、産業内多角化と業績に関する
各研究の調査対象である情報サービス産業とコンシューマゲーム産業について詳しく述べ
るとともに、何故これらの産業が産業内多角化の調査対象として適切であるのかを説明す
ることを目的とする。 
 
1. 産業内多角化の調査対象としての情報サービス産業 
 
1.1. 情報サービス産業の概要 
情報技術(IT)をもとにしたハードウェア製造、ソフトウェア開発、情報通信に関する産
業を総称して「情報産業」と呼び、「情報サービス産業6」は、その中でも、情報システム
の構築・運用、ソフトウェア開発、ビジネスアプリケーション、情報処理・提供サービス
などを担う産業を指す。特に情報サービス産業の中で中心的な役割を担う仕事である情報
システムの構築・運用は、システム・インテグレーションあるいはシステム・ソリューシ
ョンとも呼ばれ、ハードウェア・ソフトウェア・情報通信を包括的に提供するサービスの
ことを指している(情報サービス産業協会, 2014)。 
情報サービス産業では売上高に関して近年は、ほぼ横ばいとなっているが、一方で従業
員数に関しては、10年前と比較してほぼ倍の人数となっている。情報技術の高度化に伴
い、情報システムの開発にはより高度な技術・知識が必要となったこともあり、開発プロ
                                                     
6 情報サービス企業は日本標準産業分類の情報通信業(大分類G)の情報サービス業(中分類 3
9)のうちソフトウェア業(小分類 391)の受託開発ソフトウェア業(細分類 3911)、情報処理・
提供サービス業(小分類 392)に属する企業を指す。情報処理・提供サービス業は、情報処理
サービス業(細分類 3921)、情報提供サービス業(細分類 3922)、その他の情報処理・提供サー
ビス業(細分類 3929)を含む。それぞれの内容に関しては補遺 1で説明する。 
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ジェクトに携わる人数や種類の増加もこうした従業者数の増加に影響を与えていると言わ
れている。 
また、これには 2000 年代以降本格的に行われるようになった IT アウトソーシングも影
響しているとされている。従来であれば、企業は自社でシステム開発のほとんどあるいは
大半を自社内で行ってきていた。これに対して、IT アウトソーシングとは、「顧客の情報
システム部門の要員やシステムを丸ごと引き受けて、システム企画段階から設計、構築、
運用に至るほとんどの領域を、顧客の要員ごと引き受ける」(情報サービス産業協会, 2013)
とされている。こうした T アウトソーシングが一般的になってきたことで、情報サービス
産業市場は急速に拡大し、それに伴って人員も拡大してきたのである。 
 
1.2. 情報サービス産業の特徴 
図 3-1にあるように、情報サービス産業の売上高の約半数は受注ソフトウェアが占めて
いる。受注ソフトウェアとはその名の通り、顧客側からの要望に対して、顧客の目的に沿
った個別のソフトウェアを開発することである。当然、ソフトウェアの使用用途・目的は
顧客ごとに全く異なるため、情報サービス企業は画一的なサービスを提供するということ
ができない。そのため、実際の作業では情報サービス企業は顧客と協議しながら、どのよ
うな情報システムを構築するのか、情報システムの開発体制や実施計画、ニーズの把握や
性能評価などを顧客と共有・調整する必要があり、こうした顧客とのやり取りがソフトウ
ェアの開発プロジェクトの成否に密接にかかわっているのである。 
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図 3-1：情報サービス産業における売上高構成比率(2014年) 
 
出所：情報サービス産業協会(2016)より筆者作成 
 
このように、仕事の受注に対して各顧客に合った個別のサービスを提供する必要がある
事業は受託型事業と呼ばれ、企業は受託契約毎にプロジェクトを組織し、製品の開発を行
っている。そのため、情報サービス企業にとって重要なのは、顧客のニーズに合ったもの
を作る能力があるかどうかであり、それが企業の仕事の受注に直結するのである。近年で
は高度情報化社会と呼ばれるような情報化の進展に伴い、構築する情報システムは顧客の
業種・業態によって大きく異なるうえ、日常業務で使うようなシステムから経営情報を集
約するようなシステムまでニーズも非常に多様になっている。そのため、開発者にはハー
ドウェアやソフトウェアの知識のみならず、経営や法律も含め顧客の行っている業務に関
する幅広い知識も求められるようになってきているのである。 
しかし、実際に一人一人の開発者がすべての知識を習得・理解するのは事実上不可能で
ある。近年では、約 8割の企業が数年前と比較して求められる技術の水準が高度化してい
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ると感じており7、従業員一人一人に求められる技術も高度化しているのである。そのた
め、企業が情報システムの開発を行う際には、専門知識の異なる複数の技術者がプロジェ
クトチームを組んで行うのが一般的である。そして、各技術者がどのような技術・知識あ
るいはどのレベルの技術・知識を持っているのかを分かりやすく明示するために活用され
ているのが、情報処理技術者試験である(図 3-2参照)。情報処理技術者試験は昭和 44年
(1969年)に開始し、時代のニーズに合わせて何度かの改定を経て、現行の試験区分となっ
ているが、技術者がどのような技術・知識を所有しているのか客観的に測定することがで
きる指標として活用されてきた8。 
 
図 3-2：情報処理技術者試験の体系図(平成 29年度春期から現行)
 
出所：情報処理推進機構ウェブサイト9より筆者作成 
 
1.3. 産業内多角化の調査対象としての情報サービス産業 
本研究において情報サービス産業が産業内多角化研究と業績の関係性への内部資源の影
響の調査対象として適切だと判断した理由は、大きく三つ存在する。(1)受託産業である情
                                                     
7 「情報サービス産業白書 2016」p.139より。さらに 4~5年後の予想に関しても、80.8%の
企業が求められる技術の内容が先端的になっていると感じている。 
8 各試験の詳細は付録 1を参照。 
9 https://www.jitec.ipa.go.jp/ 2017年 11月 7日閲覧。 
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報サービス産業では、画一的な製品の生産はできず受託生産であるため、製品の仕様や必
要となる知識は顧客ごとで変化してくる。そのため、既存市場における知識を無理矢理新
しい事業分野に当てはめてしまうような負の移転効果は生じにくいと推測されるからであ
る。(2)情報サービス産業では情報処理技術者試験という個人が所有する資格の重要性が非
常に高く、これらを内部資源としている企業の業績への影響を測定しやすいためである。
(3)多くの情報サービス企業は、顧客の要望に応じて産業内多角化実行の必要性に駆られる
からである。 
(1)に関しては前項で述べた通り、情報サービス産業は受託産業であるため、画一的な製
品の生産はできず、製品の仕様や必要となる知識は顧客ごとで変化してくる。そのため、
既存市場における知識を無理矢理新しい事業分野に当てはめてしまうような負の移転効果
は生じにくいと推測されるからである。 
(2)に関して、情報サービス産業では大きく八つの事業分野が存在するが、各事業分野で
共有することのできる技術・知識も少なくない。例えば、プロジェクトマネージャ(PM)の
資格受験者の対象者像は、「高度 IT 人材として確立した専門分野をもち、システム開発プ
ロジェクトの責任者として、プロジェクト計画を立案し、必要となる要員や資源を確保
し、計画した予算、納期、品質の達成について責任をもってプロジェクトを管理・運営す
る者」10と定義されている。これはプロジェクトマネージャには、システム開発プロジェ
クトの責任者として、当該プロジェクトの計画、実行、管理といった管理者としての役割
が求められるとともに、その役割を果たすだけの能力があるとみなされるのである。その
ため、プロジェクトマネージャの資格所有者は事業分野を問わず、情報システム開発プロ
ジェクトに携わることができると想定されるのである。また、データベーススペシャリス
ト(DB)の資格受験者の対象者像は、「高度 IT 人材として確立した専門分野をもち、データ
ベースに関係する固有技術を活用し、最適な情報システム基盤の企画・要件定義・開発・
運用・保守において中心的な役割を果たすとともに、固有技術の専門家として、情報シス
テムの企画・要件定義・開発・運用・保守への技術支援を行う者」と定義されている。こ
れは、データベーススペシャリストはデータベースの構築や維持、情報システム開発プロ
ジェクトにおいてデータベース関連の技術支援などの役割を果たすことができる能力を所
持していると判断されるのである。そのため、データベーススペシャリストの資格所有者
                                                     
10 情報処理推進機構 https://www.jitec.ipa.go.jp/1_11seido/pm.html 2017年 11月 7日閲覧 
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は、受注ソフトウェアの開発のみならず、システム等管理運営受託、データベースサービ
スなどでもその技術を活用することができるのである。 
このように、情報サービス企業において資格所有者が存在する場合、その技術・知識は
他の事業分野でも活用できることが多いため、これらの資格を利用して情報サービス産業
内の他の事業分野は進出することは決して難しくない。逆に言えば、企業内に適切な資格
所有者が存在しない場合、企業は他の事業分野に進出しても仕事を受注することが困難で
あるといえる。実際に、官公庁の事業入札などでは、特定の資格所有者を置いて業務に従
事させることを入札条件としている場合も多いため、資格所有者を確保することは仕事を
受注するための土俵に立つために最低限必要なことであると言える。 
最後に(3)に関して、情報サービス企業は資格所有者を所持することで、仕事の受注につ
ながるとともに、他の事業分野への進出すなわち産業内多角化も積極的に行うようにな
る。企業は資格所有者を所持することで他の事業分野に進出しやすくなるという理由も存
在するが、それ以上に顧客の依頼に応じるために他分野への進出が重要となるからであ
る。情報サービス産業は受託型事業が主流であるために画一的なサービスの提供は困難で
あり、顧客との頻繁なやり取りや場合によってはプロジェクトの期間中は顧客先の企業に
派遣されるということも少なくない。そのため、多くの情報サービス企業は各地域に根ざ
しており、一定の事業圏内で活動していることが多い。また、顧客側にとっても情報シス
テム開発プロジェクトを依頼する際、以前に依頼した企業と別企業に仕事を依頼すること
は、新たな人間関係の構築や情報システム開発に関するお互いの意識や目標のすり合わせ
が必要となる。場合によっては、以前のシステムの開発企業と新しい企業の仕様が合わず
に、システムを一から新しく構築するような問題が発生する可能性もあるのである。特
に、顧客企業は必ずしも情報システム開発のプロフェッショナルではないため、自分たち
がどのようなシステムを欲しているのか漠然としか理解していない場合や、システム開発
において何ができて何ができないのかを見極められないのが実情である。そのため、新し
い情報サービス企業に仕事を依頼する際には、お互いの理解も低いため、情報サービス企
業と顧客の間の認識の齟齬が生じ、適切な情報システムの開発ができないという問題が生
じることも少なくない。 
実際の例として、京都市がシステム開発を依頼した「大型汎用コンピュータのオープン
化に係る業務システム(バッチ処理)設計・開発等業務委託」(平成 28年 1月 15 日契約)で
は、「国民健康保険、介護保険、税、住民基本台帳などの基幹業務システムを、一般に広
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く利用されている最新技術により、機器及びシステムを刷新する、大型汎用コンピュータ
のオープン化事業」に取り組んでいたが、受託事業者のシステム開発に遅延が生じてお
り、その原因に対する見解も受託事業者と大きな乖離が生じてしまっていた。京都市はこ
の問題を解決するため、受託事業者と協議を重ねて問題の解決を図ったが、最終的に京都
市はシステム開発が完了しないまま、平成 29年 10 月に受託事業者との契約を解除する事
態にまで陥ってしまっている11。これは、まさに情報サービス企業とその顧客がお互いを
理解しないままシステム開発を行ったために、適切なシステムの開発に至らなかった例で
あると言える。 
上記の例からもわかるように、顧客企業としては可能な限り単一あるいは少数の情報サ
ービス企業と密な関係を築き、情報システム開発を依頼することが望ましいと考えている
のである。こうした理由から、情報サービス企業は顧客先との継続的な取引関係や新しい
仕事の受注のために産業内多角化を実行するのである。 
このように、情報サービス産業では産業内多角化が比較的実行しやすい環境にあり、実
際に企業の大小にかかわらず産業内多角化を実行している企業も多く存在することから、
産業内多角化研究の研究対象としても適切であると判断した。 
また上述の通り、情報サービス産業は受託型産業の占める割合が大きいため、受託型事
業という産業特性が産業内多角化と業績に与える影響を分析することができると判断し
た。 
第四章ではこうした情報サービス産業の産業特性と資格という企業の内部資源の重要性
を踏まえた上で、情報サービス産業における産業内多角化と業績の関係性に内部資源が与
える影響について分析を行っていく。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
11 京都市情報館 http://www.city.kyoto.lg.jp/sogo/page/0000226890.html 2017年 11月 7日閲覧 
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2. 産業内多角化の調査対象としてのコンシューマゲーム産業 
 
2.1. コンシューマゲーム産業の概要 
コンシューマゲームとは、Play Station4 やWii U などに代表される据置型ゲーム機と
Play Station Vitaやニンテンドー3DS に代表される携帯型ゲーム機を合わせた総称である(み
ずほ銀行産業調査部, 2014)。コンシューマゲームはコンピュータゲームの一種であり、表
3-1は本研究の調査対象であるコンシューマゲームを含むコンピュータゲームの分類を表
している。 
 
表 3-1：コンピュータゲームの分類 
プラットフォーム ハード分類 主要ハード(ハード会社) ゲームの分類 総称 
コンシューマ 
据置型 
・PlayStation3 /  PlayStation4 
(ソニー・コンピュータ・エン
タテインメント) 
・Wii U / Nintendo Switch 
(任天堂) 
・Xbox 360 / Xbox One 
(Microsoft) 
据置型ゲーム 
コンシューマゲーム 
携帯型 
・PlayStation Portable 
・Playstation Vita 
(ソニー・コンピュータ・エン
タテインメント) 
・ニンテンドー3DS (任天堂) 
携帯型ゲーム 
PC オフライン 
・Windows PC (Microsoft) 
・Macintosh (Apple) 
・PC オフラインゲー
ム 
・PC 向けソーシャル
ゲーム 
PC ゲーム 
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オンライン PC オンラインゲーム 
モバイル 
携帯電話 
(フィーチャ
ーフォン) 
フィーチャーフォン (iモー
ド、EZweb、Yahoo!ケータイ) 
・アプリゲーム 
・フィーチャーフォン
向けソーシャルゲ
ーム 
モバイルゲーム スマートフ
ォン 
・iPhone (Apple) 
・Android端末(携帯各社) 
・スマートフォン向け
ソーシャルゲーム 
・スマートフォンゲー
ム 
タブレット
端末 
・iPad (Apple) 
・Androidタブレット (Google) 
・Kindle Fire (Amazon)他 
アーケード アーケードゲーム 
出所：みずほ銀行産業調査部(2014, p.112)より筆者作成 
※太枠内が本研究の調査対象 
 
コンシューマゲーム産業では、ハードウェア(以下、ハード)の販売台数・ゲームソフト
の販売台数が伸び悩んでおり、2016年の販売本数はハード・ゲームソフト共に 2008年の
約半数にまで落ち込んでいる(図 3-3参照)。これは、ゲームソフトの開発費の高騰や技術
の高度化に伴う一作品当たりの製作にかかる時間の増加や、スマートフォン向けのゲーム
市場の拡大などが要因とされている。そのため、近年多くの企業ではマルチ・プラットフ
ォーム戦略を採用している。マルチ・プラットフォーム戦略とは、企業が自社の製品を単
一のプラットフォームではなく、複数のプラットフォームで開発・販売を行うことを指
す。複数のプラットフォームに製品を提供することで、企業はプラットフォーム自体が消
失した時のリスクの分散や、顧客との接触の機会を増やすことによる販売機会の増加など
の恩恵を得ることができるのである。実際に、プラットフォームに関する既存研究におい
て、複数プラットフォームにまたがることの優位性を主張しているものも存在する(Hagiu 
and Yoffie, 2009)。2000年以前まではコンシューマゲーム産業では、単一のプラットフォー
ムでゲームソフトを販売するのが主流であったが、図 3-4にあるように、近年ではマル
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チ・プラットフォームでの販売比率が徐々に増加しており、2016年には販売されたゲーム
ソフトの 4割以上がマルチ・プラットフォームで販売された作品となっている。 
 
図 3-3：コンシューマゲーム産業における新品ハード・ゲームソフト販売数の推移 
 
出所：メディアクリエイト(2017)より筆者作成 
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図 3-4：マルチプラットフォームタイトルの販売比率推移 
出所：メディアクリエイト(2011, 2015, 2016)より筆者作成 
※2011年のみデータが欠落しているため除外 
 
ゲームソフトの開発に当たり、コンシューマゲーム産業では、3つの主要なプレイヤー
が存在する。プラットフォームホルダー(ハードウェア会社)、パブリッシャー(販売会
社)12、デベロッパー(開発会社)13である。コンシューマゲーム産業において最も中心的な役
割を果たすプラットフォームホルダーは、上記の据え置き型ゲーム機や携帯型ゲーム機な
どのハードウェアを製作している企業であり、コンシューマゲーム産業では主に、任天
堂、ソニー・コンピュータ・エンタテインメント・マイクロソフトの 3社のことを指す。
これらのハードウェアを製作している企業とライセンス契約を結んでゲームを開発する企
業はサードパーティー14と呼ばれる。さらに、サードパーティーの中で販売・広告などを
                                                     
12 パブリッシャー（販売会社）は、「ゲームのマーケティングや広告等の販売戦略を担当
し、在庫に対するリスクを負って責任を持って自社のブランドで販売する企業」と定義さ
れる（みずほ銀行産業調査部, 2014）。 
13 デベロッパー（開発会社）は、「他社からの開発委託に基づいて、開発を行う企業」と
定義される（半澤, 2016）。 
14 「サードパーティー」とは、他社の OS や機器などに対応する製品を作っているメーカ
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行う企業をパブリッシャーと呼び、ゲームソフトの企画・開発のみを行う企業をデベロッ
パーと大別することができる。ただし、パブリッシャーはデベロッパーの機能も有してい
る場合がほとんどであり、自社でのゲームソフトの開発・販売と同時に、外部のデベロッ
パーが開発したゲームソフトの販売も行っている15。図 3-5は、プラットフォームホルダ
ー、パブリッシャー、デベロッパーを含むコンシューマゲーム産業におけるゲームソフト
の一般的な流通の流れを表している。元々、パブリッシャーはプラットフォームホルダー
に対してゲームソフトをカセットや CD形式などの生産依頼をかけて製造・販売を行って
いたが、近年ではパブリッシャーが直接製品を小売店に卸す場合やインターネットを通じ
てソフトをダウンロード販売するなど必ずしもプラットフォームホルダーを介在する必要
がなくなってきている。 
このように、「製品・サービスをプラットフォーム事業者が提供し、それを前提とした
補完的な製品・サービスを提供する構造」(富士通総研経済研究所, 2013)は「基盤型プラッ
トフォーム」と呼ばれ、ユーザーがプラットフォームと補完製品の取引をそれぞれ別々に
行うことが特徴である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
ーの総称。ゲーム業界におけるサードパーティーは、ゲームソフトの販売・開発を行って
いるソフトウェア企業を指す。 
15 観測期間中、55.8%のゲームソフトは外部デベロッパーが開発している。 
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図 3-5：コンシューマゲーム産業におけるゲームソフト流通の流れ 
 
出所：コンピュータエンターテインメント協会(2014)より筆者作成 
※パブリッシャーがデベロッパーの機能を果たすことや、プラットフォームホルダーがパ
ブリッシャーとデベロッパーの機能を果たすこともある16。 
 
2.2. コンシューマゲーム産業の特徴 
コンシューマゲーム産業における大きな特徴として、(1)マルチ・プラットフォーム戦略
と(2)外部資源の活用の多さが挙げられる。 
                                                     
16ほぼ全てのパブリッシャーはデベロッパーの機能を有している。また 3大プラットフォ
ームホルダーである任天堂、ソニー・コンピュータ・エンタテインメント、マイクロソフ
トも全てパブリッシャーとデベロッパーの機能を有している。 
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前項でも述べた通り、パブリッシャーはマルチ・プラットフォーム戦略を採用している
企業が多い点が挙げられる。これは、研究開発費の高騰による開発リスクの分散や販売チ
ャネルの拡大などのメリットも存在するが、それ以上にプラットフォームビジネスにおけ
る問題点が関係している。コンシューマゲーム産業におけるパブリッシャーのように、プ
ラットフォームに製品を提供するプラットフォームビジネスでは、特定のプラットフォー
ムのみに依存するホールドアップ問題(Williamson, 1975)が存在するからである。すなわ
ち、単一プラットフォームへの製品の提供は非常にリスクが高く、長期的な視点で捉えた
ときに企業の生存に悪影響を及ぼす可能性が高いのである。そのため、パブリッシャーは
仮に資源・能力に余裕がない場合でも複数のプラットフォームに製品を提供する必要があ
るのである。 
加えて、コンシューマゲーム産業では、プラットフォームの陳腐化が非常に早い点も挙
げられる。表 3-2は、1997 年以降の主要なプラットフォームを示した図表である。表 3-2
を見てもわかる通り、どのプラットフォームホルダーの据置型・携帯型プラットフォーム
も、長くて 7~8 年以内に次世代のプラットフォームを開発・販売していることが伺える。
そのため、パブリッシャーは長期的に特定のプラットフォームに依存し続けることは困難
であり、次世代のプラットフォームが登場した際には、新しいプラットフォームに移行す
る必要があるのである。 
さらに、コンシューマゲーム産業ではハードウェア(言い換えれば、 ゲーム機)の生産と
ソフトウェア(言い換えれば、 ゲームソフト)の生産との間の相互依存性が低いため(新
宅・田中・柳川, 2003)、パブリッシャーがゲームソフトを制作する際の自由度が高いこと
も、多角化しやすい要因であると言える。特に、2000 年代に入ってからはゲームソフトの
ダウンロード販売も一般的になってきており17、パブリッシャーが直接消費者にゲームソ
フトを提供することも容易になっている。 
                                                     
17 1980 年代からダウンロード販売自体は存在していたが、追加的な機器の購入の必要性
や、容量の問題、ネットワーク整備の普及率の低さなどから一般的とは言い難かった。そ
の後も 2004年にマイクロソフトの「X box LIVEアーケード」、2006年に任天堂の「Wii
ショッピングチャンネル」などが存在したが、これらも容量の問題から同ゲーム機の標準
的なソフトよりも低容量の専用ソフトや、過去のゲーム機で販売されたゲームソフトの販
売が主流であった。しかし、2006年から存在するソニー・コンピュータ・エンタテインメ
ントの「Playstaion Store」は 2007 年後半に、当時最新のプラットフォームであった
PlayStation3向けの最新作の一部を直接ダウンロード版でも発売するようになった。そこ
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表 3-2：コンシューマゲーム産業における主要なプラットフォームの販売開始年 
年度 プラットフォーム名(略称)(製作会社) 
斜体は携帯型ゲーム機 
1997以前 
・ゲームボーイ(GB)(任天堂) 
・スーパーファミコン(SFC)(任天堂) 
・セガサターン(SS)(セガ・エンタープライゼス) 
・プレイステーション(PS) 
(ソニー・コンピュータ・エンタテインメント) 
・NINTENDO64(任天堂) 
1998 
・ゲームボーイカラー(GBC)(任天堂) 
・ネオジオポケット(NGP)(SNK) 
・ドリームキャスト(DC)(セガ・エンタープライゼス) 
1999 ・ワンダースワン(WS)(バンダイ) 
2000 
・プレイステーション 2(PS2) 
(ソニー・コンピュータ・エンタテインメント) 
・ワンダースワンカラー(WSC)(バンダイ) 
2001 
・ゲームボーイアドバンス(GBA)(任天堂) 
・ニンテンドーゲームキューブ(GB)(任天堂) 
2002 ・Xbox(マイクロソフト) 
2004 
・ニンテンドーDS(DS)(任天堂) 
・プレイステーション・ポータブル(PSP) 
(ソニー・コンピュータ・エンタテインメント) 
                                                     
から、ダウンロード販売も増加し、2013 年時点でゲームソフトの全販売本数の 12%を占
めている(コンピュータエンターテインメント協会, 2014)。 
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2005 ・Xbox360(マイクロソフト) 
2006 
・プレイステーション 3(PS3) 
(ソニー・コンピュータ・エンタテインメント) 
・Wii(任天堂) 
2011 
・ニンテンドー3DS(3DS)(任天堂) 
・プレイステーション ヴィータ(Vita) 
(ソニー・コンピュータ・エンタテインメント) 
2012 ・Wii U(任天堂) 
2013 ・Xbox One(マイクロソフト) 
2014 
・プレイステーション 4(PS4) 
(ソニー・コンピュータ・エンタテインメント) 
2017 ・Nintendo Switch(Switch)(任天堂) 
出所：メディアクリエイト(2017)より筆者作成 
※ただし、後継機やモデルチェンジなどの機種は除く。(例えば、ニンテンドーDSi、プレ
イステーション・ポータブル goなど) 
 
コンシューマゲーム産業のもう一つの大きな特徴として、外部資源の活用の多さが挙げ
られる。外部資源を用いるメリットとして、企業は外部資源を通じて、自社の資源の補完
や、シナジー効果による企業価値の向上を図ることができる(Mindruta, Moeen, and Agarwal, 
2016)。 
コンシューマゲーム産業ではマルチ・プラットフォーム戦略の必要性と頻繁なプラット
フォームの変遷という特徴が存在することを述べた。当然新しいプラットフォームが登場
した際には、企業はそのプラットフォームに合わせた開発環境に投資する必要がある。そ
のため、多くの企業は自社内で全てのプラットフォームの開発環境の整備は困難を極める
のである。実際に開発されているゲームソフトの過半数は外部デベロッパーが製作したも
のが占めているように、企業は自社の不得手な分野や開発環境が未成熟なプラットフォー
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ムに関しては外部デベロッパーを補完的に活用することで、より効果的な製品を作れるの
である(Harrison, Hitt, Hoskisson, and Ireland, 2001)。 
さらに、企業は外部デベロッパー以外にもコンシューマゲーム産業では外部キャラクタ
ーなどの外部資源を自社の資源と組み合わせることで製品の価値を向上させている。外部
キャラクターとは漫画やアニメなどの版権キャラクターや、プロスポーツ選手など実在の
人物など多岐にわたる。ゲームソフトのジャンルには、いわゆるキャラクターゲーム18と
呼ばれるキャラクターを前面に押し出した作品が一つのジャンルとして確立されている
19。知名度のあるキャラクターを活用することで、元のゲーム自体の購買層だけでなく、
その企業の製品やジャンルに興味のなかった新たな顧客層の取り込みといったメリットを
享受することができるのである。こうしたゲームソフトでは、いかに知名度のあるキャラ
クターを活用できるかが作品の成否を握っている。企業は、すでに知名度のある外部のキ
ャラクターを自社製品と上手く組み合わせることによるシナジー効果を享受することで、
製品価値を向上させることができるのである(Puranam, Gulati, and Bhattacharya, 2013)。 
例えば、2010年に株式会社コーエー20より発売された『北斗無双』と呼ばれるゲーム
は、コーエーの人気アクションシリーズである「無双シリーズ」と 1980年代に大ヒット
した漫画『北斗の拳』とのコラボレーション作品である。同シリーズの作品で 2005年に
発売された『真・三國無双 4』の販売本数が約 100 万本であったのに対し、その続編であ
る『真・三國無双 5』と続く『真・三國無双 MULTI RAID』の売上本数はそれぞれ 36万
本、38 万本21と低迷し、同シリーズの人気に陰りが見えていた時に発売されたのが本作品
である。『北斗無双』自体は約 55万本の販売本数を記録し、その翌年に発売された『真・
三國無双 6』も 47万本と販売本数の回復に成功している。これは、外部のキャラクターを
用いて、同シリーズに飽きを感じていた顧客層に新たな世界観の製品を提供することで顧
客の購買意欲を喚起するとともに、『北斗の拳』のファンを上手く同シリーズのファンと
して取り込んだ結果であると言える。 
                                                     
18 「漫画・アニメ」と「キャラクター」、「映画・テレビ」などと複数に分類される場合も
あるが、本研究ではこれらを総括して「キャラクターゲーム」と呼称している。 
19 2015年の全売上本数に占める売上本数比率は、17.4%(内部キャラクターは除く)となっ
ており、少なくない割合を占めている(メディアクリエイト(2016)より集計)。 
20 現株式会社コーエーテクモホールディングス 
21 『ゲーム産業白書』調べ 
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このように、マルチ・プラットフォーム戦略の採用と外部デベロッパーや外部キャラク
ターの活用という外部資源の積極的な活用がコンシューマゲーム産業の大きな特徴である
と言える。 
2.3. 産業内多角化の調査対象としてのコンシューマゲーム産業 
コンシューマゲーム産業が本研究の分析対象として、適切であると判断した理由は以下
の三点である。(1)プラットフォームビジネスによる産業内多角化のバイアスの少なさ、(2)
内外の資源の利用の多さと測定可能な点、(3)組織能力が測定可能な点、である。 
(1)に関して、コンシューマゲーム産業では、マルチ・プラットフォーム戦略を採用して
いる企業が多いことを述べたが、プラットフォームビジネスにおける産業内多角化は既存
の産業内多角化と異なる結果をもたらす可能性がある。前術の通り、プラットフォームビ
ジネスでは特定のプラットフォームのみに対する関係特殊投資22を行った場合、当該プラ
ットフォームの成否にソフトウェア企業の成否も委ねられることになるため非常にリスク
が高く、長期的な視点で捉えたときに企業の生存に悪影響を及ぼす。そのため、ソフトウ
ェア企業はたとえ業績が悪くなろうとも特定のプラットフォームのみへの投資や製品の供
給を嫌がる傾向にある(Hagiu, 2009; Somaya, Kim, and Vonortas, 2011)。こうした特定のプラ
ットフォームへの依存性を低下させるため、プラットフォームビジネスを行っている企業
は、仮に資源・能力に余裕がない場合でもプラットフォームの多角化を実行するのであ
る。こうした理由からプラットフォームビジネスでは産業内多角化が企業にとって重要で
あり、また資源・能力の蓄積の有無による多角化実行のバイアスも生じにくいことが推測
される。何故なら、一般的に多角化するような企業は自社に余剰資源がある場合が多い。
逆に余裕がない企業は、自社の既存の事業分野に従事するのが精一杯であり、多角化でき
ない可能性が高いのである。それに対して、コンシューマゲーム産業では、資源の余裕の
あるなしに関わらず産業内多角化を実行する必要があるため、余剰資源の有無によるバイ
アスは生じにくいと推測される。 
(2)に関して、コンシューマゲーム産業では、産業内多角化と業績の関係性に内外の資源
が与える影響を分析するのに適切であると推測される。前項で述べた通り、ゲームソフト
                                                     
22 当事者間の取引には有益だが、その他の取引では価値が無いような投資を意味する
(Williamson, 1975)。例えば自動車産業における自動車メーカーと部品会社の関係などであ
る。部品会社は特定の自動車メーカーの規格に合った部品に投資することで、効率的な取
引を行うことができるが、その他の自動車メーカーとは取引ができないあるいは取引の機
会を逸することになってしまう。 
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の開発を自社のみで行うことは困難であり、外部デベロッパーを活用している企業が大半
である。企業はそれぞれ得意な資源・能力が異なるため、それらを補完的に組み合わせる
ことで、より価値を高めることができるとされている(Harrison, Hitt, Hoskisson, and Ireland, 
2001)。そのため、企業は外部デベロッパーの利用に必要な価格を支払っても、それ以上の
価値を創造することができるのである(Conner, 1991; Lippman and Rumelt, 2003)。 
第五章では、コンシューマゲーム産業のプラットフォームビジネスという産業特性と外
部デベロッパーという外部資源の活用に焦点を当て、組織外の資源が産業内多角化と業績
の関係性に与える影響を分析する。 
最後に、第六章ではコンシューマゲーム産業において、組織内外の資源の産業内多角化
と業績への関係性に資源の利用経験が与える影響を分析する。 
既存研究では、資源・能力はただ存在すればよいのではなく、それらを適切に活用でき
ない場合には、価値を生み出すことができないとしており(Penrose, 1959)、資源を適切に運
用するための資源配分の重要性も主張している。資源は企業利益の源泉であり、能力は組
織の人材と資源を結びつける複雑なパターンを意味する(Grant, 1991)。また、多角化戦略に
よる価値創造は、企業の特異な資源とそれをコントロールできる能力に左右されるとして
いる(Mackey et al, 2017)。何故なら、企業は資源を異なる環境に適応させる能力がなけれ
ば、範囲の経済の恩恵を享受することができないからである。そのため、資源と能力の適
切な組み合わせが重要なのである。 
このような資源と能力の組み合わせの重要性は産業内多角化研究でも言及されている。
Wu(2013)の研究では、企業の能力をスケールフリーな能力(例えば、知識、ブランド、企業
の評判など)とノンスケールフリーな能力(例えば、効果的な製品開発チーム、経営管理能
力など)とに区別し、産業内多角化に与える影響について分析を行っている。スケールフリ
ーな能力が複数の市場で同時に使用しても問題ないのに対し、ノンスケールフリーな能力
は同時に利用することができないため、市場の変化に応じて、組織内で配分する必要があ
るとしている(Capron, 1999; Helfat and Eisenhardt, 2004)。特に、類似性の高い製品・分野へ
の多角化である産業内多角化では、製品間での資源の配分の機会はより多くなるため
(Jones and Hill, 1988)、資源配分が重要であると指摘している。 
(3)に関して、これをコンシューマゲーム産業に当てはめた場合、内外企業の持つキャラ
クターを資源、開発チームは資源を活用する能力であると言える。Wu(2013)の研究では、
あくまで企業の能力をスケールフリーとノンスケールフリーに分けて、それぞれの単独の
56 
業績への効果についてしか言及されていないが、ゲームソフトを開発する際、キャラクタ
ー資源と開発チームは当然、同時的に使用される。そのため、両社は相互に強く影響を与
えていると推測されるため、これらの相互作用の影響は無視できないものである。特にコ
ンシューマゲーム産業はクリエイティブ産業であるため、価格よりも製品の質自体が業績
に大きく影響を与える。キャラクター資源を活用する際には、そのキャラクターに対する
深い理解・知識がない場合、顧客が求めるクオリティを提供できない可能性が高い。その
ため、開発チームのキャラクター資源に対する理解・知識は業績に大きな影響を与えると
推測される。 
第六章では産業内多角化と業績に内外の資源が与えるモデレート効果を分析するだけで
なく、その資源の利用経験がモデレート効果に及ぼす影響を分析することで、産業内多角
化研究を推進する。 
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第 4章 情報サービス産業における資格の多様性のモデレ
ート効果 
 
本章の目的 
 
第 4 章では、第 2 章で提示した、産業内多角化と業績の関係性に企業内部の資源と産業
特性はどのような効果を与えるのか、という問いに答えるため、日本の情報サービス産業を
対象に、情報サービス産業の産業特性と企業内部の資源が産業内多角化と業績の関係性に
与える影響に関して仮説の構築し、統計的に検証していくことを目的とする。具体的には、
受託型産業である情報サービス産業で、企業の保有する資格の多様性が産業内多角化と業
績に関係性に与える影響について分析を行った。 
 
1. イントロダクション 
 
産業間多角化と業績の関係性に関して、企業の競争戦略の主要な研究のひとつとして多
くの研究がなされてきた一方で、産業内の多角化研究はそれほど行われていない(Stern and 
Henderson, 2004; Tanriverdi and Lee, 2008)。しかしながら、企業の核となるビジネスと類似性
の高い分野への多角化は企業の業績にとって決して無視できないものである。いくつかの
産業内多角化と業績に関する実証研究が行われているが、それらの研究結果は混在してお
り明確な結論は出ていない(Li and Greenwood, 2004; Tanriverdi and Lee, 2008, Zahavi and Lavie, 
2013)。先行研究では産業内多角化と業績の関係性について、正の関係(Li and Greenwood, 
2004)、負の関係(Stern and Henderson, 2004; Kor and Leblebici, 2005)、U 字型の関係(Zahavi and 
Lavie, 2013)、S字型の関係(Hashai, 2015)と、一意の結果を見出してはいない。この一意でな
い結果は、産業内多角化と業績の関係性をモデレートする要因が存在することを示唆して
いる。 
産業や業界の特性によって産業内多角化と業績の関係性に影響を与える要因は変化する
が、先行研究ではその影響を十分に考慮していない。産業内多角化の先行研究はいずれもハ
イテク産業での調査が大半である(例えば、Li and Greenwood, 2004; Stern and Henderson, 2004; 
Tanriverdi and Lee, 2008; Zahavi and Lavie, 2013; Hashai, 2015)。ハイテク産業では技術の存在
が非常に重要であり(Tanriverdi and Lee, 2008)、多角化の程度が低い場合にはマネージャーが
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製品間の技術的な違いを認識できずに範囲の経済の効果が制限されるなど、産業内多角化
と業績の関係性に強い影響を与えることが実証されている(Zahavi and Lavie, 2013)。しかし、
ほとんどの先行研究においてそうした特性は考慮されていないことが一意でない結果をも
たらしていると推測される。 
一方、本研究の調査対象である情報サービス産業は、受託契約毎にプロジェクトを組織し、
各顧客に合った個別のサービスを提供する必要がある受託型産業であり、企業が所持する
資格の多様性が企業の業績に直結するため、そうした特性を考慮した上で分析を行った。 
本研究は日本の情報サービス産業における 8 年間の企業－年度の 4,764 観測値の分析結
果から、資格の多様性は産業内多角化と業績の逆 U 字効果を強化することを実証した。 
 
2. 先行研究と仮説 
 
2.1. 産業内多角化に関する先行研究 
産業内多角化(intra-industry diversification)とは、単一産業内で二つ以上の製品ラインを所
有あるいは同一産業内のニッチ市場への多角化と定義される(Li and Greenwood, 2004; 
Tanriverdi and Lee, 2008)。産業内多角化と業績の関係についての実証研究はいくつも行われ
ているが、それらの研究結果は混在しており明確な結論は出ていない(Tanriverdi and Lee, 
2008; Zahavi and Lavie, 2013)。例えば、Nobeoka and Cusumano (1997)は産業内多角化と売上
高成長率に正の相関関係が存在することを実証した。Li and Greenwood (2004)は、市場ニッ
チへの産業内多角化と企業の ROAには相関関係が特に存在しないことを実証している。一
方で、Stern and Henderson (2004)では、主要な製品ラインの拡大は企業の生存と負の関係性
があることを実証している。また Tarnriverdi and Lee (2008)では、プラットフォーム関連多
角化と製品市場関連多角化はどちらか一方の戦略だけでは企業の売上高成長率を低下させ
るが、同時に多角化を行った場合には市場シェアと売上高成長率の両方が向上することを
実証している。 
Zahavi and Lavie(2013)は他の先行研究と異なり、産業内多角化と売上高成長率の関係性が
線形ではなく、非線形の U 型の関係性があることを実証した。過去の多角化研究は製品市
場間で資源を共有することによって、範囲の経済の利益を享受することができるとしてき
た(Farjoun,1998; Nayyar and Kazanjian, 1993)。範囲の経済は、企業に資源の活用とシナジーを
可能にし、製品コストを下げるか、あるいは製品価値を向上させている (Gupta and 
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Govindarajan, 1986)。しかし、Zahavi and Lavie(2013)は産業内多角化の程度が低い場合には範
囲の経済の効果は制限されると主張した。同じ従業員、技術、市場資源で作られたものはそ
の機能が重複しやすくなるため、企業が新しい製品を出した場合にその類似性が高いと、補
完的な関係にならず共食いを生じさせることになるからである(Cottrell and Nault, 2004; 
Nault and Vandenbosch, 1996)。また産業内多角化の程度が低い場合、企業は産業内多角化の
利点を新しい製品カテゴリーへの効果的な移転を支援するためのルーティンや知識ベース
が存在しない(Fernhaber and Patel, 2012)。産業内多角化の程度が低い場合にはこうした制限
が生じ、多角化によるレバレッジの機会が限定されると言われている。しかし、産業内多角
化の度合いが一定を越えるとこうした制限が解消され、範囲の経済の効果が高まり業績が
向上する。その結果、産業内多角化の度合いが中程度の時に最も業績が悪くなるという U 字
型の関係性が見出された。 
Hashai(2015)はさらに産業内多角化を低・中・高レベルの三分類に分け、産業内多角化と
ROS に S 字型の関係性があることを実証した。産業内多角化の程度が低レベルの場合には
範囲の不経済が発生し、かつ事業間の調整コストはほとんどかからないが、新しいカテゴリ
ーに効率的に資源を移転するためのルーティンや知識がないため、不完全な既存のオペレ
ーションを新しい製品カテゴリーに適応させるためにかかる適応コストがかさむことにな
り(Fernhaber and Patel, 2012)、産業内多角化を実行すると業績が低下するとしている。産業
内多角化の程度が中レベルの場合には、低レベルと同じく調整コストはさほど増加しない
が適応コストは継続して上昇する。しかしながら既存の活動を新しい製品カテゴリーに活
用することで、ルーティンや知識を活かして適応コストを低下させることができる。そうし
てコア産業の資源を効率的に新しい製品カテゴリーに適応させることで利益も増加する。
そのため範囲の経済の恩恵による利益が適応コストの増加率を上回るため、産業内多角化
の程度が中レベルの場合には業績が上昇するとしている。最後に産業内多角化の程度が高
レベルの場合には、範囲の経済やシナジー効果などの産業内多角化による利益はいずれ限
界を迎え、その利益の上がり幅は小さくなる。それに対して、企業の製品カテゴリーが幅広
くなることで製品カテゴリー間の相互依存性はより複雑になり、調整コストが加速度的に
増加する(Rawley, 2010; Zhou, 2011)。そのため、産業内多角化の程度が高レベルになると業
績が低下するとしている。 
このように産業内多角化の先行研究では異なる実証結果が示されているが、その結果は
一意ではない状態である(例えば、Li and Greenwood, 2004; Stern and Henderson, 2004; Tanriverdi 
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and Lee, 2008; Zahavi and Lavie, 2013; Hashai, 2015)。 
 
2.2. 情報サービス産業における産業内多角化 
産業内多角化の実証研究が一意でない結果になっている一つの理由は、先行研究の研究
対象がハイテク産業であることに起因する可能性が高いからである。ハイテク産業が技術
要因に大きく左右されるのに対し、先行研究ではそうした産業ごとの違いを生み出す業界
特性やその違いによって生じる要因を必ずしも考慮していないためだと推測される。 
例えば、既存の研究では、企業の産業内多角化の程度が低い場合には範囲の経済の効果が
制限されるために、産業内多角化と業績が負の関係性になると指摘しているが(例えば、
Zahavi and Lavie, 2013; Hashai, 2015)、これが必ずしもすべての産業に当てはまるとは言い切
れない。Zahavi and Lavie(2013)は、ハイテク産業では技術資源が産業内多角化と業績の関係
性に重要な影響を与えているとしている。しかし、Park andJang(2013)のレストラン産業にお
ける研究では、ハイテク産業で重視されるような技術資源ではなく、経験豊富な従業員に業
績が強く左右されるとしている。また、サービスも無形であり分割不可能なものであるため、
ハイテク産業と同等の産業内多角化を行うのは困難であることが実証されている(Park and 
Jang, 2013)。このように産業や市場などの業界特性は産業内多角化と業績の関係性に影響を
与えると推測される。 
上記の推測を検証するために、本研究では情報サービス産業特有の特性を考慮した上で、
産業内多角化と業績の関係性を分析することで、両者の関係性に新たな知見を与える。情報
サービス産業の大きな特徴として、ソフトウェア開発や IT サービスの過半数が受託型事業
である点が挙げられる23。受託型事業である情報サービス企業では受託契約毎にプロジェク
トを組織し、各顧客に合った個別のサービスを提供する必要がある。そのため、情報サービ
ス産業は個人の持つ資格の多様性が企業の業績に直結する産業であると言える。何故なら
顧客の求める製品・サービスを提供できる資格を有している人材がいるかどうかが、仕事の
受注に直結するからである。さらに、人的資源の特殊性によって作られた企業レベルの能力
は、それらのシステムが企業特殊、社会的複雑性、経路依存的であるため、模倣が困難であ
る(Reed and DeFillippi, 1990)ため、企業の競争優位につながるのである。 
                                                     
23 経済産業省(2012)「情報サービス産業の現状」http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/j
ouhoukeizai/jinzai/001_s01_00.pdf 2015年 8月 28日閲覧。 
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特に情報サービス産業の資格はプロジェクト全体を管理する管理職と実際に仕事をする
ための技術職の資格に分類することができる。そのため従業員の持つ資格とその多様性が
企業の業績に重要な影響を与えていると推測される。 
また資格の存在によって情報サービス産業ではハイテク産業とは異なり範囲の経済の恩
恵を受けやすいと推測される。情報サービス産業で扱われる資格は複数の事業分野で利用
できるものが多いため、複数の事業分野を持つことでその能力を最大限活用することがで
きるからである。例えば資格の一つであるソフトウェア開発技術者試験は情報システム開
発のプログラムの開発を中心に行うが、これらは情報サービス産業内の受注ソフトウェア、
ソフトウェア・プロダクト、データベースサービスなどの事業分野でも活用することができ
る。そのため、情報サービス産業では産業内多角化がしやすく、従業員を最も効果的な分野
で活躍させることができる。 
さらに情報サービス産業は顧客ごとの個別サービスを提供するため、基本的に顧客と密
接にやり取りをする必要がある。そのため、ほとんどの企業は自社の周辺地域の企業を顧客
としており、顧客は距離的な制約に加えて新規に別の情報サービス企業に変更することは
それまでの経験値を失い作業の非効率性につながるというスイッチングコストの高さから、
契約企業の変更を躊躇しやすいのである。顧客にとっては産業内多角化した企業と既存事
業で契約している場合、新しい分野に関してその能力をある程度事前に評価でき、選択しや
すいという利点も存在する。実際に企業が IT を活用する際には外部専門家として地元の IT
企業が 68.5%と最も高い期待を寄せられている24。 
このように、受託型事業による産業内多角化の実行しやすさと個人の持つ資格の重要さ
が情報サービス産業の大きな特性として挙げられる。 
 
2.3. 情報サービス産業における産業内多角化と業績の関係性 
企業の産業内多角化の程度が低い場合、産業内多角化を実行する際に現在の事業分野と
の違いの少なさから、新しい事業分野特有の特徴を無視し既存の知識をそのまま当てはめ
ようとしやすい。そのため、無関係な知識を誤用して業績を悪化させる負の移転効果が発生
し、産業内多角化と業績に負の関係性が生じるとしている(Zahavi and Lavie, 2013)。 
                                                     
24 (独)情報処理推進機構「中小企業等の IT 活用に関する実態調査 調査報告書」(2012 年)
より 
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しかし、情報サービス産業では産業内多角化の程度が低い場合、先行研究とは異なり産業
内多角化をすることで業績を向上させることが推測される。何故なら、情報サービス産業で
は画一的な製品ではなく受託生産であるため、製品の仕様や必要な知識は顧客ごとで異な
る。そのため、既存の知識をそのまま新しい事業分野に当てはめることは困難であり負の移
転効果は生じにくいと推測される。一方で企業は自社の製品・サービスと類似性の高い分野
へ進出することで、自社のコアビジネスを活かすことができる(Teece, 1982)。特に情報サー
ビス産業では、類似性の高い事業分野で現在の分野と同じ知識を活かして仕事ができるこ
とも多いため範囲の経済を発揮することがしやすく(Capron and Hulland, 1999; Chatterjee and 
Wernerfelt, 1991)、コアビジネスを持つ安定性や信頼性から新たな人材の獲得などのコスト
も少なく抑えることができる(Hannan and Freeman, 1989)。そのため、産業内多角化をするほ
ど業績は向上すると推測される。 
しかし企業の産業内多角化の程度が高くなると事業分野間の相互作用と資源共有がより
複雑になるため、調整コストが増加し産業内多角化による利益を超過し企業の業績は低下
する(Rawley, 2010; Zhou, 2011)。特にマネージャーは複数の製品カテゴリーの仕事を抱える
場合に比べて、単一の製品カテゴリーの仕事に時間、注意、努力を注ぎ込むほうが効果的で
あるとされている(Ocasio, 1997)。何故なら範囲が広くなるほどマネージャーは複数の分野と
のコミュニケーション、情報の伝達、企画・スケジュールの統一といった調整コストが幾何
数級的に増加するため(Anand and Singh, 1997; Hashai, 2015)、産業内多角化と業績の関係性も
二次関数的に悪化すると推測されるからである。情報サービス産業においてもプロジェク
ト全体を管理する立場である管理職は、産業内多角化が進むほど統括する製品分野、専門知
識、人数などの調整コストが増加するためパフォーマンスは低下すると推測される。実際に
プロジェクトマネジメントに関する企業アンケート調査においても、スケジュールの遅れ
に関する不満や部門間の連携が行われていないなどの指摘が最も多く挙げられている25。 
また受託型事業である情報サービス企業がユーザ企業にとって有力なパートナーになる
ためには自社の強みが明確でなければならないことも業績が低下する要因となる。産業内
                                                     
25 「スケジュールが遅れがち」と回答した企業は 27.4%とプロジェクトマネジメントに関す
る内容で最も多く部門間の連携が行われていないと回答した企業は 15.6%に上り、組織・人
材に関する内容で 3 番目に多くなっている。JISA「ユーザ企業アンケート調査」(2001 年 8
月)より 
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多角化の程度が高くどのような分野にも対応できる企業は、「これといった得意分野はない
けれど、何でも言われたとおりにやる、といった主体性のないサービスでは通用しなくなっ
てきて」(情報サービス産業協会, 2003)おり、ユーザ企業からの支持を得難くなっている。さ
らに、範囲の経済に関して産業内多角化が進むほど、コア事業との類似性が低下し効率性も
落ちるため、範囲の経済の恩恵の効果は弱まっていくと推測される。このように情報サービ
ス産業では、負の移転効果が起きにくいことと調整コストの増加、自社の強みの低下から、
産業内多角化と業績の関係性は逆 U字型の関係性になることが推測される。 
 
仮説 1:情報サービス産業において、産業内多角化と業績との関係性は逆 U字型である 
 
2.4. 資格の多様性が産業内多角化と業績の関係性に与える影響 
情報サービス産業では、企業が所持する資格といった専門的知識がサービスの提供に深
く関わっており、資格の有無が企業の仕事の獲得に大きな影響を与えている。実際に官公庁
の入札などでは、特定の資格の資格者数が満たされていることが入札条件となっているよ
うな場合も存在する。複数の資格を所持することは、新たな事業分野での仕事の受注にも関
わるのである。 
産業内多角化の程度が低い場合には、特定の資格を集中的に保有したほうが入札資格を
満たしやすいため、仕事の受注の選択肢も増える。また、多様な資格を所持していてもそれ
らを活用できる事業分野に進出していなければ活かすことができない。そのため、資格の多
様性が低い方が業績は高くなると推測される。しかし、産業内多角化が高くなるにつれて、
資格の多様性が高い方がより業績は高くなると推測される。何故なら、資格の多様性が高い
方が豊富な産業内多角化の選択肢を持つことができ、効果的な分野を選んで産業内多角化
を実行することができるため、仕事の受注につながり業績が向上しやすいと推測されるか
らである。ただし、産業内多角化がある程度高くなると調整コストが増加するため、資格の
多様性に関わらず業績は低下すると推測される。 
 
仮説 2:情報サービス産業において、資格の多様性と産業内多角化が交互作用するとき、業
績はより高くなる 
 
以上の仮説 1、仮説 2 を図示したものが図 4-1である。 
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図 4-1：本研究のモデル図 
 
 
3. リサーチメソッド 
 
3.1. サンプルとデータ 
本研究では、情報サービス産業に関するデータを「情報サービス企業台帳(経済産業省商
務情報政策局)」より取得した。そのため、情報サービス産業における情報サービス企業は、
情報処理サービス企業等台帳に関する規則により経済産業省が SI(システムインテグレー
タ)登録制度および SO 認定(特定システムオペレーション認定企業)制度によって認定した
企業群と定義した。本認定制度はシステムサービスを行う企業としてシステムサービス企
業登録原簿に登録された企業と、システムオペレーションサービスを的確に行う能力があ
ると経済産業大臣に認定された企業が登録されており、情報サービス企業が業務を行う上
で重要な制度となっている。データは 1998 年から 2005 年までの計 8 年間で情報サービス
産業に所属した全企業のデータを用いた。 
情報サービス産業を分析対象に選択した理由は以下の三点による。第一に、情報サービス
産業では企業の過半数が中小企業(資本金 5,000 万円以下が 59.3%)であるため、それらの企
業は産業間多角化よりも産業内多角化を実行しやすいと推測される。第二に、2000 年以降
情報サービス産業内でのサービスの多角化が積極的に行われているため、本研究のデータ
は分析に適していると判断した。第三に、情報産業では企業の資格に関する詳細なデータが
得られるからである。情報処理サービス基本台帳には当該年度の各企業が所有する情報処
理技術者試験の資格者数がそれぞれ記載されているため、各企業レベルでの資格の多様性
を分析することができるのである。情報サービス企業に関するデータは「情報サービス企業
台帳(1999-2006 年)のデータを用い、期間内に 4,248 企業の 13,400 の観測値が得られた。さ
らにそこから、観測期間が一年のみの企業と情報サービス産業分野における売上高比率が
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95%未満の企業を除き26、最終的なサンプルサイズは 1756 企業の 4764 企業－年度である。
そのうち、48.1%は売上に占める受注ソフトウェアの割合が 50%以上を占めており、19.6%
は 90%以上であった。また、多くの企業は多角化する際、ソフトウェア・プロダクト、ある
いはシステム等管理運営受託業に進出している。これは、ソフトウェア・プロダクトでは受
注ソフトウェアで培ったソフトウェア開発の技術を活用することが容易であることが理由
であると推測される。また、システム管理運営受託業務においては、システムの運営・管理
を目的として、契約先企業にシステム管理者を派遣するため、システム開発に携わった人材
を活用することが容易であるためと推測される。 
 
3.2. 変数と測定尺度 
従属変数 
売上高成長率 
 過去の多角化研究では、企業の業績の測定尺度として売上高成長率が用いられている(例
えば、Palich et al., 2000; Zahavi and Lavie, 2013)。しかし情報サービス企業は、利益に結びつ
くのがソフトウェア産業のようにライフサイクルの比較的遅い段階であることが多い(言い
換えれば、 Zahavi and Lavie, 2013)。そのため、ROA などの利益率の尺度よりも成長率の尺
度の方が適していると判断した。本来であれば頑健性を確認するために、別の業績の尺度で
ある ROAでの分析も行うべきであるがデータの制約から確認することが出来なかった。ま
た、全ての独立変数とコントロール変数は従属変数に対して 1年間のラグが生じている。 
 
独立変数 
産業内多角化の程度 
 伝統的な産業間多角化研究では、多角化の測定尺度として企業の産業セグメントごとの
売上高比率を SICコードを基準に測定して利用している(Palepu, 1985; Farjoun, 1998; Geringer, 
Tallman, and Olsen, 2000)。しかし、産業内多角化ではその測定尺度を用いることは出来ない
ため、産業内多角化の程度を情報サービス産業における売上構成比率から算出した。情報サ
ービス産業には、オンライン情報処理、オフライン情報処理、受注ソフトウェア、ソフトウ
ェア・プロダクト、データ入力、システム等管理運営受託、データベースサービス、その他
                                                     
26 サービス産業での活動が主体の企業のみで分析を行うため。 
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の情報処理の計 8 つの事業分野が存在する27。t 年度に売上構成比率が 0 であった同事業分
野のうち、t+1年度に売上構成比率が 0より大きくなった同事業分野が一つ以上存在した場
合、その企業は t+1年度に産業内多角化をしたと判断した28。 
 また、産業内多角化の程度はハーフィンダル指数を用いて測定した(Montgomery, 1982; 
Zahavi and Lavie, 2013)。産業内多角化は、𝐷𝑖𝑣𝑒𝑟𝑠𝑖𝑡𝑦𝑥𝑖𝑡 = 1 − ∑ 𝑥𝑖𝑗𝑡
2
𝑗 によって算出し、xijtは企
業 iの事業分野 jにおける t年度の売上構成比率である29。 
 
モデレータ変数 
資格の多様性 
 情報サービス産業では、情報処理技術者試験と呼ばれるサービスの提供に必要な資格が
存在している。情報処理技術者試験には複数種類存在する(2000 年度までは 13 区分、2001
年度より 14区分に変更)。2000年以前と 2001年以降の資格で内容が共通あるいは類似する
ものを共通の変数にまとめ30、資格の多様性は、Qualification𝑦𝑖𝑡 = 1 −∑𝑦𝑖𝑡
2によって算出し
た。yitは企業 iの t年度の情報処理技術者試験の有資格者数の構成比率を表している。 
 
コントロール変数 
企業は過去の経験を蓄積することで業績を高めるとされている(Levinthal and March, 1993)。
企業年数は企業の創業時から観測年度までの経過年数のログ係数によって算出し、この値
を加えることで企業の経験からの学習効果をコントロールした。また経時動向(time trend)は
年度ダミーによってコントロールした。 
 
3.3. 推計方法 
本研究は、売上高成長率を従属変数としたパネルデータの固定効果分析を行っている。固
                                                     
27 各分野で利用可能な資格の重複など関連性の違いが存在するため、多角化の難易度の違
いなどが存在すると推測されるが、本研究ではそれらの影響は考慮していない。 
28 本研究で観測される産業内多角化の変化は全体の変化を測定したものであり、個別の事
業分野ごとの売上構成比率の変化に関しては注目していない。 
29 本来ソフトウェア業(小分類 391)と情報処理・提供サービス業(小分類 392)は異なる小分
類であるが、本研究の分析では両者を合わせて分析を行った。詳細は補遺 1で説明する。 
30 観測期間中、情報処理技術者試験は 2000年度までと 2001年度以降で試験科目の変更・
廃止・追加などがされているが、名称の変更のみが大半であり、それ以外の資格では役割
や求められる技術水準が類似の資格同士を共通の変数としてまとめた。よって 2000年以
前と 2001年以降で共通の変数を用いて資格の多様性を計算している。 
69 
定効果モデルを用いた理由は、ハウスマン検定によって、固定効果モデルが支持されたから
である。 
 
4. 分析結果 
 
4.1. 記述統計 
本研究で用いた変数の記述統計および相関関係は表 4-1に示されている。表 4-1から、情
報サービス産業における産業内多角化の平均値は.439 であるが、産業内多角化の程度は 1-
HHI で示していることから、この値が 1 に近いほど、より幅広く事業を展開していること
を意味している。また売上高成長率の平均値が 0.075 に対し、標準偏差が 0.545 とかなり大
きな値をとっており、企業間で売上高成長率に大きなバラつきが存在することを示してい
る。 
 
表 4-1：記述統計と相関分析 
変数 平均値 標準偏差 1 2 3 
1.売上高成長率 0.075 0.545    
2.産業内多角化 .439 .311 .027*   
3.資格の多様性 .348 .204 .016 .010  
4.企業年齢 20.17 11.358 -.048* .251** .092* 
有意水準*p<0.05,**p<0.01 
 
4.2. 分析結果 
次に、表 4-2は売上高成長率を従属変数としたパネルデータ・モデルの分析の結果となっ
ている。モデル 1は各コントロール変数のみの影響力を表している。 
モデル 2 は産業内多角化の変数を加え、モデル 3 はさらに産業内多角化の二乗項の変数
を加えたモデルである。モデル 2 より、産業内多角化(1-HHI)の一乗項のみでは売上高成長
率に有意な影響は及ぼしていない。しかし、モデル 3を見ると、産業内多角化の係数が有意
な正の値(b=7.211, p<.05)かつ、産業内多角化の二乗項の係数が有意な負の値(b=－9.786, 
p<.01)を示しており、Wald testの結果が有意(p<.05)であることから産業内多角化の二乗項の
変数はモデルの説明力の向上に寄与しており、産業内多角化と売上高成長率には逆 U 字型
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の関係性が存在することが判明した。したがって、モデル 3から仮説 1は支持された。 
次にモデル 4 はモデル 3 に資格の多様性のモデレータ変数と産業内多角化および産業内
多角化の二乗項との交互作用を加えたモデルである。モデル 4 では産業内多角化の二乗項
と資格の多様性の交互作用の係数が有意な負の値(b=－10.565, p<.05)を示している。また
Wald test の結果が有意(p<.01)であることから、資格の多様性と産業内多角化および産業内
多角化の二乗項との交互作用はモデルの説明力の向上に寄与している。よって、モデル 4よ
り、仮説 2が支持された。 
 
表 4-2：パネルデータ分析結果 
 売上高成長率 
 Model1 Model2 Model3 Model4 
企業年数 -0.034 -0.003 -0.004 -0.004 
 (0.021) (0.024) (0.023) (0.027) 
産業内多角化  1.56 7.211** 5.200** 
  (1.23) (3.467) (2.169) 
産業内多角化 2   -9.786*** -7.678** 
   (3.618) (2.164) 
資格の多様性    -4.335*** 
    (1.068) 
産業内多角化×資格の多様性    16.265*** 
    (4.636) 
産業内多角化 2×資格の多様性    -10.565** 
    (4.775) 
年度ダミー Included Included Included Included 
N firm-years 4764 4764 4764 4764 
N firms 1756 1756 1756 1756 
Wald-test 7.46 9.06 16.39* 22.87*** 
有意水準: *p<0.10, **p<0.05, ***p<0.01 カッコ内は標準誤差を表す  
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さらに、資格の多様性が産業内多角化と業績の逆 U 字型の関係性に及ぼす影響をより良
く理解するため、モデル 4の分析結果を図 4-2に示した。図 4-2はそれぞれ資格の多様性の
平均値より 1標準偏差低いもの(MEAN-1SD)と 1標準偏差高いもの(MEAN+1SD)を示してい
る。図 4-2から二つの洞察が得られた。 
第一に、資格の多様性の高低は産業内多角化の程度が低い場合には、顕著な差が存在する
が、産業内多角化の程度が高い場合には大きな差はない。資格の多様性が低い場合(MEAN-
1SD)には、産業内多角化を全くしていない(産業内多角化=0)の時点と平均値より 1標準偏差
低い時点(産業内多角化=0.128)を比較すると、売上高成長率の差は 0.779 となっている。逆
に資格の多様性が大きい場合(MEAN+1SD)には、産業内多角化が平均値より 1 標準偏差高
い時点(産業内多角化=0.750)と産業内多角化が 1の時点を比較すると、売上高成長率の差は
0.227となっている。 
第二に、資格の多様性が低い場合には、産業内多角化がある程度高くなる(2 曲線の交点
である 0.34を超える)までは売上高成長率は高くなる。しかしそれを超えると、資格の多様
性が高い方が売上高成長率は高くなる。 
 
図 4-2：産業内多角化と業績の関係性に資格の多様性が与える影響 
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5. 分析結果に対する考察 
 
本研究は情報サービス産業において、産業内多角化と業績に逆 U 字型の関係性が存在す
ることを実証した。また資格の多様性は産業内多角化と業績の逆 U 字型の関係性をモデレ
ートするが、その負のモデレート効果は産業内多角化の程度が低い場合により強く表れる
ことを実証した。 
経営戦略論における多角化研究は、どのような産業に進出するのが企業の業績に影響を
与えるのかという産業間多角化を中心に研究が行われてきた(上野, 2011)。その一方で産業
内多角化に関する研究は限定されており、その研究結果も正負が混在した物で明確な結論
は出ていなかった。本研究の分析結果は Zahavi and Lavie(2013)や Hashai(2015)の研究をさら
に発展させ、産業内多角化研究に以下の四点の理論的・実務的貢献を果たした。 
第一に、既存研究と異なる文脈における産業内多角化と業績の関係性を明らかにした。過
去のハイテク産業に関する先行研究は U 字型や S 字型の関係性を実証したが(Zahavi and 
Lavie, 2013；Hashai, 2015)、他産業でどのような関係性が成り立つのか不明であった。情報
サービス産業はハイテク産業と異なり受託型事業であるため、企業の所持する資格がサー
ビスの提供に非常に重要となる。また、その資格は複数の事業分野で活用できるため、産業
内多角化を実行することで効率的に範囲の経済の恩恵を享受することが出来るようになる
が、産業内多角化の程度が高くなると調整コストが幾何数級的に増加するため、産業内多角
化と業績は逆 U字型の関係性になることを実証した。 
第二に、本研究の分析結果は情報サービス産業において調整コストが産業内多角化に影
響を与えることを示唆している。産業間の非関連多角化や関連多角化において調整コスト
が上昇することは実証されてきた (Bergh and Lawless, 1998; Zhou, 2011)。本研究は
Hashai(2015)が指摘するように、産業内多角化においても調整コストが上昇することを推測
した。情報サービス産業において産業内多角化の度合いが高まった場合に、企業は多様な市
場・製品カテゴリーと多様な資格を持つ人材を抱えることになる。そのため、産業内多角化
の度合いが低い場合と比べて、市場・製品カテゴリー間の関係性は複雑となり、人材の調整
コストも増加し(Jones and Hill, 1988; Rawley, 2010; Zhou, 2011)、産業内多角化による業績は
低下しやすくなると推測される。本研究の分析結果から、産業内多角化の程度が高くなった
場合、調整コストが業績の低下に影響を与えている可能性が高いことを示唆している。 
第三に、資格の多様性が産業内多角化と業績の関係性に及ぼすモデレート効果を明らか
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にした。先行研究では技術資源を保有する企業は U 字型の関係性が強化されることを実証
している(Zahavi and Lavie, 2013)。しかし、それ以外の経営資源には言及されておらず、産
業内多角化にどのような効果を及ぼすのかも明らかにされていなかった。本研究の分析結
果から、資格の多様性は情報サービス産業において産業内多角化と業績の逆 U 字型の関係
性をモデレートするが、モデレート効果は産業内多角化の程度が低い場合により強く表れ
ることが実証された。すなわち、産業内多角化の程度が低い場合には、産業内多角化の業績
に対する正の効果を強めることが実証された。 
最後に、情報サービス産業内の企業が産業内多角化の戦略を決定する際の所持すべき資
格の多様性に関して実務的な示唆を与えた。本研究の分析結果から、産業内多角化の程度に
応じて資格の多様性を変化させることで業績が向上することを示唆した。言い換えると、サ
ービス産業において産業内多角化の程度が低い場合には、資格の多様性が低い方が特定の
資格に注力するため、人数も揃えやすく仕事の受注もしやすいため業績は高くなりやすい。
逆に資格の多様性が高くてもその資格を活かしきることができず、各資格の人数の絶対数
が少ないために仕事を受注できない可能性も高いため、業績は低くなりやすい。そのため、
産業内多角化が低い時には特定の資格に集中し、資格の多様性が高いほど業績が高くなる
産業内多角化の水準(0.34)を超えるところに達した段階で、多様な資格を保持するようにす
ることで売上高成長率を効果的に高めることができるだろう。 
ただし産業内多角化の程度が高くなると、企業の調整コストの増加とユーザ企業からの
不支持より売上高成長率は低下する。図 4-2より資格の多様性の高低に関わらず売上高成長
率の下がり幅には大きな違いは存在していない。すなわち資格の多様性に関わらず産業内
多角化の程度が 0.8 を超えた場合にはほとんどの企業の売上高成長率はマイナス成長にな
るため、それ以上の産業内多角化は実行すべきではないだろう。 
本研究の限界として、資格以外の資源について言及していない点が挙げられる。そのため
ハイテク産業で有効であった技術資源や金融資源などその他の資源が産業内多角化と業績
の関係性与える影響について今後明らかにする必要がある。さらに、本研究では産業内多角
化と業績の関係性について情報サービス産業の特性から説明しているが、これが他産業で
も成り立つのかは不明なままである。そのため、本研究の結果が他産業でも一般化できるの
かについて今後の研究が必要となるであろう。また今後の研究の可能性として PM(プロジ
ェクトマネージャー)と技術職の資格を別として分析を行うことで新たな知見を得られる可
能性がある。本研究では資格を画一的なものとして種類の多様性のみに注目したが、情報処
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理技術者試験の資格は管理職としての資格と技術職としての資格に大別することができ、
それぞれの資格が求められる場面は変わってくることが推測される。そのため、資格の種類
を区別して分析を行うことで新たな結果を得ることができるかもしれない。特に PM に関
しては 70.5%の企業が重視しているとともに不足していると感じている人材であり(情報処
理推進機構, 2014)、情報サービス産業の仕事や業績に大きな影響を与えていると推測される。 
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第 5章 コンシューマゲーム産業におけるアウトソーシン
グのモデレート効果― 
 
本章の目的 
第 5 章では、第 2 章で提示した、産業内多角化と業績の関係性に企業外部の資源と産業
特性はどのような効果を与えるのか、という問いに答えるため、日本のコンシューマゲーム
産業を対象に、企業外部の資源の活用が産業内多角化と業績の関係性に与える影響に関し
て仮説の構築し、統計的に検証していくことを目的とする。具体的には、企業がゲームソフ
トを開発する際、開発を外部に委託するアウトソーシングの割合が産業内多角化と業績に
与える影響について分析を行った。 
 
1. イントロダクション 
 
1990年代後半、任天堂の NINTENDO64 とソニーの PlayStation は次世代ゲーム機のプラ
ットフォームの覇権をめぐり熾烈な争いを繰り広げていたが、日本のロールプレイングゲ
ームにおける 2大タイトルである『ファイナルファンタジー』と『ドラゴンクエスト』の
続編が PlayStation での発売に決まったことで PlayStation がその時代のゲーム機の覇権を握
ったとされている。このように、かつてはゲームソフトを発売する際には単一のプラット
フォームに提供することが一般的であった。しかし近年では多くの企業はゲームソフトを
販売する際、複数のプラットフォームで同時に発売するマルチ・プラットフォーム戦略を
採用することが常識となっている(日経 BP 社ゲーム産業取材班, 2016)。ゲーム会社は複数
のプラットフォームに製品を提供することで、開発リスクの分散や販売チャネルの増加と
いった恩恵を享受することできる。例えば 2017年 7月に発売されたスクウェア・エニッ
クス社の人気シリーズの続編である『ドラゴンクエストⅪ』はソニーの据置型プラットフ
ォームである PlayStation4 と任天堂の携帯型プラットフォームである Nintendo 3DS で同時
に発売された。2つの異なるプラットフォームで同時に発売することで、いずれかのプラ
ットフォームしか持っていない消費者でも遊ぶことを可能としている。31また全世界で累
                                                     
31 場合によっては同一企業の複数プラットフォームで製品を提供する場合も存在する。例
えば、任天堂が 2017年 3月に発売した『ゼルダの伝説 ブレスオブザワイルド』は任天
堂の最新のプラットフォームである Nintendo Switch のローンチタイトル(プラットフォー
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計 1億本以上販売され、近年世界で最も売れたゲームソフトである『マインクラフト』は
PCやスマートフォン向けを含めると実に 10以上のプラットフォームで販売・販売予定32
がされている。また近年では携帯型ゲーム機の性能向上により、今までは据置型ゲーム機
でしかできなかったゲームの携帯型ゲーム機への移植が容易になった。加えてインターネ
ットを経由したダウンロード販売による在庫リスクの低下もあり、大企業のみならず中小
企業でもゲームソフトのマルチ・プラットフォームでの販売が増加している。 
このように同一産業内での異なるプラットフォームへの多角化である産業内多角化は企
業の戦略として重要であるが、一方で産業内多角化の研究は近年までほとんど注目されて
こなかった(Zahavi and Lavie, 2013)。 
産業内多角化とは、単一産業内で二つ以上の製品ラインを所有あるいは同一産業内のニ
ッチ市場への多角化と定義される(Li and Greenwood, 2004; Tanriverdi and Lee, 2008)。多くの
企業は創業時には単一産業でビジネスを行うのが一般的である。そのため、産業内多角化は
中小企業や設立間もない企業において特に重要な成長戦略であると言える。何故なら、多く
の場合、企業は自社の既存製品あるいは既存市場と類似性の高い分野へと産業内多角化を
する。類似性の高い分野に進出することで企業は資源の多重利用が可能となり、製品の製造
コストの削減と製品価値の向上に結びつけることができるのである(Gupta and Govindarajan, 
1986)。 
このように産業内多角化は企業の成長に欠かせない戦略ではあるが、一方で産業内多角
化と業績に関する実証研究では一意の結果を見いだせていない (Hashai, 2015; Kor and 
Leblebici, 2005; Tanriverdi and Lee, 2008, Zahavi and Lavie, 2013)。これらの異なる実証結果は
産業内多角化研究においてまだ発見されていない要因の存在をほのめかしている。実際に
産業内多角化と業績に影響を与えるモデレータ要因に注目した研究もいくつか存在してい
る。例えば、人的資源(Kor and Leblebici, 2005)、蓄積された知識(Tanriverdi and Venkatraman, 
2005)、多角化経験(Sohl, 2011)、技術資源(Zahavi and Lavie, 2013)などである。これらの既存
研究では、企業内部の資源・能力の活用が産業内多角化と業績の関係性に正の影響を与える
                                                     
ムの発売と同時に販売されるゲームソフト)として発売されたが、任天堂の一世代前のプラ
ットフォームであるWii U でも同時に発売された。Wii U でも同時に発売することで、Wii 
U は持っているが Nintendo Switch を購入する意思がない層や売り切れで購入できなかった
層にも販売の機会を拡大することを可能とすることで、販売機会の喪失を防いでいるので
ある。 
32 2017年 5月時点 
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ことを実証してきた。 
しかし、企業が実際に新しい産業・市場に進出する際、企業内部の資源・能力のみを用い
てすべての経営活動を行うことは困難であり、ごくわずかな企業のみが技術の進歩に組織
内のみで対応することができる(Teece, 1986)。特に中小企業などは規模も小さいため、必ず
しも全ての技術・資源・能力・人材などを自社で賄えるとは限らない。むしろ、自社内です
べてを行うことはコストを増加させ、企業リスクを上昇させる。企業は内部資源のみではな
く外部資源を用いることで効率性を高めたりコストを低下させたりすることや、企業内で
解決が困難な問題を切り分けることができる場合にはそれを外部に任せることもできるの
である(von Hippel, 1994)。そこで、外部資源の活用すなわち外部企業へのアウトソーシング
は企業の産業内多角化の成功に影響を与えることを予測した。しかし前述のように、産業内
多角化に関する既存研究は企業内部の資源の・能力の影響に関する研究が大半であり、企業
外部の資源・能力に注目した研究は行われてこなかった。本研究は、プラットフォームビジ
ネスにおいて、既存研究では注目されてこなかった外部資源の活用が産業内多角化と業績
の関係性に及ぼす影響を明らかにすることを目的とする。 
本研究でプラットフォームビジネスに注目した理由は、産業内多角化と業績の関係性に
外部資源が正の影響を与えると推測されるからである。多くの産業では企業は自社に産業
内多角化ができるだけの資源・能力の蓄積がある場合のみに産業内多角化を実行し、余裕の
ない企業はそもそも産業内多角化をしておらず、そこにバイアスが生じている可能性が高
い。しかし、プラットフォームビジネスではプラットフォームに製品を提供している企業は
自社の業績の大半をプラットフォームの成否に委ねることとなる。加えて特定のプラット
フォームのみに製品を提供していた場合、関係特殊投資に由来するホールドアップ問題の
リスクを抱えることとなる(Hagiu and Yoffe, 2009)。そのため、企業は常に複数のプラットフ
ォームへの製品提供を前提として行動するのである(Somaya et al, 2011)。 
本研究は日本のコンシューマゲーム産業を対象とし、1997年から 2013年までの 829企業
－年データを用いて分析を行った。本研究は産業内多角化研究に以下の二つの点で貢献し
た。第一に、産業内多角化研究における境界条件を発見した。すなわち、プラットフォーム
ビジネスにおいて産業内多角化の程度と業績には負の関係性が生じていることを実証した。
第二に、産業内多角化と業績の関係性にアウトソーシングの割合がモデレート効果を持ち、
産業内多角化と業績の負の関係性を低減させることを実証した。 
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2. 先行研究と仮説 
 
2.1. 産業内多角化と業績の関係 
過去に産業内多角化と業績に関する研究はいくつか行われているが、その結果は研究ご
とに異なり、一意の結果を見いだせていないのが現状である(Hashai, 2015; Kor and Leblebici, 
2005; Tanriverdi and Lee, 2008, Zahavi and Lavie, 2013)。 
いくつかの研究では産業内多角化と業績に正の関係性があることが実証されている。例
えば自動車産業における研究では、産業内多角化を実行すると技術のシェアリングが生じ
るため、産業内多角化と業績に正の関係性が存在することを実証している(Nobeoka and 
Cusumano, 1997)。また小売業における研究では、親会社と子会社の資源の重複度が高いほど
範囲の経済を活かし効率性と有効性を獲得できるため (Markides and Williamson, 1994; 
Penrose, 1959)、産業内多角化と利益率に正の関係性が存在することを実証している(Sohl, 
2011)。 
それらの研究とは逆に、いくつかの研究は産業内多角化と業績に負の関係性があること
を実証している。ある研究では企業の主要な製品ラインの拡大と生存に負の関係性がある
ことを実証している(Stern and Henderson, 2004)。製品ラインの拡大による資源の共有はコス
トを低下させるが、同時に仕事の相互依存性を高めるため、外部環境の変化の対応により多
くのコストがかかるようになり、結果的に失敗のリスクも高くなるのである(Barron et al., 
1994)。 
また単純な正負の関係性以外を主張している研究も存在している。例えば、米国のレスト
ラン産業に関する研究では、産業内多角化戦略は短期的な企業の利益率に負の効果がある
が、産業内多角化戦略は長期的な企業の利益率に正の効果があることを実証している(Park 
and Jang, 2013)。何故なら多角化戦略は企業に変化と資源の再配置をもたらすため、多角化
戦略を短期間で企業に適応させるにはコストがかかるからである。また Zahavi and 
Lavie(2013)はハイテク産業を対象とし、負の移転効果と範囲の経済の観点から産業内多角化
と売上高成長率に U 字型の関係性が存在することを実証した。Hashai(2015)はハイテク産業
において、適応コストと調整コストの観点から、産業内多角化の程度と企業の売上高利益率
には S 字型の関係性が存在することを実証した。 
このように産業内多角化研究は様々な結果が混在しているが、先行研究ではソフトウェ
ア製品を対象としたものが中心となっている(例えば、Cottrell and Nault, 2004; Hashai; 2015; 
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Zahavi and Lavie, 2013)。何故ならソフトウェア製品では知識や技術移転が容易であるため、
産業内多角化を実行するためのハードルが低いからである(Han et al., 2013)。ただし、ハード
ルが低いとは言いつつも、実際に産業内多角化を実行できるのは、産業内多角化ができるだ
けの資源・能力の蓄積がある企業のみであることが推測される。そのため、産業内多角化を
実行している企業はバイアスが生じている可能性が高く、その研究結果もバイアスがかか
ったものである可能性が高い。 
こうした先行研究とは異なり、プラットフォームビジネスでは異なる結果が得られると
推測される。プラットフォームビジネスとは、「他のプレイヤー(企業、消費者等)が提供する
製品・サービス・情報と一緒になって、初めて価値を持つ製品・サービスを提供するビジネ
ス」(富士通総研経済研究所, 2013)と定義される33。プラットフォームビジネスにおける最も
大きな特徴は、ホールドアップ問題の存在である。プラットフォームビジネスでは、プラッ
トフォームに製品を提供している企業は常に複数のプラットフォームへの製品提供を前提
として行動する必要があるからである。何故なら、ソフトウェア企業にとって特定のプラッ
トフォームのみに対する関係特殊投資を行った場合、当該プラットフォームの成否にソフ
トウェア企業の成否も委ねられることになるため非常にリスクが高く、長期的な視点で捉
えたときに企業の生存に悪影響を及ぼす。そのため、ソフトウェア企業はたとえ業績が悪く
なろうとも特定のプラットフォームのみへの投資や製品の供給を嫌がる傾向にある(Hagiu, 
2009; Somaya et al., 2011)。こうした特定のプラットフォームへの依存性を低めるため、プラ
ットフォームビジネスを行っている企業は、仮に資源・能力に余裕がない場合でもプラット
フォームの多角化を実行するのである。こうした理由からプラットフォームビジネスでは
産業内多角化が企業にとって重要であり、また資源・能力の蓄積の有無によるバイアスも生
じにくいことが推測される。 
特に本研究の調査対象であるコンシューマゲーム産業では、第 3章でも述べたように、プ
ラットフォームの陳腐化が非常に早いという特徴が存在する。そのため、特定のプラットフ
ォームに長く依存することは困難であることも、複数プラットフォームへの多角化を実行
せざるを得ない理由として存在する。 
いくつかのプラットフォーム研究では、マルチ・プラットフォームと業績に負の関係性が
                                                     
33 本研究の調査対象であるコンシューマゲーム産業は、「各種の補完製品やサービスと合
わさって顧客の求める機能を実現する基盤となる製品やサービス」を提供する基盤型プラ
ットフォームに分類される。 
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存在することを実証している。複数のプラットフォームにまたがってビジネスを行ってい
る企業は単一プラットフォームでビジネスを行っている企業と比較して、業績が低い傾向
にあることが実証されている(Campbell-Hunt, 2000; Thornhill and White, 2007)。何故なら、マ
ルチ・プラットフォーム戦略は競争相手からの攻撃に脆い上、競合相手にとっては競争や模
倣が容易だからである。Tanriverdi and Lee(2008)も PC 産業のソフトウェアを対象とし、プラ
ットフォームの多角化は企業の市場シェアと売上高成長率に負の影響を与えることを実証
している。 
また、単一プラットフォームの方がマルチ・プラットフォームよりも業績が高くなること
を実証している研究も存在する。米国のゲーム産業に関する研究では、企業が単一プラット
フォームで特色のあるポジションについた方が高い業績になることを実証している
(Cennamo and Santalo, 2013)。これは、複数のプラットフォームにまたがることは組織の複雑
性を増し、企業内での混乱や目標設定や曖昧さを招くからである(Porter, 1985; Thornhill and 
White, 2007)。また別の研究では PC 産業のソフトウェア製品を対象に、企業は特定のプラッ
トフォームに集中したほうが生存に有利であることを実証している(Cottrell and Nault, 2004)。
企業は特定のプラットフォームに集中することで、製品レベルで共通のインターフェイス
や互換性を持たせることができる。そのため、消費者はその企業の製品を継続して利用しや
すくなり、企業の生存率を高めることができるのである。これは言い換えれば、企業は複数
のプラットフォームに産業内多角化することで生存率が低下していると言える。 
これらの研究からコンシューマゲーム産業におけるプラットフォームの多角化は企業の
業績と負の関係性にあることが推測される。 
 
仮説 1：コンシューマゲーム産業において、企業の産業内多角化の程度と業績には負の関係
性が存在する 
 
2.2. アウトソーシングが産業内多角化と業績の関係性に及ぼす影響 
企業が複数の資源の入手先を持つことは多角化のリスクを低減すると言われている
(Parmigiani, 2007)。何故なら一般的に内部開発は外部へのアウトソーシングと比較してコス
トが多くかかりやすい。そのため、アウトソーシング先が自社と比較してコストや能力で優
位を持っている場合にアウトソーシングを選択するとされており(Jacobides and Hitt, 2005)、
アウトソーシングを行うことで製品価値の向上や市場への速やかな参入を可能にしている
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(Argyres, 1996; Barney, 1986; Brown and Eisenhardt, 1997)。特に特異な技術などは関係特殊投
資を必要とするため、アウトソーシングが好まれる(Jacobides, 2008)。また、企業内と企業外
のコラボレーションを行うことによって製品価値を高めることができるとされている。す
なわち自社の優位な分野と他社の優位な分野による補完的なイノベーション戦略は企業の
技術開発時のリスクや不確実性を低下させる(Veugelers and Cassiman, 1999)。さらに製品や技
術開発において企業同士の特異な資源・知識を共有することで、企業間のシナジー効果を誘
発しその効用を高めることができるのである(Puranam et al, 2013)。 
特にプラットフォームビジネスでは、こうしたアウトソーシングが有効であることが推
測される。企業は複数のプラットフォームにまたがって活動をするため、自社が不得手なプ
ラットフォームや新たに参入してノウハウが乏しいプラットフォームの場合には、アウト
ソーシングすることで、製品開発のリスクや不確実性を低下させることができるからであ
る。企業はアウトソーシングの割合を高くすることで、より多くの選択肢を持つことができ、
企業内の技術にとらわれず最適な外部のパートナーを選びそこから利益を享受することが
できる。特に各プラットフォームにおいて優れた開発能力を有する企業にアウトソースす
ることで、開発の失敗リスクやコストを低下させることができる。加えて、過去の協働経験
があるほど、企業間の信頼関係が醸成され、継続的な協働関係を持ちやすくなる(Parmigiani 
and Mitchell, 2009)。こうした外部企業とのパートナーシップを築くことで、外部環境が変化
も受け入れやすくなり、その機会も活かしやすくなる(Robertson and Langlois, 1995)。 
このように外部企業へのアウトソーシングは、外部企業との関係性を構築し、産業内多角
化の負の効果を低減させることが推測される。 
 
仮説 2：コンシューマゲーム産業において、企業のアウトソーシングの割合は産業内多角化
の程度と業績の負の関係性を低減させる 
 
以上の仮説 1、仮説 2を図示したものが図 5-1である。 
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図 5-1：本研究のモデル図 
 
 
3. リサーチメソッド 
 
3.1. サンプルとデータ 
本研究は日本のコンシューマゲーム産業を対象に 1997 年から 2016 年までのパブリッシ
ャーのデータを用いた。本研究で日本のコンシューマゲーム産業のデータを用いた理由は
大きく三つ存在する。第一に、コンシューマゲーム産業では多くの企業が産業内多角化を実
行しているからである。パブリッシャーは複数のプラットフォーム(言い換えれば、 ゲーム
機)の存在と近年のゲーム開発費の高騰に伴い、開発リスクの分散と販売チャネルの拡大を
目的としたマルチ・プラットフォーム戦略を採用することが一般的となっている(みずほ産
業調査、2014)。加えて、コンシューマゲーム産業においてハードウェア(言い換えれば、 ゲ
ーム機)の生産とソフトウェア(言い換えれば、 ゲームソフト)の生産との間に相互依存性が
低いため(新宅・田中・柳川, 2003)、パブリッシャーがゲームソフトを制作する際の自由度が
高いことも、多角化しやすい要因であると言える。第二に、パブリッシャーのプラットフォ
ームとアウトソーシングに関するデータが容易に入手可能だからである。コンシューマゲ
ーム産業で発売されたゲームソフトに関してどのプラットフォームから発売されたか、ど
の企業が販売・開発したのかに関するデータが入手可能である。そのため、各企業の毎年の
アウトソーシングの割合も容易に判別することができる。第三に、産業内多角化の程度を容
易に測定することができるからである。ゲームソフトの開発は日本標準産業分類で 4 桁の
細分類項目であるゲームソフトウェア業(3914)にすべて含まれる。コンシューマゲーム産業
での異なるプラットフォームへの多角化は、ゲームソフトウェア業内での多角化であり、同
一産業での新しい製品ラインと考えられるため、産業内多角化と判断することができる。そ
のため、各ゲームソフトの販売プラットフォームから、企業の産業内多角化の程度を測定す
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ることができるのである。 
各ゲームソフトのプラットフォームやパブリッシャーのデータに関してはメディアクリ
エイト社の「ゲーム産業白書 1999-2017」34内の販売ゲームソフトランキングのデータを用
い、期間内に 282企業の 1,393 の観測値が得られた。そこから、一年間の販売ゲームタイト
ル数が 1 本のみのパブリッシャーのデータを除外した。何故なら 1 本しか出していない企
業は、複数のプラットフォームでゲームソフトを提供可能であるがしていないのか、単一の
プラットフォームにしか出せないのかが判断できないからである。さらに、パブリッシャー
のうち任天堂、ソニー、マイクロソフトのデータも除外した。何故ならこれらの企業は同時
にプラットフォームホルダーでもあるため、自社製品を自社のプラットフォームのみで提
供するからである。デベロッパーのデータに関しては、Developer Table(http://review-
site.net/dt/index.php)やパブリッシャーのウェブサイトからデータを入手した。最終的なサン
プルサイズは 130企業の 639企業－年度の観測値が得られた。 
 
3.2. 変数と測定尺度 
従属変数 
平均販売本数 
平均販売本数は、企業 iの t+1年度の各販売タイトルのごとの売上本数の総和を販売タイ
トル数で除したものである。従属変数で一年間のラグを取ることで、t年度の独立変数とコ
ントロール変数が t+1年度の企業の業績にどのような影響与えるのかを分析した。産業内多
角化の先行研究では売上高成長率を用いた研究が多く行われているが(例えば、Tanriverdi 
and Lee, 2008, Zahavi and Lavie, 2013)、本研究では全企業の売上高のデータを入手すること
ができなかったため、ランキングに記載されたタイトルの平均販売本数を従属変数として
用いた。またコンシューマゲーム産業では、販売本数からゲームタイトルの成否が判断され
ることも多く、一般的に 3~5 万本が損益分岐点であり、10 万本を超えればヒット商品とみ
なされる。そのため、コンシューマゲーム産業のパフォーマンスを測る指標としても適切で
あると判断した。 
                                                     
34 データは 1999年のみ上位 200位、2000年から 2008 年までは上位 500位、2009年以降
は上位 1000件のゲームソフトランキングのデータを得られた。これはコンシューマゲー
ム産業の傾向を分析するのに十分なサンプルサイズであると判断した。詳しくは補遺 2に
おいて説明する。 
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独立変数 
産業内多角化 
伝統的な産業間多角化研究では、多角化の測定尺度として企業の産業セグメントごとの
売上高比率を SICコードを基準に測定して利用している(Palepu, 1985; Farjoun, 1998; Geringer 
et al., 2000)。しかし、産業内多角化ではその測定尺度を用いることは出来ないため、産業内
多角化の程度をコンシューマゲーム産業におけるゲームソフトのプラットフォーム販売構
成比率から算出した。コンシューマゲーム産業では期間内に 24種類のプラットフォームが
存在35している。また、産業内多角化はハーフィンダル指数を用いて測定した(Montgomery, 
1982; Zahavi and Lavie, 2013)。産業内多角化は、𝐷𝑖𝑣𝑒𝑟𝑠𝑖𝑡𝑦𝐻𝑖𝑡 = 1 − ∑ 𝑀𝑖𝑗𝑡
2
𝑗 によって算出し、
Mijtは企業 i のプラットフォーム jにおける t 年度のプラットフォーム販売構成比率である。 
 
モデレータ変数 
アウトソーシング割合 
まずゲームソフトレベルで、デベロッパーの関与を測った。ゲームソフトのデベロッパー
が 1 社の場合、ゲームソフトのパブリッシャーとデベロッパーが同じ場合に“0”とし、パブ
リッシャーとデベロッパーが異なる場合には“1”とした。また、デベロッパーが 2 社の場合、
パブリッシャーがデベロッパーに含まれる場合に”0.5”とし、パブリッシャーが含まれない
場合に”1”とした。同様にデベロッパーが 3 社の場合、パブリッシャーがデベロッパーに含
まれる場合に”0.67”とし、パブリッシャーが含まれない場合に”1”とし、ゲームソフトレベル
でのデベロッパーの関与を算出した。観測期間にデベロッパーが 4 社以上のゲームソフト
は確認されなかった。アウトソーシング割合は企業レベルの測定尺度であり、企業 iの t年
度に発売したゲームソフトのデベロッパーの関与の合計を、t年度に発売したゲームソフト
の総タイトル数で除したものである。そのため、アウトソーシング割合が 1に近いほど、ア
ウトソースしている割合が高いことを意味する。 
 
コントロール変数 
代替的な説明をコントロールするため、いくつかのコントロール変数をモデルに加えた。
                                                     
35 pp.51-52 の表 3-2 に記載されている全 25 プラットフォームのうち、観測期間内に発売
されていないNintendo Switch を除いた残りのプラットフォームを用いた。 
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総タイトル数はパブリッシャーi が t 年度に販売したゲームソフトのタイトル数であり、企
業規模を表している。大企業ほどより広範な製品ラインを所持することができるため
(Sorenson, 2000)、この影響をコントロールした。ジャンル数はパブリッシャーi が t 年度に
販売したゲームソフトのジャンル数(例えば、アクション、シューティング、ロールプレイ
ングなど)である。特に日本ではアクションやロールプレイングといったゲームソフトのジ
ャンルが人気であり、ジャンルの違いによる影響を取り除くためジャンル数をコントロー
ルした(Vaan, Vedres and Stark, 2015)。ベストプライス36とは過去に発売されたゲームソフト
の廉価版である。ベストプライスのゲームソフトは過去のゲームソフトの移植であるため
開発に求められる時間や能力、費用などは新しいゲームソフトと比較して圧倒的に少ない。
そのため t 年度にはパブリッシャーi が発売したベストプライスのタイトル数をコントロー
ルした。また景気などの年度の影響も排除するため、年度ダミーをコントロールした。 
 
3.3. 推計方法 
本研究では企業－年度のパネルデータを用いており、固定効果モデルを用いた推計を行
った。固定効果モデルを用いた理由は、ハウスマン検定によって、固定効果モデルが支持さ
れたからである。 
 
4. 分析結果 
 
4.1. 記述統計 
表 5-1は各変数の記述統計と相関係数を表している。表 5-1より、ゲームソフトの平均販
売本数は 67,400本程度であることを示している。ただし、標準偏差が 102,600であることか
ら、平均販売本数のばらつきが大きく、売れているゲームソフトと売れていないゲームソフ
トに大きな差があることが伺える。さらに、アウトソーシング割合が.565を示していること
から、期間中の全ゲームソフトのうち、56.5%は外部デベロッパーによって作成されたこと
を示している。このアウトソーシング割合も企業によって特徴があり、多くの企業はアウト
ソーシングの割合は大きく変動せず、高低のいずれかに偏っていることが多い37。これは、
                                                     
36 ベストプライス版の製品は全販売本数の約 21%と少なくない割合を占めているため、そ
の影響をコントロール必要があると判断した。詳しくは補遺 3参照。 
37 例えば、コナミデジタルエンタテインメントやコーエーテクモゲームスなどはアウトソ
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その企業ごとの文化や風土が大きく関係していることが推測される。 
 
表 5-1：記述統計と相関係数 
 Mean S.D. 1 2 3 4 5 
1.平均販売本数(万本) 6.74 10.26      
2.産業内多角化度 .385 .281 -.017     
3.アウトソーシング割合 .565 .375 -.035 -.004    
4.総タイトル数 11.93 18.15 .001 .443** -.026   
5.ジャンル数 3.34 2.53 .081* .472** .069* .420**  
6.ベストプライス数 1.62 4.50 -.025 .394** -.076* .762** .283** 
N=829, 有意水準: *p<.05, **p<.01 
 
4.2. 分析結果 
次に、表 5-2 は t+1 年度の平均販売本数を従属変数とする分析結果を表している。表 5-2
の分析結果から全ての仮説が支持された。モデル 1 はコントロール変数のみの影響を表し
ている。モデル 2 はモデル 1 に産業内多角化の一乗項を加えたモデルである。モデル 2 の
産業内多角化の係数が有意な負の値である(b=-.193, p<.05)ことから、仮説 1 が支持された。
モデル 3 はアウトソーシング割合の変数と、産業内多角化とアウトソーシング割合の交互
作用を加えたモデルである。モデル 3 では産業内多角化とアウトソーシングの交互作用の
係数が有意な正の値である(b= .671, p<.01)ことから、産業内多角化とアウトソーシングの交
互作用が平均販売本数に影響を与えていることを示しており、産業内多角化の負の効果を
低減していることから仮説 2 が支持された。さらにモデル 4 はモデル 3 の結果をさらに詳
細に分析するため、アウトソーシングの割合が下位 50%である企業－年データを抽出して
分析した場合の分析結果を示している。産業内多角化の係数が有意な負の値であり(b= -.531, 
p<.01)、産業内多角化の負の効果はモデル 2よりも大きくなっていることから、アウトソー
シングの割合が低い場合には、産業内多角化の平均販売本数に対する負の効果が強くなっ
                                                     
ーシングの割合が 1割程度であり、自社開発を行っているゲームソフトが大半である。そ
れに対し、バンダイナムコエンターテインメントやスクウェア・エニックスなどはアウト
ソーシングの割合が 6~7割程度であり、自社の根幹となる主要なゲームソフト以外はほと
んど外注している企業も存在する。 
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ていることを示している。同様にモデル 5 はアウトソーシングの割合が上位 50%である企
業－年データの分析結果を示している。分析結果より、産業内多角化の負の効果はモデル 2
よりも小さくなっており、産業内多角化の係数は有意でなくなっていることがわかる。この
ことから、アウトソーシングの割合が高い場合には、産業内多角化の平均販売本数に対する
負の効果がなくなっていることを示している。モデル 4 とモデル 5 の分析結果を図示した
ものが図 5-2 である。図 5-2 の縦軸は販売本数(本)、横軸は産業内多角化の程度を表してお
り、アウトソーシングの割合が低い企業の場合、産業内多角化の程度が高くなるほど、平均
販売本数が低下していることが図からも伺える。 
 
表 5-2：分析結果 
 
 平均販売本数 
 モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5 
産業内多角化  -.193* -.570** -.531** .110 
  (.109) (.175) (.165) (.161) 
アウトソーシング割合   -.228 .216 .412 
   (.137) (.205) (.332) 
産業内多角化× 
アウトソーシング割合 
  .671** 
(.243) 
  
総タイトル数 -.023 -.018 -.021 .003 .010 
 (.052) (.052) (.052) (.084) (.074) 
ジャンル数 .004 .018 .014 .022 .026 
 (.034) (.035) (.035) (.052) (.056) 
ベストプライス -.049 -.048 -.050 -.033 -.010 
 (.032) (.032) (.032) (.042) (.064) 
年度ダミー Included Included Included Included Included 
N 企業－年度数 756 756 756 382 374 
N 企業数 132 132 132 76 93 
調整済み R2 .437 .440 .447 .566 .311 
有意水準: †p<.10, *p<.05, **p<.01 ()内は標準誤差を表している 
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図 5-2：アウトソーシング割合の違いによる産業内多角化と平均販売本数の関係性 
 
 
5. 分析結果に対する考察 
 
本研究では、日本のコンシューマゲーム産業を対象に、産業内多角化と業績の間に負の関
係性が存在することを実証した。またアウトソーシングの割合が産業内多角化と業績の負
の関係性を低減していることを実証した。 
経営戦略論における産業内多角化研究では、企業内の資源・能力が産業内多角化と業績に
与える影響について調査されてきたが、その研究結果も正負が混在したであり明確な結論
は出ていなかった。本研究の分析結果はアウトソーシングという外部企業の資源の活用が
産業内多角化と業績に与える影響を分析することで産業内多角化研究をさらに発展させ、
以下の二点の貢献を果たした。 
第一に産業内多角化研究の文脈における境界条件を発見した。プラットフォームベース
の産業では、特定のプラットフォームに依存するホールドアップ問題が存在している。その
ため、産業内多角化がプラットフォームに製品を提供しているプラットフォームビジネス
の企業にプラスの効果を与えるとは考えにくい。本研究の分析結果から、プラットフォーム
89 
ビジネスにおいて産業内多角化は業績を低下させることが判明した。第二に、産業内多角化
と業績の関係性にアウトソーシングの割合がモデレート効果を持つことを発見した。自社
よりも優位な技術・資源を所持している外部企業へのアウトソーシングは製品価値を向上
させるとともに、市場への速やかな参入を可能とする。そのため、企業はアウトソーシング
の割合を高めることで産業内多角化の失敗リスクを低下させることができ、また市場の機
会も活かしやすくなるのである。さらに、産業内多角化の程度が低い時、すなわち製品が単
一あるいは少数のプラットフォームに集中している場合には、企業は内製率を高める方が
よい。逆に、産業内多角化の程度が高い時、すなわち多数のプラットフォームで製品を提供
している場合には、積極的にアウトソーシングするべきである。 
本研究の限界点は以下の 3点である。第一に、外部企業の探索にかかるコストを無視して
いる。情報の非対称性から企業は外部企業の能力を必ずしも正確に判断できるとは限らな
い。また望ましい企業を発見した場合でも契約までにかかる時間的コストや他組織と共同
開発することで生じる複雑性の問題などを考慮していない。第二に、産業内多角化の変数の
年度ごとのプラットフォームの変遷などは考慮に入れていない。そのため、例えば前年と多
角化の程度と提供しているプラットフォームもほぼ同じ割合である企業と、前年と多角化
の程度はほぼ同じだが提供しているプラットフォームが任天堂のプラットフォームを中心
としていたものがソニーのプラットフォームを中心としたものに変化した企業では、明ら
かに何らかの戦略的意図が存在すると推測されるが、本研究ではそうした違いまでは考慮
していない。第三に、デベロッパー以外の外部企業との関係性を考慮していない。デベロッ
パーはテレビゲーム産業において最も重要な外部関係者であるが、ゲームソフトの開発に
おいてそれ以外の重要な協力関係にある外部企業の影響も考えられる。例えば、キャラクタ
ーのコラボレーションなどである。今後の研究ではこうした限界点を考慮した上で、分析を
行うことを目標とする。 
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第 6章 組織内外の資源のモデレート効果に資源の利用経
験が与える影響 
 
本章の目的 
第 6章では、第 2章で提示した、産業内多角化と業績の関係性に企業内外の資源とその
資源の利用経験はどのような効果を与えるのか、という問いに答えるため、日本のコンシ
ューマゲーム産業を対象に、企業内外の資源の活用が産業内多角化と業績の関係性に与え
るモデレート効果とそのモデレート効果に資源の利用経験が与える影響に関して仮説の構
築し、統計的に検証していくことを目的とする。具体的には、コンシューマゲーム産業に
おける企業が保有する内部・外部のキャラクター資源が産業内多角化と業績に与える影響
を分析する。その上で、実際にゲームソフトの製作で中心的な役割を果たすディレクター
の企業内部のキャラクター資源の利用経験が、キャラクター資源の効果にどのような影響
を及ぼすのかについて分析を行った。 
 
1. イントロダクション 
 
企業の重要な成長戦略として、産業間多角化戦略の研究が多くなされてきた一方で、産業
内多角化戦略に関する研究は近年まであまり行われてこなかった(Stern and Henderson, 2004; 
Tanriverdi and Lee, 2008)。産業内多角化とは、単一産業内で二つ以上の製品ラインを所有あ
るいは同一産業内のニッチ市場への多角化と定義される(Li and Greenwood, 2004; Tanriverdi 
and Lee, 2008)。多くの企業は創業時には単一産業でビジネスを行うのが一般的である。その
ため、産業内多角化は中小企業や設立間もない企業において特に重要な成長戦略であると
言える。何故なら、企業の多くは初期段階において、自社の既存製品あるいは既存市場と類
似性の高い製品・市場分野への多角化を中心的に行うからである。類似性の高い製品・市場
分野に進出することで企業は既に所有している資源を多重利用することが可能であり、製
造コストの削減や製品価値の向上といったメリットを享受することが可能となる(Gupta and 
Govindarajan, 1986)。 
このように産業内多角化は企業の成長戦略に重要な戦略ではあるが、一方で産業内多角
化と業績に関する実証研究は、異なる結果を示している(Hashai, 2015; Kor and Leblebici, 2005; 
Tanriverdi and Lee, 2008, Zahavi and Lavie, 2013)。これらの異なる実証結果は、産業内多角化
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研究においてまだ考慮されていない要因の存在を暗示している。 
既存の産業内多角化研究の多くは、資源ベース論の観点から産業内多角化と業績の関係
性について説明を行っている(例えば、Han et al., 2013; Zahavi and Lavie, 2013)。企業は不可
分な無形資産(Penrose, 1959)を複数の市場で活用することができる(Kor and Leblebici, 2005)。
そのため、既存の市場での特異な技術・資源や経験の活用、顧客ベースや設備の共有といっ
た範囲の経済を発揮することで、業績を高めることができるのである(Tanriverdi and Lee, 
2008)。 
実際にいくつかの産業内多角化研究では、企業の無形資産が産業内多角化と業績に与え
る影響について分析を行っている。具体的には、蓄積された知識(Tanriverdi and Venkatraman, 
2005)、多角化経験(Sohl, 2011; Zahavi and Lave, 2013)、技術資源(Zahavi and Lavie, 2013; Hashai, 
2015)などである。 
ただし、既存研究のほとんどは、企業内部の資源・能力の活用が産業内多角化と業績の関
係性に与える影響のみについて分析を行っており、組織外の資源が与える影響については
分析がなされていない。しかし、企業が経営活動を行う際、企業内部の資源・能力のみを用
いてすべての経営活動を行うことは困難であり、ごくわずかな企業のみが技術の進歩に組
織内のみで対応することができる(Teece, 1986)。特に中小企業などは規模も小さいため、必
ずしも全ての技術・資源・能力・人材などを自社で賄えるとは限らない。むしろ、自社内で
すべてを行うことはコストを増加させ、企業リスクを上昇させる。企業は内部資源のみでは
なく外部資源を用いることで効率性を高めたりコストを低下させたりすることや、企業内
で解決が困難な問題を切り分けることができる場合にはそれを外部に任せることもできる
のである(von Hippel, 1994)。そのため、産業内多角化と業績の関係性に組織外の資源が与え
る影響についても注目する必要があるのである。 
また既存研究では、資源はただ存在すればよいのではなく、それらを適切に活用できる能
力がない場合には、価値を生み出すことができないとしており(Penrose, 1959)、資源を適切
にコントロールするための組織能力の重要性も主張している(Mackey, Barney, and Dotson, 
2017; Sirmon et al., 2008)。 
例えば、コナミデジタルエンタテインメントにおける「メタルギア」シリーズにおける最
新作は資源とそれを扱う能力の組み合わせの重要性を示す好例である。2015年 12月 15日、
小島秀夫プロデューサーがコナミデジタルエンタテインメントを退社したとのニュースが
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発表された。小島プロデューサーは全世界でシリーズ累計販売本数 5,160万本38を超える「メ
タルギア」シリーズの生みの親であり、同シリーズのほぼすべての作品の開発に携わってき
た人物である。「メタルギア」のメインシリーズだけでも 10作品近く開発しており、「メタ
ルギア」と言えば「小島秀夫」という認識を顧客に与え、独自の世界観の作品を作り上げて
きたため、彼の退社は衝撃的なニュースとして捉えられたのである。その後、コナミデジタ
ルエンタテインメントは、小島氏が一切関わらない新体制の開発陣を発足し、「メタルギア」
シリーズの続編である『メタルギア サヴァイブ』の開発を発表している。しかし、同作品
は 2017年内に発売予定であったが、2018年以降に発売予定と変更されており、作品の開発
自体が難航していることが伺える。また、本作品は 2016年の東京ゲームショーでトレーラ
ー39が公開されたが、従来の作品との世界観の違いなどから厳しい評価を受けている40。特
に、作品の善し悪しよりも「メタルギア」ブランドとして、発売する必要性が問われている。
これは小島プロデューサーや彼についていった開発スタッフが抜けたことで、旧開発陣が
所持していた「メタルギア」の世界観や考え方が引き継がれず、顧客は従来の作品と違うと
感じたのであろう。また、顧客は旧来の「メタルギア」シリーズのファンであるため、彼ら
が共有し価値を感じていた作品の世界観が変化したことで、厳しい評価になったと推測さ
れる。小島秀夫氏は「メタルギア」シリーズの制作に 30年近く携わっており、そこで蓄積
された知識・ノウハウを活用することで成功を収めてきた。一方で、最新作のプロデューサ
ーは製作には携わったことがあるが、プロデューサーという全体を指揮し、作品の世界観を
構築する立場は未経験であり、必ずしも「メタルギア」のブランドを活かしきれないのが実
情である。 
コナミデジタルエンタテインメントの例からもわかる通り、企業はどれだけ特異な資源
やブランドを所持していたとしても、それを適切に活用できる能力を持った人材や開発チ
ームなどを所持していなければそれらの資源を活かせないだけでなく、時には企業自体の
評判・業績を低下させることにもつながるのである。また、こうした優秀な製品開発チーム
は企業の生産性を高めるのに役立つが、一方でチームが活動できる場所や時間は限られて
                                                     
38 2017年 6月末時点 
39 トレーラーとは、開発途中のゲームの予告編の映像や画像を指す。東京ゲームショーな
どの大規模なイベントでのトレーラーでの評価が作品への期待や発売後の売上にも大きく
かかわるとされているため、ゲームのパブリッシャーにとっては重要な発表な場である。 
40 YouTubeにおける公式トレーラーは 380万回以上再生されているが、高評価約 2万に対
して、約 13万の低評価がつけられている(2017年 10 月時点)。 
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おり、無制限に利用できるわけではない(Rosen, 1982)。そのため、企業は単に効果的な資源
を所持するだけでなく、資源をどの特定の市場セグメントに投入するのかを選択し、適切な
能力と組み合わせる資源配分(resource deployment)の能力も企業には重要なのである(Sirmon 
et al., 2008)。こうした組織内の資源と資源配分の能力のシナジーは企業の業績に大きな影響
を与えることは実証されている (Kor and Leblebici, 2005; Moliterno and Wiersema, 2007; 
Siggelkow, 2002)。実際に既存研究においても、マネージャーが数多く存在する市場セグメン
トのどのセグメントにおいて企業が競争をでき、かつ顧客の要求を満たすことができるの
かを理解している必要があるとされている(Priem, 2007)。 
このような資源と能力の組み合わせの重要性は産業内多角化研究でも言及されている。
Wu(2013)の研究では、企業の能力を機会費用に左右されないスケールフリーな能力(例えば、
知識、ブランド、企業の評判など)と機会費用の対象となるノンスケールフリーな能力(例え
ば、効果的な製品開発チーム、経営管理能力など)とに区別し、それぞれの資源が産業内多
角化に与える影響について分析を行っている。スケールフリーな能力が複数の市場で同時
に使用しても問題ないのに対し、ノンスケールフリーな能力は同時に利用することができ
ないため、市場の変化に応じて、組織内で配分する必要があるとしている(Capron, 1999; 
Helfat and Eisenhardt, 2004)。特に、類似性の高い製品・分野への多角化である産業内多角化
では、製品間での資源の配分の機会はより多くなるため(Jones and Hill, 1988)、資源配分が重
要であると指摘している。ただし、Wu(2013)の研究では、あくまで企業の能力をスケールフ
リーとノンスケールフリーに分けて、それぞれの単独の業績への効果についてしか言及さ
れていない。しかし、前述のコナミデジタルエンタテインメントの例にもあるように、企業
が新たな戦略を実行する際には、企業が所有する資源をどのように扱うのかという能力も
同様に重要であるが、既存の産業内多角化研究ではそうした研究は行われていない。 
そのため、本研究では産業内多角化における企業の資源と能力の交互作用の影響を実証
するため、日本のコンシューマゲーム産業を対象とし、1997年から 2016年までの 682企業
－年データを用いて分析を行った。具体的には、コンシューマゲーム産業における組織内外
の資源であるキャラクターとそれを扱う能力である製品開発者(以下、ディレクター)に注目
し、組織内外の資源が産業内多角化と業績の関係性に与える影響と、その影響にディレクタ
ーの能力が与える影響を分析する。 
本研究は資源配分論と産業内多角化研究に以下の二つの点で貢献した。第一に、産業内多
角化と業績に異なるタイプの資源が与える影響について実証した。第二に、ディレクターの
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資源の利用経験の有無によって、活用に適した資源のタイプが異なることを実証した。 
 
2. 先行研究と仮説 
 
2.1. 産業内多角化と業績の関係 
過去に産業内多角化と業績に関する研究はいくつか行われているが、その分析結果は研
究ごとに異なり、一意の結果を見いだせていないのが現状である(Hashai, 2015; Kor and 
Leblebici, 2005; Tanriverdi and Lee, 2008, Zahavi and Lavie, 2013)。 
いくつかの先行研究では、産業内多角化と業績に正の関係性があることが実証されてい
る。例えば自動車産業における研究では、産業内多角化を実行すると技術のシェアリングが
生じるため、産業内多角化と業績に正の関係性が存在することを実証している(Nobeoka and 
Cusumano, 1997)。また小売業における研究では、親会社と子会社の資源の重複度が高いほど
範囲の経済を活かし効率性と有効性を獲得できるため (Markides and Williamson, 1994; 
Penrose, 1959)、産業内多角化と利益率に正の関係性が存在することを実証している(Sohl, 
2011)。 
それらの研究とは逆に、いくつかの研究は産業内多角化と業績に負の関係性があること
を実証している。ある研究では企業の主要な製品ラインの拡大と生存に負の関係性がある
ことを実証している(Stern and Henderson, 2004)。製品ラインの拡大による資源の共有はコス
トを低下させるが、同時に仕事の相互依存性を高めるため、外部環境の変化の対応により多
くのコストがかかるようになり、結果的に失敗のリスクも高くなるのである(Barron et al., 
1994)。 
また単純な正負の関係性以外を主張している研究も存在している。例えば、Park and 
Jang(2013)のレストラン産業に関する研究において、産業内多角化戦略は企業の短期的な利
益率にはマイナスの影響を与え、売上高には影響しなかった。一方で企業の長期的な利益率
にはプラスの影響を与えることを実証している。何故なら、産業内多角化戦略は企業が所有
する資源の再配分と変革をもたらすため、短期間で企業に適応させることは困難だからで
ある。そして、マネージャーは長期的な利益の獲得のためには、短期的な利益率の減少も見
越しておく必要があるとしている。また Zahavi and Lavie(2013)はハイテク産業を対象とし、
負の移転効果と範囲の経済の観点から産業内多角化と売上高成長率には U 字型の関係性が
存在することを実証した。Hashai(2015)はハイテク産業において、範囲の経済に加えて、調
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整コストと適応コストの影響により、企業の産業内多角化と売上高利益率には S 字型の関
係性が存在することを実証している。 
このように産業内多角化研究は様々な結果が混在している。しかし、先行研究ではハイテ
ク産業を対象としたものが中心となっている（例えば、Tanriverdi and Lee, 2008; Hashai; 2015; 
Zahavi and Lavie, 2013）のに対し、プラットフォームビジネスではまた異なる結果が得られ
ると推測される。プラットフォームビジネスとは、「他のプレイヤー(企業、消費者等)が提供
する製品・サービス・情報と一緒になって、初めて価値を持つ製品・サービスを提供するビ
ジネス(富士通総研経済研究所, 2013)」と定義される。こうしたプラットフォームビジネス
を行う企業では特定のプラットフォームのみに対する関係特殊投資を行った場合、当該プ
ラットフォームの成否に企業の成否も依存するホールドアップの問題が生じるため、リス
クが高く、長期的な視点で捉えたときに企業の生存に悪影響を及ぼす。そのため、企業はた
とえ業績が悪くとも特定のプラットフォームのみへの投資や製品の供給を嫌がる傾向にあ
る（Hagiu, 2009; Somaya et al., 2011）。企業は特定のプラットフォームへの依存性を低めるた
めに、資源・能力に余裕がない場合でもプラットフォームの多角化を実行するのである。ま
た、プラットフォームが陳腐化した場合、プラットフォームを提供している企業は新しいプ
ラットフォームを提供し、古いプラットフォームの使用を停止する場合も多いため、単一の
プラットフォームでビジネスを継続することが困難でもあるという特徴が存在する。 
いくつかのプラットフォーム研究では、マルチ・プラットフォーム戦略と業績に負の関係
性が存在することを実証している。マルチ・プラットフォーム企業は、単一プラットフォー
ムの企業と比較して、業績が低くなりやすいことが実証されている(Campbell-Hunt, 2000; 
Thornhill and White, 2007)。何故なら、マルチ・プラットフォーム戦略は単一プラットフォー
ムの特化戦略と比較して中途半端な戦略になりやすいため、競争相手からの攻撃に脆く、競
合相手にとって競争や模倣が容易になりやすい。PC 産業のソフトウェア製品を対象とした
研究においても、プラットフォームの多角化の程度は企業の市場シェアや売上高成長率と
の間に負の関係性が存在することを実証している(Tanriverdi and Lee, 2008))。 
また、単一プラットフォームの方がマルチ・プラットフォームよりも業績が高くなること
を実証している研究も存在する。米国のゲーム産業に関する研究では、企業が単一プラット
フォームで特色のあるポジションについた方が高い業績になることを実証している
(Cennamo and Santalo, 2013)。これは、マルチ・プラットフォーム企業は、複数の事業を行う
ことで組織の複雑性が増加し、企業内でのコンフリクトや目標設定の曖昧さが生じるため
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である(Porter, 1985; Thornhill and White, 2007)。加えて、プラットフォーム企業は自社のプラ
ットフォームに適応した技術開発に積極的な企業に対してより好意的であり、そうした企
業に対してより積極的に資源の配分を行うようになる。さらに、企業は特定のプラットフォ
ームに集中することで、自社製品内で互換性や規格の統一をしやすくなるのである。そのた
め、消費者にとっても、企業の製品の乗り換えや変更を行いやすくなり、企業の製品を継続
して利用しやすくなるのである(Cottrell and Nault, 2004)。 
これらの研究結果から、プラットフォームビジネスにおけるプラットフォームの多角化
は企業の業績と負の関係性にあることが推測されるが、特定プラットフォームに依存する
危険性から、プラットフォームビジネスを行っている企業は産業内多角化を実行せざるを
得ないのである。 
 
仮説 1：プラットフォームビジネスにおいて、企業の産業内多角化の程度と業績には負の関
係性が存在する 
 
2.2. 産業内多角化と業績の関係性に内部キャラクター利用が与える影響 
組織内の資源を利用する機会が多いほど、産業内多角化による企業業績は向上すること
が推測される。何故なら、産業内多角化は企業の元の事業分野と近しい分野への多角化であ
るため、資源や必要となる知識の関連性は高くなりやすく、新しい事業分野においても元の
事業分野で培った内部資源を活用しやすい。また、産業内多角化の程度が増加するほど、範
囲の経済の効果が加速度的に増加し(Jones and Hills, 1988)、資源の共有と配分の機会を増加
させるのである(Zahavi and Lavie, 2013)。 
加えて内部資源は使えば使うほど、その資源に対する認識・理解が深まるため、より効果
的・効率的な使い方ができるようになりコストの低下につながる。さらに、内部資源を多重
利用することで顧客の認知も上がり、資源を使うことで安定的に製品を売り出すことがで
きるようになるのである。 
本研究の分析対象であるコンシューマゲーム産業における重要な内部資源として、内部
キャラクターが挙げられる。キャラクターとは、漫画・アニメ・映画・テレビ番組などに登
場する登場人物を指すが、内部キャラクターとは特にゲーム内に登場するキャラクターを
指している。これらの内部キャラクターの認知度や世界観を利用することで、消費者の関心
を引きやすくしているのである。さらに、内部キャラクターを多重利用することで、既存デ
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ザインの活用によるコストの低下や、独自キャラクターによる模倣困難性を獲得すること
で、企業業績を向上させることもできると推測される。 
以上より、内部キャラクターの利用経験の多さは、産業内多角化と業績の負の関係性を和
らげることが推測される。 
 
仮説 2a：内部キャラクターの利用経験が多いほど、産業内多角化と業績の負の関係性を低
減させる 
 
2.3. 産業内多角化と業績の関係性に外部キャラクター利用が与える影響 
企業間のパートナーシップは他社の資源へとアクセスし、両者の資源を組み合わせるこ
とを可能とする(Ahuja, 2000; Eisenhardt and Schoonhoven, 1996)。もし、パートナー企業と自
社の資源の関連性が高い場合、類似の生産設備や開発資源だけでなく、顧客や市場資源にお
いてもパートナー企業と共有するようになる(Wang and Zajac, 2007)。このように関連性の高
いパートナーシップは資産や経営活動の重複を発揮し(Dussauge, Garrette, and Mitchell, 2000)、
より多くのパートナーシップ資源とパートナー企業の内部資源を生み出すことにつながる
のである。逆に、パートナー企業と自社の資源の関連性が低い場合、企業はそれぞれ得意な
資源・能力が異なるため、それらを補完的に組み合わせることで、より価値を高めることが
できるとされている(Harrison et al, 2001)。そのため、企業は外部資源の利用に必要な価格を
支払っても、それ以上の価値を創造することができるのである(Conner, 1991; Lippman and 
Rumelt, 2003)。 
さらに、パートナーシップ関係より得られる外部資源を多重利用することで、組織間の信
頼が醸成され、取引コストの低下、調整コストの低下などの恩恵を得ることができ組織内資
源と同じように、より効果的・効率的な使い方ができるようになると推測される。 
コンシューマゲーム産業においても、外部キャラクターを多重利用することで、自社のキ
ャラクターとコラボレーションした独自の製品の開発による競争圧力の低下や、外部企業
との調整コストの低下による製品価値の向上などの恩恵を得ることができると推測される。 
以上より、外部キャラクターの利用経験の多さは、産業内多角化と業績の負の関係性を和
らげることが推測される。 
 
仮説 2b：外部キャラクターの利用経験が多いほど、産業内多角化と業績の負の関係性を低
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減させる 
 
2.4. 資源のモデレート効果に資源の利用経験が与える影響 
企業はより複雑で洗練されたサービスが重視されるようになり、資源に対する需要はま
すます高まっている。そして顧客ごとの特有な要求を解決するためには、全般的かつ産業特
殊的な技術スキルと経験が従業員に求められるようになってきているのである(Sirmon and 
Hitt, 2009)。さらに顧客企業が望む解決策は企業ごとに異なるため、従業員のスキルは企業
特殊的また時には顧客特殊的なものにする必要がある。そうして価値があり、希少な資源を
所有することが企業の競争優位につながるとされてきた(Porter, 1985)。しかし、企業は価値
ある資源を所有するだけでは不十分であり、それらの資源を効果的に束ね、扱う能力も重要
であると言われている(Hansen et al., 2004; Kor and Mahoney, 2005; Sirmon et al., 2008)。 
資源ベース論における研究では、戦略的資源と組織能力が競争優位と高業績を獲得する
ために必要不可欠であるとしている(Barney, 1991, 2007; Mahoney and Pandian, 1992; Newbert, 
2008; Wernerfelt, 2013)。資源は企業の利益の源泉であり、能力は人々と資源を結びつける複
雑なパターンであるとしている(Grant, 1991)。多角化戦略による価値創造は特異な資源とそ
れをコントロールできる能力に左右されるとしている(Mackey et al, 2017)。何故なら、企業
は資源を異なる環境に適応させる能力がなければ、範囲の経済の恩恵を享受することがで
きないからである。また、価値のある特異な資源と能力の組み合わせは、企業に競争優位を
もたらすとともに、企業戦略の効果をより高めたり他社が模倣できないような戦略を打ち
出したりすることを可能とするのである(Dyer and Singh, 1998; Eisenhardt and Schoonhoven, 
1996)。資源と能力の効率的な配分を行うことで、企業は資源を効果的にサービスに変換す
ることができる(Hansen et al., 2004; Sirmon et al., 2007)。特にサービス業では、企業の競争優
位を築き上げる能力は個人の能力に強く由来するため、資源とそれを扱う人材の能力が重
要であるとされている。何故なら、サービス業では戦略的資源の多くは無形資源であるため、
その価値を十全に活かすためには、それを扱う人材の資源の継続的な利用(continuum)による
知識・経験が重要になるからである(Nonaka and Krogh, 2009)。 
産業内多角化研究においても、Wu(2013)は企業の能力を機会費用に左右されないスケー
ルフリーな資源(例えば、知識、ブランド、企業の評判など)と機会費用の対象となるノンス
ケールフリーな能力(例えば、効果的な製品開発チーム、経営管理能力など)に区別し、それ
ぞれの資源が産業内多角化に与える影響について分析を行っている。スケールフリーな能
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力が複数の市場で同時に使用しても問題ないのに対し、ノンスケールフリーな能力は同時
に利用することができないため、市場の変化に応じて、組織内で配分する必要があるとして
いる(Capron, 1999; Helfat and Eisenhardt, 2004)。特に、類似性の高い製品・分野への多角化で
ある産業内多角化では、製品間での資源の配分の機会はより多くなるため(Jones and Hill, 
1988)、資源配分が重要であると指摘している。ただし、Wu(2013)の研究では、あくまで企
業の能力をスケールフリーとノンスケールフリーに分けて、それぞれの単独の業績への効
果についてしか言及されていない。 
前述の通り、企業は新たな戦略を実行する際には、企業が所有する資源とそれを扱う能力
の組み合わせが重要であるが、既存の産業内多角化研究ではそうした研究は行われていな
い。そのため、企業内外の資源とそれを扱う人材の能力の組み合わせが産業内多角化と業績
に与える影響を分析する。 
企業が内部の資源・知識を活用する場合、組織の人材の内部資源の利用経験が多いほど、
より効果的に活用することができると推測される。何故なら、企業内部の資源には複雑かつ
特有の暗黙知的な特徴が存在する場合が多い (Kogut and Zander 1992, McEvily and 
Chakravarthy 2002)。こうした暗黙知は個人あるいはグループの経験や活動を通じて、内部に
醸成される知識であり(Polanyi, 1966)、外部からは模倣しにくく、また形式知化しようとし
ても簡単にできるものではない(Cook and Brown, 1999; Nonaka, Takeuchi, and Umemoto, 1996)。
そのため、暗黙知は一般的な知識と異なり、利用しても枯渇するどころか、むしろその能力
を拡大することができるのである(Kraaijenbrink, Spender, and Groen, 2010; Peteraf 1993; Winter 
and Szulanski 2001)。知識創造に関する研究では、暗黙知と形式知は個々に存在するのでは
なく、相互依存の関係にあり、相互作用を働かせることで、新しい知識を生み出すとされて
いる(Nonaka, 1994; Nonaka, Umemoto, and Senoo, 1996)。そのため、内部資源に対する形式知
だけでなく、その内部資源の背景に存在する暗黙的な部分まで理解して初めてその知識を
十全に扱うことができるのである。 
コンシューマ産業においては、内部キャラクターは企業が所持する無形資産であり、その
キャラクターの背景や活用の仕方など暗黙的な部分まで理解した人材が活用することで、
初めてそのキャラクターを十全に活用することができるのである。そのため、内部キャラク
ターという資源とそれを扱う人材がキャラクターを利用したことがあればあるほど、より
適切に扱うことができると推測される。実際に、キャラクターのような企業が所持するブラ
ンドとその資源配分能力が業績に強い影響を与えることが実証されている(Sullivan, 1998; 
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Rust et al. 2004)。 
加えて、企業内部のキャラクターはグループを通じて活用することで、強い紐帯と呼ばれ
るような強い関係をメンバーと結ぶことができる(Krackhardt, 1990)。この強い紐帯の関係で
は、お互いが頻繁な情報のやり取りしているため、類似する情報や知識を保有しやすい。ま
た、密なコミュニケーションをとることで、信頼関係や協働も行いやすくなり(Uzzi, 1996)、
メンバー間の調整のためのコストも低下するのである。 
以上より、企業の内部キャラクターを活用する際、ディレクター達の内部キャラクターの
平均利用経験が多いほど、より効果的な活用ができると推測される。 
 
仮説 3a：企業のディレクターの内部キャラクターの平均利用経験が多いほど、産業内多角
化と業績の関係性への内部キャラクター利用のモデレート効果を強める 
 
内部キャラクターとは逆に、企業外部のキャラクターを活用する場合、個人の外部キャラ
クターの利用経験が多い方が、より効果的に活用することができると推測される。何故なら、
外部キャラクターを利用する場合、情報を交換する機会が少ないアクターから普段得られ
ることができない異質な情報や知識を得られやすくなる(Granovetter, 1985)。また弱い紐帯に
よる異質な情報や知識の活用は高い創造性を発揮することも実証されている（Perry-Smith, 
2006）。 
そのため、外部資源の利用経験のある人材と外部資源を組み合わせることで創造性を発
揮することができ、企業業績を向上させることができると推測される。 
 
仮説 3b：企業のディレクターの内部キャラクターの平均利用経験が少ないほど、産業内多
角化と業績の関係性への外部キャラクター利用のモデレート効果を強める 
 
以上の仮説 1から仮説 3までを図示したものが図 6-1である。 
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図 6-1：仮説モデル図 
 
 
3. リサーチメソッド 
 
3.1. サンプルとデータ 
本研究は日本のコンシューマゲーム産業を対象に 1997 年から 2016 年までのパブリッシ
ャーのデータを用いた。本研究で日本のコンシューマゲーム産業のデータを用いた理由は
大きく三つ存在する。第一に、コンシューマゲーム産業では多くの企業が産業内多角化を実
行しているからである。パブリッシャーは複数のプラットフォーム(言い換えれば、 ゲーム
機)の存在と近年のゲーム開発費の高騰に伴い、開発リスクの分散と販売チャネルの拡大を
目的としたマルチ・プラットフォーム戦略を採用することが一般的となっている(みずほ産
業調査、2014)。加えて、コンシューマゲーム産業においてハードウェア(言い換えれば、 ゲ
ーム機)の生産とソフトウェア(言い換えれば、 ゲームソフト)の生産との間に相互依存性が
低いため(新宅・田中・柳川, 2003)、パブリッシャーがゲームソフトを制作する際の自由度が
高いことも、多角化しやすい要因であると言える。第二に、パブリッシャーのプラットフォ
ームとアウトソーシングに関するデータが容易に入手可能だからである。コンシューマゲ
ーム産業で発売されたゲームソフトに関してどのプラットフォームから発売されたか、ど
の企業が販売・開発したのかに関するデータが入手可能である。そのため、各企業の毎年の
アウトソーシングの割合も容易に判別することができる。第三に、産業内多角化の程度を容
易に測定することができるからである。ゲームソフトの開発は日本標準産業分類で 4 桁の
細分類項目であるゲームソフトウェア業(3914)にすべて含まれる。コンシューマゲーム産業
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での異なるプラットフォームへの多角化は、ゲームソフトウェア業内での多角化であり、同
一産業での新しい製品ラインと考えられるため、産業内多角化と判断することができる。そ
のため、各ゲームソフトの販売プラットフォームから、企業の産業内多角化の程度を測定す
ることができるのである。 
各ゲームソフトのプラットフォームやパブリッシャーのデータに関してはメディアクリ
エイト社の「ゲーム産業白書 1999-2017」内の販売ゲームソフトランキングのデータを用い、
期間内に 282企業の 1,393 の観測値が得られた。そこから、一年間の販売ゲームタイトル数
が 1本のみのパブリッシャーのデータを除外した。何故なら 1本しか出していない企業は、
複数のプラットフォームでゲームソフトを提供可能であるがしていないのか、単一のプラ
ットフォームにしか出せないのかが判断できないからである。さらに、パブリッシャーのう
ち任天堂、ソニー、マイクロソフトのデータも除外した。何故ならこれらの企業は同時にゲ
ーム専用ハードの開発企業でもあるため、自社製品を自社のプラットフォームのみで提供
するからである。デベロッパーのデータに関しては、Developer Table(http://review-
site.net/dt/index.php)やパブリッシャーのウェブサイトからデータを入手した。最終的なサン
プルサイズは 115企業の 682企業－年度データである。 
また、資源・能力の有無による産業内多角化の差異を確認するため、資源を所有していな
い企業(企業内部のキャラクター資源を用いたゲームソフトの本数=0)と資源を所有してい
る企業(企業内部のキャラクター資源を用いたゲームソフトの本数>=1)の単一・複数プラッ
トフォームの割合を比較した。資源を所有していない企業の 64.6%はマルチ・プラットフォ
ームであり、資源を所有している企業の 88.8%はマルチ・プラットフォームを展開しており、
t検定の結果より両者には有意な差(p<.01)が存在した。しかし、資源を所有していない場合
でも約 3 分の 2 の企業が産業内多角化していることからも、産業内多角化が一般的に行わ
れていることが伺える。 
 
3.2. 変数と測定尺度 
従属変数 
平均販売本数 
平均販売本数は、企業 iの t年度の各販売タイトルのごとの売上本数の総和を販売タイト
ル数で除したものである。従属変数で一年間のラグを取ることで、t年度の独立変数とコン
トロール変数が t+1年度の企業の業績にどのような影響与えるのかを分析した。産業内多角
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化の先行研究では売上高成長率を用いた研究が多く行われているが(例えば、Tanriverdi and 
Lee, 2008, Zahavi and Lavie, 2013)、本研究では全企業の売上高のデータを入手することがで
きなかったため、ランキングに記載されたタイトルの平均販売本数を従属変数として用い
た。またコンシューマゲーム産業では、販売本数からゲームタイトルの成否が判断されるこ
とも多く、一般的に 3~5 万本が損益分岐点であり、10 万本を超えればヒット商品とみなさ
れる。そのため、コンシューマゲーム産業のパフォーマンスを測る指標としても適切である
と判断した。 
 
独立変数 
産業内多角化 
伝統的な産業間多角化研究では、多角化の測定尺度として企業の産業セグメントごとの
売上高比率を SICコードを基準に測定して利用している(Palepu, 1985; Farjoun, 1998; Geringer 
et al., 2000)。しかし、産業内多角化ではその測定尺度を用いることは出来ないため、産業内
多角化の程度をコンシューマゲーム産業におけるゲームソフトのプラットフォーム販売構
成比率から算出した。コンシューマゲーム産業では期間内に 24種類のプラットフォームが
存在41している。また、産業内多角化はハーフィンダル指数を用いて測定した(Montgomery, 
1982; Zahavi and Lavie, 2013)。産業内多角化は、𝐷𝑖𝑣𝑒𝑟𝑠𝑖𝑡𝑦𝐻𝑖𝑡 = 1 − ∑ 𝑀𝑖𝑗𝑡
2
𝑗 によって算出し、
Mijtは企業 i のプラットフォーム j における t 年度のプラットフォーム販売本数の構成比率
である。 
 
モデレータ変数 
内部・外部キャラクター 
内部キャラクターは企業の t 年度までの全内部キャラクター42を利用したゲームソフトの
累積和で算出した。また外部キャラクターは企業外の t 年度までの全外部キャラクター43を
                                                     
41 第 5章と同じく、観測期間内に発売されていない Nintendo Switchを除いた残りのプラッ
トフォームを用いた。 
42 ゲームタイトルに企業独自のキャラクター名が含まれているゲームを、内部キャラクタ
ーを活用していると判断した(例えば、バンダイナムコ：たまごっちのプチプチおみせっ
ち、スクウェア・エニックス：スライムもりもりドラゴンクエスト、セガ：ソニック ア
ドベンチャーなど)。 
43 ゲームタイトルに企業外部の版権キャラクター名や実在の人物名が含まれているあるい
は、ゲームのコピーライトに企業外部のキャラクターの著作権を所持している企業が入っ
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利用したゲームソフトの累積和で算出した。これらのキャラクターは企業のブランド資源
であり、多くのゲームソフトではキャラクターを前面に押し出したものとなっている。その
ため、ゲーム性を追求する顧客層だけでなく、キャラクターが好きな顧客層の取り込みも狙
うことができる。ただし、本研究では、1999 年以前のゲームソフトのデータを入手するこ
とが困難であったため、1999年以前のキャラクターについては考慮していない。 
ディレクターの内部・外部キャラクター利用経験 
ディレクターの内部キャラクター利用経験として、t年度までの内部キャラクターを用い
て、ゲームソフトを開発したゲームのディレクターの累積和で算出した。これは、ディレク
ターは各ゲームソフトの開発の責任者であり、作品全体のスケジュールや工程などの管理
を行う立場にあるため、彼らの資源の利用経験が作品に大きく反映されると考えられるか
らである。同様に、ディレクターの外部キャラクター利用経験として、t年度までの外部キ
ャラクターを用いて、ゲームソフトを開発したゲームのディレクターの累積和で算出した。
内部・外部キャラクターと同様に、1999 年以前のゲームソフトのディレクターのデータを
入手することが困難であったため、1999 年以前のディレクターの内部・外部キャラクター
利用経験については考慮していない。 
 
コントロール変数 
代替的な説明をコントロールするため、いくつかのコントロール変数をモデルに加えた。
総タイトル数はパブリッシャーi が t 年度に販売したゲームソフトのタイトル数であり、企
業規模を表している。大企業ほどより広範な製品ラインを所持することができるため
(Sorenson, 2000)、この影響をコントロールした。マルチ販売累積値は、販売時点・価格が同
一であるタイトルを複数のプラットフォームに提供している場合にそのタイトルをマルチ
販売しているとカウントした場合の、各 pf ごとの累積値の総和である。ジャンル数はパブ
リッシャーiが t年度に販売したゲームソフトのジャンル数(例えば、アクション、シューテ
ィング、ロールプレイングなど)である。特に日本ではアクションやロールプレイングとい
ったゲームソフトのジャンルが人気であり、ジャンルの違いによる影響を取り除くためジ
                                                     
ている場合、外部キャラクターを活用していると判断した(例えば、バンダイナムコ：ワン
ピース アンリミテッドクルーズシリーズ(漫画)、エレクトロニックアーツ：スターウォ
ーズ バトルフロント(映画)、コナミプロダクション：ワールドサッカー ウイニングイ
レブンシリーズ(実在のサッカー選手)など)。 
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ャンル数をコントロールした(Vaan, Vedres and Stark, 2015)。ベストプライスとは過去に発売
されたゲームソフトの廉価版である。ベストプライスのゲームソフトは過去のゲームソフ
トの移植であるため開発に求められる時間や能力、費用などは新しいゲームソフトと比較
して圧倒的に少ない。そのため t 年度にはパブリッシャーi が発売したベストプライスのタ
イトル数をコントロールした。また景気などの年度の影響も排除するため、年度ダミーをコ
ントロールした。 
 
3.3. 推計方法 
本研究では企業－年度のパネルデータを用いており、固定効果モデルを用いた推計を行
った。固定効果モデルを用いた理由は、ハウスマン検定によって、固定効果モデルが支持さ
れたからである。 
 
4. 分析結果 
 
4.1. 記述統計 
表 6-1は各変数の記述統計と相関係数を表している。この表から、各企業の内部キャラク
ターの平均利用経験は 6回程度であることがわかる。それに対して、分散が 22程度である
ことから企業によって大きな開きが存在することがわかる。これは、大企業や老舗企業が蓄
積した内部資源を何度も使いまわすことで、内部キャラクターの数字が大きくなりやすい
のに対し、新規参入者などは独自のキャラクターを確立していないあるいは所持していな
いことも多いため、このような数字になったと考えられる。これは外部キャラクターにも同
様の傾向がいえる。ただし、外部キャラクターに関しては大企業や老舗であっても積極的に
活用していない例も存在する44。また、ディレクターの内部キャラクターの利用経験は 1を
わずかに上回る程度であり、これはほとんどのディレクターが同じキャラクターを利用し
たことがないあるいはキャラクターソフトを製作したことがないことを意味する。このよ
うな値になる理由は、そもそも企業が内部キャラクターを用いて製作しているゲームソフ
                                                     
44 例えば、セガ・エンタープライゼスは、元々プラットフォームホルダーで会ったことも
あり、企業独自のキャラクター資源を豊富に持っているため、大企業ではあるが、外部キ
ャラクターを利用したゲームソフトは内部キャラクターを利用したゲームソフトの 3 割程
度に留まっている。 
107 
トが全ゲームソフトの 2割程度45であり、企業で成功している作品のシリーズは担当するデ
ィレクターが決定していることも多いため、このような平均値になったと推測される。 
 
表 6-1：記述統計と相関係数 
 平均 分散 Min Max 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
1.平均販売本数 67496 102622 1433.5 1395026          
2.Pf多角化度 .385 .281 0 .838 -.017         
3.内部キャラクター 6.096 21.898 0 171 .147* .213*        
4.外部キャラクター 10.906 47.402 0 648 -.026 .231* .370*       
5.ディレクターの内部 
キャラクター利用経験 
1.056 2.189 0 20 -.062 .327* .285* .603*      
6.ディレクターの外部
キャラクター利用経験 
.231 1.097 0 12 -.006 .119* .037 .051 .225* .240*    
7.マルチ累積値 8.119 22.700 0 177 -.094* .379* .418* .584* .670* .088*    
8.ジャンル多角化度 .406 .296 0 .880 .081 .472* .224* .248* .273* .184* .263*   
9.ベストプライス 1.625 4.501 0 38 -.025 .394* .355* .414* .605* .198* .648* .283*  
10.総タイトル数 11.926 18.147 2 149 .008 .443* .393* .739* .766* .240* .709* .420* .762* 
N=682, 有意水準 *p<.01 
 
4.2. 分析結果 
表 6-2は t+1年度の平均販売本数を従属変数とする分析結果を表している。表 6-2の分析
結果から、本研究の全ての仮説が支持された。モデル 1はコントロール変数のみの影響を表
している。モデル 2では産業内多角化の係数が有意な負の値である(b=-.099, p<.01)ことから、
仮説 1が支持された。モデル 3は、産業内多角化と内部キャラクター・外部キャラクターと
の交互作用の影響を表している。産業内多角化と内部キャラクターの交互作用の係数が有
意な正の値であることから、産業内多角化と産業内・産業間キャラクターの交互作用が、産
業内多角化と業績の負の関係性の効果を低減させていることを示している。よって、仮説 2a
                                                     
45 4 割程度が外部キャラクターを利用したゲームソフトで、残りがキャラクターゲームで
はない作品となっている。 
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および仮説 2b が支持された。モデル 4a およびモデル 4b は、企業のディレクターの内部キ
ャラクター利用経験が下位 50%と上位 50%で分けた場合の平均販売本数への影響を表して
いる。モデル 4b では産業内多角化と内部キャラクターの交互作用が正の有意な値である
(b=.210, p<.01)ことから、内部キャラクターの利用経験が多いディレクターは、内部キャラ
クターを利用することで産業内多角化と業績の負の関係性の効果を低減することを示して
いる。よって仮説 3aが支持された。同様に、モデル 5bでは、産業内多角化と外部キャラク
ターの交互作用が正の値ではあるが有意ではないことから、ディレクターの外部キャラク
ター利用経験の多さは、産業内多角化と業績の負の関係性に特に影響していないことを示
している。よって仮説 3bが棄却された。また仮説 3a の結果の頑健性を確認するため、ディ
レクターの内部キャラクター利用経験がない場合(ディレクターの内部キャラクター利用経
験=0, N=397)と内部キャラクター利用経験がある場合(ディレクターの内部キャラクター利
用経験≧1, N=285)で分析した場合でも同様の結果が得られた。 
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表 6-2：分析結果 
DV: t+1平均販売本
数 モデル 1 モデル 2 モデル 3 
モデル 4a 
内部経験
低 
モデル 4b 
内部経験
高 
モデル 5a 
外部経験
低 
モデル 5b 
外部経験
高 
産業内多角化度 
 
-.080** 
(.014) 
-.026 
(.528) 
-.034 
(.564) 
-.001 
(.985) 
-.034 
(.412) 
.362 
(.509) 
内部キャラクター 
  
-.225*** 
(.000) 
-.336*** 
(.000) 
-.236*** 
(.000) 
-.183*** 
(.000) 
.605 
(.645) 
内部キャラクター
*Pf多角化度 
  
.084*** 
(.001) 
-.067 
(.146) 
.210*** 
(.000) 
.028 
(.362) 
-.167 
(.891) 
外部キャラクター 
  
-.555*** 
(.004) 
-.633** 
(.015) 
.429** 
(.049) 
-.558*** 
(.004) 
-1.273 
(.546) 
外部キャラクター
*Pf多角化度 
  
.477*** 
(.001) 
.593** 
(.021) 
-.303* 
(.070) 
.475*** 
(.001) 
.494 
(.680) 
マルチ累積値 -.016 
(.636) 
.002 
(.958) 
-.055 
(.148) 
.139 
(.160) 
-.100*** 
(.006) 
-.043 
(.316) 
-.023 
(.901) 
ジャンル多角化度 -.028* 
(.405) 
-.026 
(.470) 
-.010 
(.779) 
-.002 
(.955) 
-.015 
(.834) 
-.040 
(.284) 
1.334** 
(.033） 
ベストプライス版 -.046 
(.190) 
-.027 
(.477) 
-.032 
(.408) 
-.057 
(.507) 
-.063* 
(.078) 
.011 
(.803) 
-.364* 
(.061) 
総タイトル数 -.065 
(.248) 
-.164*** 
(.005) 
-.256*** 
(.000) 
-.457*** 
(.000) 
.022 
(.753) 
-.272*** 
(.000) 
-.170 
(.629) 
年度ダミー Included Included Included Included Included Included Included 
N 682 682 682 518 164 631 51 
調整済み R2 .201 .296 .481 .501 .686 .487 .672 
有意水準: *p<.10, **p<.05, ***p<.01 ()内は p値を示している 
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5. 分析結果に対する考察 
 
本研究では、日本のコンシューマゲーム産業を対象に、産業内多角化と業績の負の関係性
に組織内資源と組織間資源がどちらも産業内多角化と業績の負の関係性を低減することを
実証した。さらに、その低減効果はディレクターの内部資源の多重利用経験で異なることが
実証された。すなわち、ディレクターの内部資源の多重利用経験が少ない場合には、産業内
多角化と組織外資源の交互作用が組織外資源の低減効果を強め、ディレクターの内部資源
の多重利用経験が多い場合には、産業内多角化と組織内資源の交互作用が組織内資源の低
減効果を強めことを実証した。 
本研究の既存の資源ベース論の研究に以下の二点で貢献を果たした。 
第一に、企業が所有する資源を組織内・組織外の資源に区別した上で、産業内多角化と業
績への関係性を実証した点である。本研究の結果から、組織内・組織外の資源はいずれも産
業内多角化と業績との関係性に正の効果をもたらした。これは、内部資源を多重利用するこ
とで、その知識に対する暗黙的な知識や経験などを醸成することができ、それが資源の効果
的な活用に繋がるのである。また外部資源に関しても、内部資源と同様の効果を認められる
だけでなく、他社とのやり取りを重ねることで、外部資源の活用にかかる取引コスト・調整
コストの低下から、効率的に作業を進め、高品質の作品を製作することができるのである。
ただし、内部資源と外部資源が業績に与える直接効果に関しては、いずれも負の効果となっ
ていた。これは、同一の資源を使い続けるだけでは、顧客から飽きられてしまうためである
と推測される。特に、コンシューマゲーム産業において、同一プラットフォームで以前に利
用したキャラクターのゲームソフトを製作する場合、同一プラットフォームであるためプ
ラットフォームの処理できるスペックに大きな変更がない。そのため、焼き直しの作品にな
りやすいこと、一作目からの時間経過によってプラットフォームの陳腐化の進行による目
新しさの低下などの問題点が存在する。そのため、企業は新しいプラットフォームで最新の
技術を活用することで、内部キャラクターの効果を十全に発揮することができるようにな
ると推測される。 
第二に、ディレクターの内部・外部キャラクターの利用経験の有無によって組織内・組織
間の資源との交互作用の効果が異なることを実証した点である。具体的には、内部キャラク
ターを用いた開発経験のあるディレクターは、企業内の暗黙的な知識を理解することで、組
織内の資源をより効果的に活用することができる。一方、外部資源を用いた開発経験のある
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ディレクターは、必ずしも外部キャラクターを効果的に活用することができているわけで
はなかった。むしろ、外部資源を用いた開発経験のないあるいは少ないディレクターの方が、
外部キャラクターを効果的に活用することができているのである。 
本研究の限界点は以下の三点である。 
第一に、本研究では内部・外部資源をキャラクターなどの無形資源のみに焦点を当ててい
るため、例えば人材や開発設備などの有形資源の利用に関しては異なる結果が得られるか
もしれない。特に製品の共同開発を行うときに人材を共有などを行う場合には、無形資源に
比べて共有の難易度は高く、かかるコストも増加するため、それらの影響を考慮する必要が
ある可能性が高い。 
第二に、ディレクターの外部キャラクターの利用経験のサンプルサイズが小さかったた
め、必ずしも正しい結果が得られているとは限らない。本研究では外部キャラクターの利用
経験がある企業のサンプルサイズは N=51 と小さかったため、必ずしも正しい分析結果が得
られたとは限らない。今後はより大きなサンプルサイズを得られる産業において改めて分
析をおこなうことで、異なる結果が得られる可能性が存在する。 
第三に、本研究では日本国内の販売本数のみに注目して分析を行ったが、海外の販売本数
も含めて分析を行うことで、より正確な分析をすることができると推測される。何故なら、
企業や製品によっては海外での販売に主軸を置いており、日本国内での販売本数よりも世
界全体での販売本数を増やすことを目的に制作されているゲームソフトも存在するため、
国内での販売本数が少なかったからといって、必ずしも失敗したとは言い切れない場合が
存在する46。そのため、海外の販売本数を含めた値や指標を用いることで、本研究の精緻を
さらに高めることができるであろう。 
                                                     
46 例えばセガの看板キャラクターである「ソニック」の最初の作品である『ソニック・
ザ・ヘッジホッグ』(1991年発売)は日本国内 27万本に対して、海外では 1,500 万本を売り
上げたとされている。さらに近年の作品では、マイクロソフトの人気 FPS(ファースト・パ
ーソン・シューティング)シリーズの『Halo 3』(2007 年発売)は、海外で 1,100万本売れた
のに対して、日本国内では約 8万本とお世辞にも成功したとは言えない売上本数となって
いる。 
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第 7章 本研究の結論と意義 
 
1. 本研究のリサーチクエスチョンに対する回答 
 
本研究では、第Ⅰ部において、既存の産業内多角化研究のレビューから得られた知見より、
産業内多角化研究における 3つのリサーチクエスチョンを導出した。そして、第Ⅱ部では導
出した 3 つのリサーチクエスチョンに対してそれぞれ実証分析を行い、それぞれのリサー
チクエスチョンに対する回答を提示した。以下は 3 つのリサーチクエスチョンの導出とそ
の分析から得られた知見について記す。 
 
1.1. 産業内多角化と業績に内部資源が与える影響 
第Ⅰ部では、第一のリサーチクエスチョンとして、「産業内多角化と業績の関係性に企業内
部の資源と産業特性はどのような効果を与えるのか」を提示した。先行研究のレビューにお
いて、産業内多角化と業績には一意な結果が見られないことを説明した(Li and Greenwood, 
2004; Tanriverdi and Lee, 2008; Zahavi and Lavie, 2013)。既存の産業内多角化研究では主にハ
イテク産業を対象に産業内多角化と業績に影響を与える要因について分析を行ってきたが、
各産業の特性についてほとんど考慮してこなかった(Park and Jang, 2013)。これは産業内多角
化研究が産業間多角化研究と異なり、同一産業の多角化であり、市場間の差異は産業間多角
化と比べてそれほど大きくないことが理由として挙げられる。加えて、他産業との比較がで
きないため、産業の特性といった要因を分析する上でそこまで考慮する必要がないからで
ある。しかし、Park and Jang (2013)は各産業にはそれぞれ特徴があり、そうした産業特性は
企業戦略の意思決定や結果に強い影響を与える可能性が高いと主張している。例えば、
Zahavi and Lavie (2013)は、ハイテク産業では技術資源が産業内多角化と業績の関係性に重要
な影響を与えているとした。これに対して、Park and Jang (2013)はレストラン産業を対象に
分析を行い、ハイテク産業とは異なる要因がレストラン産業においては重要であることを
指摘している。彼らの研究では、レストラン産業ではハイテク産業で重視されるような技術
の尖度よりも、経験豊富な従業員の存在の有無が業績に与える影響が大きいことを実証し
ている。また、レストランで提供するサービスは無形であり分割不可能であるため、産業内
多角化を行う際にはハイテク産業と異なる文脈が存在することを指摘している。
Colombo(2014)は、オープンソフトウェアの中小企業を対象に研究を行い、ソフトウェア産
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業では中小企業は常に急速な技術革新によって、新しく多様な市場機会にさらされる環境
であるとした(Eisenhardt, 1989)。そのため、ソフトウェア産業では新しい製品市場機会がど
こに存在するかを捉える能力こそが重要であると主張している(Kim and Kogut, 1996)。この
ように、産業特性の違いは、特定の産業を分析する際に注目するべき要因の違いを産み出し
ていると言える。そのため、産業特性を考慮した要因を分析に加えることは産業内多角化と
業績の関係性にも異なる影響を与えることが推測されるが、そうした要因を考慮した上で
実証を行っている研究はほとんど存在していない(Park and Jang, 2013)。本研究では、調査対
象となる産業の産業特性が何かを考慮した上で、企業内部の資源が業績に与える影響につ
いて分析を行うため、上記のリサーチクエスチョン 1を導出したのである。 
第一のリサーチクエスチョンに対し、本研究では日本の情報サービス産業を対象に分析
を行い、産業内多角化と業績に逆 U 字型の関係性が存在することを実証した。また資格の
多様性は産業内多角化と業績の逆 U 字型の関係性をモデレートするが、その負のモデレー
ト効果は産業内多角化の程度が低い場合により強く表れることを実証した。この分析結果
から以下の知見を得られた。 
第一に、各産業の文脈は産業内多角化と業績の関係性に強い影響を与えていることが示
唆された。過去のハイテク産業に関する先行研究は U 字型や S 字型の関係性を実証したが
(Zahavi and Lavie, 2013；Hashai, 2015)、これらの研究では企業の産業内多角化の程度が低い
場合には、範囲の経済の恩恵を十分に得られず、負の移転効果や適応コストの問題から業績
が低下するとしていた。しかし、本研究の調査対象である情報サービス産業では前述のハイ
テク産業と異なり受託型事業という特徴を有している。企業の所持する内部資源である資
格の種類と数がサービスの提供に非常に重要となる。そしてこの資格は複数の事業分野で
活用できるため、産業内多角化の程度が低い場合にも、産業内多角化を実行することで範囲
の経済の恩恵を享受することが出来るのである。このように、産業ごとの特性の違いによっ
て、産業内多角化と業績の関係性は異なる可能性が高いことが本研究の分析結果からも推
測される。 
第二に、本研究の分析結果は情報サービス産業において調整コストが産業内多角化に影
響を与えていることを示唆している。先行研究において、産業間の非関連多角化や関連多角
化が進むほど、調整コストは上昇することが実証されている(Bergh and Lawless, 1998; Zhou, 
2011)。本研究においても先行研究と同様に、産業内多角化が進むほど調整コストが上昇す
ることを推測した。情報サービス産業において、産業内多角化の度合いが高まった場合に企
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業は多様な市場・製品カテゴリーと多様な資格を持つ人材を抱えることになる。そのため、
産業内多角化の度合いが低い場合と比較して、市場・製品カテゴリー間の関係性は複雑とな
り、人材の調整コストも増加するため(Jones and Hill, 1988; Rawley, 2010; Zhou, 2011)、企業の
業績は低下しやすくなると推測される。本研究の分析結果は、調整コストの効果を直接測定
していない。しかし、企業の産業内多角化の程度が高くなった場合に、調整コストの増加に
よって企業の業績が低下している可能性が高いことを示唆している。 
第三に、企業の内部資源である資格の多様性が産業内多角化と業績の関係性に及ぼすモ
デレート効果を明らかにした。先行研究では技術資源を保有する企業は U 字型の関係性が
強化されることを実証している(Zahavi and Lavie, 2013)。しかし、それ以外の経営資源には
言及されておらず、産業内多角化にどのような効果を及ぼすのかも明らかにされていなか
った。本研究の分析結果から、資格の多様性という企業内の人的資源は受託産業である情報
サービス産業において産業内多角化と業績の逆 U 字型の関係性をモデレートすることが実
証された。特に、そのモデレート効果は産業内多角化の程度が低い場合により強く表れるこ
とが実証された。すなわち、企業の産業内多角化の程度が低い場合、資格の多様性が大きい
ほど、産業内多角化を進めることで企業業績も高まりやすいのである。 
 
1.2. 産業内多角化と業績に外部資源が与える影響 
次に本研究では、第二のリサーチクエスチョンとして、「産業内多角化と業績の関係性に
企業外部の資源と産業特性はどのような効果を与えるのか」を提示した。 
産業内多角化の先行研究において、産業内多角化と業績の関係性は様々な実証結果が得
られてきた。そのため、多くの研究は産業内多角化と業績の関係性に影響を与える要因につ
いても分析を行っている。例えば、人的資源(Kor and Leblebici, 2005)、蓄積された知識
(Tanriverdi and Venkatraman, 2005)、多角化経験(Sohl, 2011)、技術資源(Zahavi and Lavie, 2013; 
Hashai, 2015)などである。これらの先行研究では、企業内部の資源・能力の活用が産業内多
角化と業績の関係性に正の影響を与えることを実証してきた。 
このように既存研究では、企業内部の資源に注目した研究が行われているが、企業外部の
資源に注目した研究はほとんど行われてこなかった。しかし、企業が実際に新しい産業・市
場に進出する際、企業内部の資源・能力のみを用いてすべての経営活動を行うことは困難で
ある。そのため、外部資源を用いることで生産の効率性を高めたり、不得手とする分野にか
かるコストを低下させたりすることで可能となる。また、企業内部で解決が困難な問題を切
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り分けることができる場合には、それを外部に任せる方法も存在する(von Hippel, 1994)。さ
らに、企業が企業外部に複数の資源の入手先を所持することは、多角化リスクの低減に繋が
るとも言われている(Parmigiani, 2007)。そのため、企業内部の資源のみならず企業外部の資
源も産業内多角化と業績の関係性に影響を与えることが推測されるのである。 
そこで、本研究では企業内の資源のみならず企業外の資源を分析対象に加えることで、異
なる性質の資源が産業内多角化と業績の関係性に与える影響を分析するために、上記のリ
サーチクエスチョン 2を導出したのである。 
第二のリサーチクエスチョンに対し、本研究では、日本のコンシューマゲーム産業を対象
に分析を行い、コンシューマゲーム産業では産業内多角化と業績の間に負の関係性が存在
し、製品開発のアウトソーシングの割合が産業内多角化と業績の負の関係性を低減してい
ることを実証した。この分析結果から以下の知見が得られた。 
第一に、産業内多角化研究の文脈における境界条件を発見した。プラットフォームビジネ
スを行っている産業では、特定のプラットフォームに依存するホールドアップ問題という
特徴が存在している。そのため、プラットフォームビジネスでは、産業内多角化と業績に影
響を与える要因は必ずしも他産業と同じではないことが推測される。さらに言えば、プラッ
トフォームビジネスを含む他のプレイヤー(企業、消費者等)の存在が、製品価値に影響を与
えるようなビジネスでは同様の結果が得られるかもしれない。 
第二に、企業外部の資産も企業内部の資産と同様に産業内多角化と業績の関係性に正の
影響を与えていることを実証した。ただし、与える影響の方向性は同じであるが、その効果
には違いがある可能性が高い。内部資源が企業の市場機会の獲得や製品価値の向上によっ
て業績を向上させる一方で(Barney, 1991)、外部資源は多角化リスクや不確実性の低下によ
って業績を向上させている可能性が高いからである(Parmigiani, 2007; Veugelers and Cassiman, 
1999)。本研究結果からも企業の外部資源は産業内多角化による不確実性のリスクを低下し
ている可能性が高い。 
 
1.3. 資源の利用経験が組織内外の資源のモデレート効果に与える影響 
最後に、第三のリサーチクエスチョンとして、「産業内多角化と業績の関係性に企業内
外の資源とその資源の利用経験はどのような効果を与えるのか」を提示した。 
戦略的資源と業績の関係性に関する研究では、経営者が資源を効果的に活用することの
重要性を実証している(Hansen et al., 2004; Mahoney and Pandian, 1992; Sirmon et al., 2007)。す
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なわち希少な資源を持っているだけでは価値を産み出せず、資源を適切に活用できる能力
があって初めて価値を生み出すことができるため(Penrose, 1959)、資源を適切に活用する組
織能力の重要性も問われるのである。実際に、企業の成功には組織戦略と組織構造、プロ
セスのフィットが重要であるとの指摘もされている(Nadler and Tushman, 1980; Porter, 
1996)。価値のある希少な資源と組織能力を組み合わせることで、企業に競争優位をもたら
すとともに、企業戦略の効果を向上させ、他社が模倣困難な独自の戦略を打ち出すことが
できるようになるのである(Dyer and Singh, 1998; Eisenhardt and Schoonhoven, 1996)。言いか
えれば、たとえ希少な資源を企業が所有している場合でも、その資源を有効活用できない
あるいは活用していない状況においては、価値を産み出すことができないのである
(Penrose, 1959)。そのため、資源自体の価値よりも、資源を有効活用できるような組織能力
の方が、重要となる場合も存在する(Alchian and Demsetz, 1972)。このように、資源と組織
能力を適切に組み合わせることで、企業は資源を効果的に製品・サービスに変換すること
ができるのである(Hansen et al., 2004; Sirmon et al., 2007)。 
特にサービス業においては、企業の競争優位を築き上げる能力は個人の能力に強く依存
しており、資源とそれを運用する人材の能力が重要となる。何故なら、サービス業では戦
略的資源の多くは無形資源であるため、その価値を十全に発揮させるためには、資源を活
用する人材の、資源の継続的な利用(continuum)による知識・経験の蓄積が重要となるから
である(Nonaka and Krogh, 2009)。 
こうした資源と組織能力の組み合わせの重要性は産業内多角化研究でも指摘されてい
る。Wu(2013)の研究では、企業の能力を複数市場で同時に活用可能なスケールフリーな能
力(例えば、知識、ブランド、企業の評判など)と複数市場で同時に活用不可能なノンスケ
ールフリーな能力(例えば、効果的な製品開発チーム、経営管理能力など)とに区別し、そ
れぞれの資源が産業内多角化に与える影響について分析を行っている。スケールフリーな
能力が複数の市場で同時に活用可能なのに対し、ノンスケールフリーな能力は同時に活用
することができない。そのため、企業を取り巻く外部環境や市場の変化に応じて、組織内
で適切に配分し直すことが重要となる(Capron, 1999; Helfat and Eisenhardt, 2004)。特に、類
似性の高い製品・市場分野への多角化である産業内多角化では、製品間での資源配分を活
用できる機会はより多くなるため(Jones and Hill, 1988)、資源配分が重要であるとされてい
る。 
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ただし、Wu(2013)の研究では、企業の能力をスケールフリーとノンスケールフリーに分
けて分析を行っているが、それぞれ個別の業績への効果のみに言及しており、その組み合
わせに関しては考慮されていない。しかし、企業が新たな戦略を実行する際には、希少な
資源とそれを有効に活用する組織能力は同時的に発生するため、相互に強く影響している
ことが推測される。そのため、第四章と第五章では企業内外の資源の産業内多角化と業績
への影響を分析してきたが、それらの資源単体の影響ではなく、実際に活用する組織能力
との組み合わせを分析することが重要であるため、上記のリサーチクエスチョン 3を導出
したのである。 
第三のリサーチクエスチョンに対し、第 6章では日本のコンシューマゲーム産業を対象
に、産業内多角化と業績の負の関係性に組織内資源と組織間資源がどちらも産業内多角化
と業績の負の関係性を低減することを実証した。さらに、その低減効果はディレクターの
内部資源の多重利用経験で異なることが実証された。すなわち、ディレクターの内部資源
の多重利用経験が少ない場合には、産業内多角化と組織外資源の交互作用が組織外資源の
低減効果を強め、ディレクターの内部資源の多重利用経験が多い場合には、産業内多角化
と組織内資源の交互作用が組織内資源の低減効果を強めことを実証した。この分析結果か
ら以下の知見が得られた。 
第一に、組織内・組織外の資源の多重利用はいずれも産業内多角化と業績との関係性に
正の効果をもたらす点である。これは、内部資源を多重利用することで、その資源に対す
る形式知だけではなく、暗黙的な知識や経験などを醸成することができ、それが資源の効
果的な活用に繋がるのである(Nonaka, 1994; Nonaka, Umemoto, and Senoo, 1996)。また、自
社の苦手とするような分野に関して、自社と異なる外部資源を補完的に組み合わせること
で、より製品の価値を高めることができるのである(Granovetter, 1985; Harrison et al., 
2001)。また、他社とのやり取りを重ねることで、外部資源の活用にかかる取引コスト・調
整コストの低下(Ring and Van de Ven, 1994)から、効率的に作業を進めることができるから
であると推測される。 
第二に、資源と能力と適切な組み合わせが重要であることを実証した。個人の資源の利
用経験の有無によって組織内・組織間の資源との交互作用の効果が異なるのである。具体
的には、内部キャラクターを用いた開発経験のあるディレクターは、企業内の暗黙的な知
識を理解することで、組織内の資源をより効果的に活用することができることが実証され
た。一方で、外部資源を用いた開発経験のあるディレクターは、必ずしも外部キャラクタ
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ーを活用することが業績の向上に繋がるわけではなかった。むしろ、外部資源を用いた開
発経験のないあるいは少ないディレクターの方が、外部キャラクターを効果的に活用する
ことができていた。 
 
2. 理論的貢献 
 
本研究の発見事実は、既存の産業内多角化研究と資源ベース論の研究に対して、理論的貢
献を果たした。具体的には、(1)産業内多角化研究における外部資源のモデレート効果を明
らかにした点、(2)資源ベース論における企業内外の資源と組織能力の適切な組み合わせに
ついて示唆を与えた点である。 
第一に産業内多角化研究における外部資源のパフォーマンスへのモデレート効果を明ら
かにした。既存研究においては、産業内多角化と業績の関係性に影響を与える内部資源に関
しては多くの分析がなされてきた(例えば、Kor and Leblebici, 2005; Sohl, 2011; Zahavi and Lavie, 
2013)。その一方で、当該企業と取引関係にあるような外部企業の資源が産業内多角化と業
績の関係性に与える影響に関してはあまり分析がされてこなかった。 
しかし、外部資源の活用は、企業内の技術と補完的に活用することで技術開発時のリスク
や不確実性を低下させることを可能とする(Veugelers and Cassiman, 1999)。さらに、製品や技
術開発において、企業同士の特異な資源・知識を共有することで、企業間のシナジー効果を
誘発しその効用を高めることができるのである(Puranam et al, 2013)。本研究では、日本のコ
ンシューマゲーム産業の実証分析から、外部資源が産業内多角化と業績の関係性に与える
影響を明らかにした。第 5章の分析結果から、企業のアウトソーシング割合の向上は産業内
多角化の負の効果を低減あるいは打ち消す効果があることを実証した。 
これは、産業内多角化が進むほど、後に参入する市場は当該企業にとって既存技術を活か
しにくい、あるいは不得手となる市場である可能性が高い。そのため、外部資源を用いて製
品開発を行うことで、そうした開発リスクをある程度低下させていることが推測される
(Veugelers and Cassiman, 1999)。 
第二に、資源ベース論における組織の資源と能力の適切な組み合わせの重要性に示唆を
与えた。既存の資源ベース論の研究において、戦略的資源と組織能力が競争優位と高業績を
獲得に重要であることが主張されており(Barney, 1991, 2007; Mahoney and Pandian, 1992; 
Newbert, 2008; Wernerfelt, 2013)、資源と能力の組み合わせの重要性について多くの研究がな
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されてきた(Mackey et al., 2017)。しかし、既存研究では、組織内の資源と能力あるいは外部
企業の資源と能力の組み合わせが企業のパフォーマンスに与えるそれぞれ単独の影響のみ
の研究がほとんどである(例えば、Chesbrough, 2003; Li, 2011; Tsai and Wang, 2007)。しかし、
組織内の資源と組織外の資源ではその性質が異なり、効果的に扱うために必要な能力も異
なることが推測されるが、組織内外の資源の違いがパフォーマンスに与える影響について
は分析がなされていない。 
そこで、本研究では、企業が資源を用いる場合、その資源が内部資源か外部資源かによっ
て適切な組織の能力との組み合わせは異なるかどうかを分析した。第 6章の分析結果から、
内部資源と外部資源、そしてそれらを活用する組織能力の違いが、産業内多角化と業績の関
係性に与える影響は異なることを実証した。 
具体的には、内部資源の利用経験は、その知識に対する暗黙的な知識や経験などを醸成す
ることができ(Polanyi, 1996)、それが資源の効果的な活用に繋がるのでため、内部資源とそ
の利用経験の組み合わせは業績の向上に結び付いていた。それに対し、外部資源に関しては、
本研究の分析結果から必ずしも外部資源の利用経験が業績に結び付くわけではないことが
実証された。これは、内部資源に関する知識・経験が企業内部で暗黙的に醸成されるのに対
し、外部資源に関する知識の変化などは内部でコントロールできるものではない。そのため、
過去に利用経験があった場合でも、その外部資源の能力・評判などは当該企業と関係ない場
面において変化している可能性が存在する。こうした理由から、過去の利用経験が必ずしも
結果に結び付くわけではないことが推測される。 
 
3. 実務的貢献 
 
本研究の分析結果から得られた発見事実は、実際の実務に対してもいくつかの提言を与
えることができる。以下には、各章の分析結果から得られた実務的貢献を記す。 
第 4 章の分析結果は、企業が産業内多角化の戦略を決定する際の所持すべき資格の多様
性に関して実務的な示唆を与えた。すなわち、企業は自社の産業内多角化の程度に応じて資
格の多様性を変化させることで業績が向上することを示唆している。情報サービス産業に
おいて産業内多角化の程度が低い場合には、資格の多様性が低い方が特定の資格に注力す
ることが肝要であった。何故ならば、特定の資格に注力することで人数も揃えやすいため、
仕事の受注にも繋がりやすく、業績は高くなりやすい。逆に資格の多様性が高くてもその資
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格を活かしきることができず、各資格の人数の絶対数が少ないために仕事を受注できない
可能性が高くなり、業績は低くなりやすい。そのため、産業内多角化が低い時には特定の資
格に集中し、資格の多様性が高いほど業績が高くなる産業内多角化の水準(0.34)を超えると
ころに達した段階で、多様な資格を保持するようにすることで範囲の経済の恩恵を得るこ
とができるようになり、売上高成長率を効果的に高めることができるだろう。 
ただし企業の産業内多角化の程度が高くなりすぎると、資格の多様性の高低に関わらず
売上高成長率の下がり、その下がり幅には大きな違いは存在していない。すなわち資格の多
様性に関わらず産業内多角化の程度が 0.8 を超えた場合にはほとんどの企業は調整コスト
の増加とユーザ企業からの不支持により売上高成長率はマイナス成長になる。 
また、この 0.8という数字は企業が特定のコアとなる事業分野を持たず、各事業分野で均
一に活用をしていることを意味する。例えば、企業が 5つの事業分野で活動をしている場合
に一つの分野で売上高の 60%を占め、残りの 4つの事業分野での売上が均等(10%)な場合と、
全 5つの事業分野の売上高が均等(20%ずつ)の場合のハーフィンダル指数を比較してみよう。 
前者は、 
1 - {(6/10)2+(1/10)2+(1/10)2+(1/10)2+(1/10)2} = 0.6 
となるのに対し、後者は、 
 1 - {(2/10)2+(2/10)2+(2/10)2+(2/10)2+(2/10)2} = 0.8 
となるように、特定の事業分野に集中している方が、ハーフィンダル指数は低くなる傾向
にあり、0.8以上の数字は企業が突出した分野を持っていないことを意味するのに近いので
ある。これは、第一章で述べた選択と集中の考え方とも合致する。すなわち、企業はコアと
事業を所持したうえで、そのコア事業を活かせるような周辺領域への拡大を行うことで持
続的な成長を維持することができるのである(加護野, 2004)。産業内多角化自体は、範囲の
経済から企業の売上高成長率を向上させるため、企業成長に必要不可欠であるが、同時に産
業内で企業の核となるコア事業を持つことを意識することが重要である。 
第 5章では、コンシューマゲーム産業を対象に産業内多角化と業績の負の関係性を、アウ
トソーシングの割合が和らげるモデレート効果を持つことを発見した。自社よりも優位な
技術・資源を所持している外部企業へのアウトソーシングは製品価値を向上させるととも
に、市場への速やかな参入を可能とする(Argyres, 1996; Barney, 1986; Brown and Eisenhardt, 
1997)。そのため、企業はアウトソーシングの割合を高めることで産業内多角化の失敗リス
クを低下させることができ、また市場の機会も活かしやすくなるのである。特に企業の産業
124 
内多角化の程度が高い場合、企業は多くのプラットフォームに産業内多角化していること
を意味する。多くのプラットフォームに多角化していることは市場機会の獲得というメリ
ットをもたらすが、その一方で企業は各プラットフォームの規格に合わせた開発技術を獲
得するためにヒト・モノ・情報への投資が必要となり、すべてのプラットフォームに自社の
みで対応し続けることは困難なのである。そのため、産業内多角化の程度が高い場合には、
アウトソーシング先が自社と比較して特定のプラットフォームでコストや能力で優位を持
っている場合にアウトソーシングを選択する方が良いのである(Jacobides and Hitt, 2005)。も
しくは、自社の優位な分野と他社の優位な分野を組み合わせることで、補完的な関係を築け
る場合には、企業の技術開発時のリスクや不確実性を低下させるため(Veugelers and Cassiman, 
1999)、こちらもアウトソーシングを積極的に行うべきである。 
逆に産業内多角化の程度が低い時、すなわち製品が単一あるいは少数のプラットフォー
ムに集中している場合には、企業は内製率を高める方がよい。ただし、プラットフォームビ
ジネスの特徴として、単一プラットフォームへの集中はホールドアップ問題を招きやすい
ため(Hagiu, 2009)、長期的には複数プラットフォームに展開してマルチ・プラットフォーム
戦略を採ることを検討するべきである。 
以上より、プラットフォームビジネスを行っている企業は、産業内多角化の程度が高い時、
すなわち多数のプラットフォームで製品を提供している場合には、積極的にアウトソーシ
ングするべきである。逆に産業内多角化の程度が低い場合には内部開発を進めるべきであ
るが、長期的視点では産業内多角化に程度を高め、同時並行的にアウトソーシングの割合を
高めていくべきである。 
最後に、第 6 章ではプラットフォームビジネスにおける組織の利用する資源とそれを扱
う人材の最適な組み合わせに関して、示唆を与えた。第 6章の分析結果から、製品開発者は
内部資源を用いた経験があるほど、その内部資源を利用した製品作りに注力させたほうが
良いと言える。何故なら、個人は内部資源を利用するほど、その資源に対する暗黙的な知識
を享受することができ、作業の質の改善(Haldin-Herrgard, 2000)や、仕事の正確性を向上させ
ることができるのである(Brockmann and Anthony, 1998)。特に第 6章のコナミデジタルエン
タテインメントの例にもあるように、成功した製品のシリーズに関しては、引き続き同じ製
作者が作られることが多い。これには、暗黙的な知識の効果的な活用に加えて、作品の世界
観は個人の過去の知識・経験に基づくものであるため、同じ企業内の人材でも同じような作
品が必ずしも作れるわけではないのである。 
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逆に、内部資源を用いた開発経験のないあるいは少ない製品開発者は、組織の慣習に囚わ
れることがないため、下手に内部資源に慣れさせるよりも、外部企業との接触や資源の利用
を通じて、企業の苦手な分野の補完や新しい知識の獲得を行うことで、企業への貢献を果た
すことができるのである。 
 
4. 本研究の課題と今後の展望 
 
最後に、本研究では情報サービス産業とコンシューマゲーム産業を対象として産業内多
角化と業績に関する分析を行ってきたが、今後さらなる産業内多角化研究の発展のために、
いくつかの研究課題と今後の研究の展望を記したい。それは、(1)知見の一般化、(2)本研究
で分析していない要因への対処、(3)異なる理論的視点からのアプローチ、である。 
 
4.1. 知見の一般化 
本研究の第一の課題は、本研究で得られた知見をどのように一般化できるかという課題
がある。本研究の分析対象であるコンシューマゲーム産業は、クリエイティブ産業であり、
顧客は価格よりも製品自体の質を重視するため、価格競争などを行うことができない。その
ため、製造業と比較すると需要の不確実性が非常に高い産業であると言える(Caves, 2000)。
またキャラクターやブランドなど企業内外の資源を多重利用できるような産業において、
本研究の知見は当てはめやすいと推測される。例えば日本の映画産業などには本研究の知
見を当てはめられるかもしれない。というのも、映画産業でもコンシューマゲーム産業と同
様に、漫画やアニメを原作とするアニメーション作品の割合が増加傾向にある。2015 年の
日本映画で興行収入が 10 億円以上の 39 作品のうち 12 作品がアニメーション作品であり、
興行収入ベストテンのうち 6 作品がアニメーション作品となっている(デジタルコンテンツ
協会, 2016)。特にドラえもんやポケモンに代表されるような毎年のように新作が出されるア
ニメーション映画では、映画製作時における暗黙的な理解・知識が充実しているだろう。た
だし、映画製作では製作委員会47と呼ばれる複数企業の共同体によって映画を製作している
ため、そうした映画産業独自の産業特性を踏まえてうえで分析を行うことで、また新たな発
                                                     
47 製作委員会とは、「コンテンツの共同製作のために、複数産業からの企業より構成され
る短期的な企業間プロジェクト」と定義される(若林・山下・山田・野口, 2015) 
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見を得られる可能性もあるだろう。 
 
4.2. 本研究で分析していない要因への対処 
本研究の第二の課題は、今回観測することができていないが、産業内多角化と業績に影響
を与えている要因に関してどのように捕捉していくのかという課題である。 
本研究で知覚していない重要な要因として、コストの概念を組み込むことが挙げられる。
本研究では、情報サービス産業であれば仕事の受諾に資格所有者数が、コンシューマゲーム
産業であればアウトソーシングが企業の業績に大きくかかわることは述べてきたが、これ
らにかかるコストに関しては考慮していない。しかし、実際に企業が良質な仕事の案件やア
ウトソーシング先を探索するためには探索コストが発生する。さらに、仮に取引先を発見で
きた場合でも、取引をする間に調整コストなどの費用も新たに発生するのである。当然、こ
うした企業は長く取引している企業やその業界についてより詳しく理解している企業ほど、
かかるコストは低下するのである。そのため、こうしたコストの概念を含めることで、企業
のパフォーマンスをより正確に測定することができるであろう。 
もう一つの重要な要因として、本研究で扱った変数の分類を詳細に行うことで、より精緻
な分析を行うことができることが推測される。例えば、情報サービス産業においては、企業
ごとの各資格を所持している人数はわかっているが、これは一人が一つの資格を所持して
いるという前提で処理している。しかし実際には、一人の技術者が複数の資格を所持してい
る可能性は大いにある。複数の資格を所持しているような技術者は、企業にとってより価値
のある希少な資源であり企業の競争優位の獲得に大きく貢献し(Porter, 1996)、従業員の能力
を活用することは組織の業績やイノベーションに正の効果をもたらすことも実証されてい
る(Boulton and Libert, 2001)。そのため、資格の平均保有数を把握することでまた異なる結果
が得られるかもしれない。また、本研究では資格の違いについて特に考慮していないが、資
格ごとの役割の違いを考慮する必要があるかも知れない。例えば資格の一つである IT スト
ラテジストの対象者像は情報処理推進機構によれば、「企業の経営戦略に基づいて、ビジネ
スモデルや企業活動における特定のプロセスについて、情報技術を活用して改革・高度化・
最適化するための基本戦略を策定・提案・推進する者」とされている。またプロジェクトマ
ネージャであれば、「システム開発プロジェクトの責任者として、プロジェクト計画を立案
し、必要となる要員や資源を確保し、計画した予算、納期、品質の達成について責任をもっ
てプロジェクトを管理・運営する者」とされている。これに対して、例えばデータスペシャ
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リストは、「データベースに関係する固有技術を活用し、最適な情報システム基盤の企画・
要件定義・開発・運用・保守において中心的な役割を果たすとともに、固有技術の専門家と
して、情報システムの企画・要件定義・開発・運用・保守への技術支援を行う者」とされて
いる。このように資格の対象者像を比較すると、システム開発プロジェクト自体を計画・管
理するような管理職的な立場の存在と、技術のプロフェッショナルとしての役割が求めら
れている技術職に大別することもできる48。そのため、資格の役割に違いによって分類する
ことでまた新たな知見を得られる可能性は高いのである。また、コンシューマゲーム産業に
おいても、本研究では外部のアニメや漫画、ドラマ、実在のスポーツ選手やタレントなどあ
らゆるものを含めて外部キャラクターとして取り扱ったが、当然そのインパクトやターゲ
ットとする顧客層は大きく異なると推測される。そのため、外部キャラクターをさらに詳細
に分類することで、どのようなキャラクターがどう影響するのかを調査することができる
のである。 
 
4.3. 今後の展望：異なる視点からのアプローチ 
既存の産業内多角化の先行研究は資源ベース論の視点に基づく研究が大半であり(Han et 
al., 2013)、産業内多角化の決定要因に関しても資源ベース論に基づく説明が大半であった。
それに対して、エージェンシー理論やオーナーシップ構造などガバナンスの視点による産
業内多角化の決定要因に関する研究はほとんど行われてきていない。しかし、産業間多角化
研究では、エージェンシー理論や内部/外部のガバナンス要因は企業の産業間多角化と業績
に影響を与えることが言われている(Hoskisson and Hitt, 1990)。Purkayastha, Manolova, and 
Edelman(2012)は産業間多角化をガバナンスの観点から整理し、取引コスト理論とエージェ
ンシー理論から多角化と業績の関係を説明している。発達した経済の下では経営者と株主
の間ではリスクに関する考え方の違いなどから、コンフリクトが生じやすくそれが多角化
の実行にも何らかの影響を及ぼすとされており(Amihud and Lev, 1981)、産業内多角化におい
てもガバナンス要因は決して無視できないものである(Denis et al, 1999)。 
しかし産業間関連多角化と産業内多角化ではガバナンス要因が多角化と業績の関係性に
与える影響が異なると予想されるため、産業間多角化研究とは別に改めて産業内多角化に
おけるガバナンスの影響などを調査する必要がある(伊藤, 2015)。 
                                                     
48 情報処理技術者試験の各資格の詳細は付録 1を参照。 
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例えば、エージェンシー理論では経営者がどの程度企業の株式を所有しているのかとい
う、経営所有者構造(managerial ownership structure)が産業間関連多角化戦略に強い影響を与
えるとされている(Denis et al., 1999; Lane, Cannella, and Lubatkin, 1998; 1999)。所有者構造は
株式の所有割合によって分類されている(Palmer, 1973)。単独で 10%以上の株式の所有者が
存在する場合には、強いオーナーシップを持つ存在がいることからオーナー所有企業と定
義される。特に単独で 30%以上の株式の所有者が存在する場合に強いオーナー所有企業と
定義される。これに対して単独で 10%以上の株式の所有者がいない場合には経営者所有企
業と定義される。 
オーナー所有企業は、企業価値を減じる戦略すなわち企業の産業間関連多角化と負の相
関があるとされてきた(Lang and Stulz, 1994; Loderer and Martin, 1997)。Denis, Denis, and 
Sarin(1997)は、オーナー所有企業と企業の産業間関連多角化には負の関係性があることを実
証している。また経営者自身が 10%以上の株式を所有しオーナーである場合にも、経営者
自身がシェアホルダーであるため産業間関連多角化を低下させることにつながる。 
しかし経営者所有企業の場合には、経営者はフリーキャッシュフローを活用し産業間関
連多角化を増加させるとされている(Amihud and Lev, 1981)。何故なら経営者はリスク回避型
の思考であり、シェアホルダーよりも高い解雇リスクに直面している。エージェンシー行動
論の観点から、産業間関連多角化が経営者の解雇リスクを低下させる戦略である以上、経営
者はオファーを受けた企業の倒産リスクを低下させるために産業間関連多角化の増加とオ
ーナーシップのポジションを望み(Wiseman and Gomez-Mejia, 1998)、それを阻害する強力な
オーナーも存在しないため、産業間関連多角化が実行されるのである。 
以上より、産業間多角化研究では、オーナーの存在と産業間多角化には負の関係性が存在
するとされている。 
これに対して、産業内多角化では産業間関連多角化とは異なる現象が生じると推測され
る。すなわち、企業が経営者所有企業である場合産業内多角化は実行されにくい。何故なら
産業内多角化と業績に間には明確な関係性が見出されておらず(Zahavi and Lavie, 2013;  
Hashai, 2015)、むしろ短期的には産業内多角化は業績を低下させる傾向にあることが実証さ
れている(Park and Jang, 2013)。また、産業内多角化は同一の産業内での多角化であるため産
業間関連多角化と比べてアンシステマチックリスク49の低下にほとんど貢献せず、経営者の
                                                     
49 アンシステマチックリスクとは、企業の株価に影響を与えるイベントのうち、特定の企
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リスクの低下にもつながらないため実行されにくいのである。そのため、経営者所有企業で
は産業内多角化よりも産業間関連多角化を選択する傾向にあると推測される。 
それとは逆にオーナー所有企業では積極的に産業内多角化を実行すると推測される。何
故なら、同じ産業内の別セグメントへの多角化は産業間多角化に比べて企業価値の減少が
少ないことが実証されている(Berger and Ofek, 1995)。さらに産業内多角化は短期的な視点で
見た場合には企業価値を減少させるが、長期的な視点で見た場合には、むしろ企業価値を高
めることが実証されている(Bergh, 1995; Bergh and Holbein,1997; Park and Jang, 2013)。しかし、
経営者所有企業である場合、経営者は短期的に業績を出さなければならないため長期的な
視点での戦略を実行しにくい。それに対してオーナー所有企業の場合、オーナーは外部経営
者に比べて解雇リスクが低く、より長期的な視点で企業の業績を評価するため、短期的には
損をしてでも企業価値を向上させる可能性が高い。そのため産業内多角化を実行する可能
性が高いと推測することができる。 
以上より、産業間多角化研究では、オーナーの存在と産業間多角化には正の関係性が存在
すると推測される。 
このように、産業内多角化と産業間多角化におけるガバナンス要因の影響はそれぞれ全
く異なる文脈が存在しており、産業間多角化の文脈をそのまま産業内多角化に適応させる
ことは困難であると推測されることも、産業内多角化におけるガバナンス要因の影響の分
析が求められる理由である。そのため、今後の研究は産業間関連多角化と産業内多角化を比
較したうえで、産業内多角化に企業のガバナンス要因がどのような影響を与えるのかを考
察する必要があるのである。 
また産業内多角化におけるエージェンシー問題を分析する際には、分析対象とする市場
環境なども考慮に入れて分析を行うことに注意する必要がある。例えば、吉原ら(1981)が日
本企業の多角化戦略とその成果について分析を行い、その戦略によって得られる収益や成
長性が異なることを実証している。また日本企業では金融機関や事業法人が大口の株式を
所有しているため、株主の撹乱的な影響が少なく、エージェンシー問題も生じにくいと考え
                                                     
業にのみ効果を及ぼすものを指す。これとは逆に、システマチックリスクは企業の株価に
影響を与えるイベントのうちよりマクロ経済の特徴を持つもの(為替レートなど)を指す。
経営者はシェアホルダーと比較して必ずしも多様なポートフォリオをほとんど持たない。
彼らはその富やステータスが、自身の所属する企業の生存や業績と直接的に結びついてい
るからである(Bettis, 1983; Coffee, 1988)。そのため、経営者はアンシステマチックなリスク
を特に考慮し、その収益の分散を可能な限り抑えようとするのである。 
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られている(Prowse, 1992)。そのため、日本企業と米国企業を比較した場合、多角化ディスカ
ウントの値が小さくなることが実証されている。日本企業の多角化ディスカウントについ
て分析を行った研究では、金融機関や事業法人による株式所有と多角化ディスカウントに
は関係が存在せず、またディスカウントも 10%程度となっていた(Lins and Servaes, 1999)。
花崎・松下(2014)は日本企業で多角化している企業が多角化していない企業に比べて低収益
であることを実証したが、その収益性とコーポレート・ガバナンスの間には必ずしも安定的
な関係性は見いだせなかったとしている。そのため、前述のような多角化による企業価値の
減少に必ずしも直接的な関係性が存在するとは言い切れないのである。加えて、宮島・稲垣
(2003)は日本企業の事業構造と統治構造改革において様々な視点から分析をしており、モニ
タリングやストックオプションが限定的ながら有効である一方で、執行役員制度などの取
締役会の改革が必ずしも企業に貢献していないことを指摘している。青木・宮島(2010)は、
日本企業において株主と経営者間の伝統的なエージェンシー問題だけでなく、経営陣と事
業単位間の情報の非対称性から経営者と事業部長、親会社と子会社間の二層のエージェン
シー問題が存在するため、それらの問題を考慮する必要があることを明らかにしている。 
産業内多角化研究では、取引コスト理論やエージェンシー理論をベースにした企業の参
入形態 (Market Entry)についてもほとんど言及されていない (伊藤 , 2014)。Min and 
Mitsuhashi(2016)は、学習論の観点から企業の既存市場での経験が、産業内多角化した市場分
野の業績と負の関係性を生じさせることを実証させているが、アライアンスや外部企業の
買収と産業内多角化の関係性を分析した研究はほとんど存在していない。産業内多角化は
同一産業での製品ラインの拡大や市場ニッチへの進出といった、既存の資源と関連する市
場への多角化が主流である。そのため、先行研究では、資源ベース論に基づいて、多くの企
業は自社が内部蓄積している資源を活用するために産業内多角化をするとしている。しか
し、産業内の競合とアライアンスを組む事で内部開発とは異なる、競争相手との相互学習な
どの利点を得ることができる(Collis and Montgomery, 1997)。こうした参入形態に関しても、
産業間多角化と産業内多角化では違いが存在すると予測される。産業間多角化では、企業の
所有する資源が多角化する産業に適応できるのであれば内部開発による多角化を行い、そ
うでなければアライアンスや買収によって多角化を行いやすい。また、不確実性が高い場合
には内部開発による多角化を行い、そうでなければアライアンスや買収によって多角化を
行いやすいとされている。しかし、産業内多角化では、不確実性が低い場合でもアライアン
スや買収が行われにくいと推測される。何故なら、産業内多角化を行っている企業は、新し
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い市場ニッチなどに進出する場合でも、産業内のライバル企業と製品や市場ニッチが重複
しやすい(Li and Greenwood, 2004)。そのため、企業はお互いに相互自制が働き機会主義的な
行動が取りにくくなるため、アライアンスや買収などの敵対行動が行われにくいと推測さ
れるからである。 
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補遺 1：情報サービス産業の分類に関して 
 
本研究では情報サービス産業を、ソフトウェア業(小分類 391)内の受託開発ソフトウェア
業(細分類 3911)と情報処理・提供サービス業(小分類 392)の 3 分類をまとめたものとして扱
った。表 1はそれぞれの細分類の定義をまとめたものである。本研究で使用した情報サービ
ス産業のデータ分類に関して、ソフトウェア業の受託開発ソフトウェア業と情報処理・提供
サービス業は異なる小分類であるが、ソフトウェア業は 2事業分野しか存在せず、ソフトウ
ェア業のみでの産業内多角化を測定することが現実的に困難であった。しかしほとんどの
情報サービス企業はソフトウェア業と情報処理・提供サービス業の両方で活動を行ってお
り、必要となる資格も共通していることから、ソフトウェア業と情報処理・提供サービス業
を合わせて 8事業分野で分析を行った。 
ただし、今回異なる小分類への多角化を行っている企業はサンプルから除いた。すなわち、
元々ソフトウェア業の事業分野(受注ソフトウェア、ソフトウェア・プロダクト)のみ、もし
くは情報処理・提供サービス業の事業分野(オンライン情報処理、オフライン情報処理、デ
ータ入力、システム等管理運営受託、データベースサービス、その他の情報処理)のみに従
事し、かつ調査期間内にもう一つの小分類に多角化した企業は産業間多角化と捉えた。そし
て、観測開始時点ですでにソフトウェア業と情報処理・提供サービス業の両方に進出してい
る企業が多角化した場合と、ソフトウェア業内あるいは情報処理・提供サービス業内の同事
業分野への多角化を産業内多角化として扱った。産業間多角化のサンプルサイズは 46であ
った。本研究の分析における最終的なサンプルサイズは 4764であり、産業間多角化のサン
プルサイズは十分無視できる範囲のものであると判断し、今回の研究からは産業間多角化
のサンプルは除外した。 
 
表 1：日本標準産業分類における情報サービス産業の分類と定義 
ソフトウェア業(小分類 391) 
受託開発ソフトウェア業 
(細分類 3911) 
顧客の委託により、電子計算機のプログラムの作成及びそ
の作成に関して調査・分析・助言などを行う事業所をいう。
この中には、受託開発ソフトウェア業、プログラム作成業、
情報システム開発業、ソフトウェア作成コンサルタント業
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が含まれる。 
情報処理・提供サービス業(小分類 392) 
情報処理サービス業 
(細分類 3921) 
電子計算機などを用いて、委託された計算サービス(顧客自
ら運転する場合を含む)、データエントリーサービスなどを
行う事業所をいう。この中には、受託計算サービス業、計
算センター、タイムシェアリングサービス業、マシンタイ
ムサービス業、データエントリー業、パンチサービス業が
含まれる。 
情報提供サービス業 
(細分類 3922) 
各種のデータを収集・加工・蓄積し、情報として提供する
事業所をいう。この中には、データベースサービス業(不動
産情報、交通運輸情報、気象情報、科学技術情報などの提
供サービス業)が含まれる。 
その他の情報処理・提供
サービス業(細分類 3929) 
市場調査・世論調査など、他に分類されない情報処理・提
供サービスを行う事業所をいう。 
出所：情報サービス産業協会(2016)より筆者作成 
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補遺 2：コンシューマゲーム産業のサンプル 
 
本研究で扱ったコンシューマゲーム産業のサンプルサイズは 1999 年のみ上位 200 位、
2000年から 2008年までは上位 500位、2009年以降は上位 1000件のゲームソフトランキン
グのデータを用いており、必ずしも観測期間内に発売されたすべてのゲームソフトを網羅
しているわけではない。ただ、図 1にあるように、コンシューマゲーム産業では、上位 500
タイトルまででほぼ当該年度の販売本数全体を占めている。また図 2 のように上位 500 タ
イトルのうち 7 割程度は 1~5 万本程度の売り上げとなっている。一般的にゲームソフトは
3~5 万本程度が損益分岐点とされており、10 万本以上売れればヒット作品であると言われ
ている。しかし、実際に 10万本以上売れているゲームソフトは年間で 100本行かない程度
である。図 3 にあるように、近年では年間に販売されるゲームソフトのタイトル数は
1,000~1,200 本程度であるため、ヒット率は 10%を下回るハイリスクな産業である。一方で、
50万本以上売り上げている作品も年間で 10本程度あり、ハイリスクながら当たればハイリ
ターンな産業であるとも言えるのである。501位以下のゲームソフトに関しては、販売本数
が 1 万本を下回っているものが大半であり、コンシューマゲーム産業に与える影響はほと
んどないと言える。加えて、501位以下の下位タイトルはベストプライス版のゲームソフト
である場合がほとんどであるため、パブリッシャーの製品開発にかかる費用などもパブリ
ッシャーの経営に影響を与えるほど大きなものはほとんどないと言える。そのため、本研究
において用いたデータはすべてのゲームソフトを網羅しているわけではないが、コンシュ
ーマゲーム産業における全体的な傾向を十分に反映していると推測されるため、分析デー
タとして用いるのに適切であると判断した。 
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図 1：上位 500位販売本数累積比(2014-2016年) 
 
出所：メディアクリエイト(2017)より引用 
 
 
図 2：上位 500位販売本数別タイトル数 
 
出所：メディアクリエイト(2017)より筆者作成 
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図 3：年間販売タイトル数推移 
 
出所：メディアクリエイト(2011)より筆者作成 
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補遺 3：コンシューマゲーム産業におけるベストプライス版の取り扱いに関し
て 
 
本研究では、第 5 章、第 6 章においてベストプライス版をコントロール変数として扱っ
ている。ベストプライス版は企業が過去に発売した作品の廉価版(同一プラットフォームで
価格を下げて販売)かリメイク版(異なるプラットフォームで価格を下げて販売)の 2 つを含
んでいる。図 4を見てもわかる通り、全販売ソフトのうち約 2割を占めており、無視できな
い規模の存在である。しかし、ベストプライス版の作品は多種の追加要素などがある場合が
多いが、基本的には過去の作品の流用であるため、作品のシステムやデザイン、ストーリー
などのコストがほとんどかからず、新品のゲームソフトよりもはるかに安価な値段で製作
することができるのである。そのため、これらの影響を排除するため、本研究ではコントロ
ール変数として扱っている。 
 
図 4：コンシューマゲーム産業における新旧ゲームソフトの割合(本数、2017年) 
 
メディアクリエイト(2017)より筆者作成 
※旧作とは、過去に販売されたゲームソフトのベストプライス版・リメイク版を指す 
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付録 1：情報処理技術者試験の概要 
 
ITストラテジスト試験(ST) 
対象者像 
高度 IT 人材として確立した専門分野をもち、企業の経営戦略に基づいて、ビジネスモデルや企業活動における特定のプロセス
について、情報技術を活用して改革・高度化・最適化するための基本戦略を策定・提案・推進する者。また、組込みシステムの
企画及び開発を統括し、新たな価値を実現するための基本戦略を策定・提案・推進する者 
役割と業務 
情報技術を活用した事業革新、業務改革、革新的製品・サービス開発を企画・推進又は支援する業務に従事し、次の役割を主導
的に果たすとともに、下位者を指導する。 
1. 業種ごとの事業特性を踏まえて、経営戦略の実現に向けた情報技術を活用した事業戦略を策定し、実施結果を評価する。 
2. 業種ごとの事業特性を踏まえて、事業戦略の実現に向けた情報システム戦略と全体システム化計画を策定し、実施結果を
評価する。 
3. 情報システム戦略の実現に向けて、個別システム化構想・計画を策定し、実施結果を評価する。 
4. 情報システム戦略の実現に向けて、事業ごとの前提や制約を考慮して、複数の個別案件からなる改革プログラムの実行を
管理する。 
5. 組込みシステムの開発戦略を策定するとともに、開発・製造・保守などにわたるライフサイクルを統括する。 
期待する技術水準 
事業企画、業務改革推進、情報化企画、製品・サービス企画などの部門において、情報技術を活用した基本戦略の策定・提案・
推進を遂行するため、次の知識・実践能力が要求される。 
1. 事業環境分析、情報技術動向分析、ビジネスモデル策定への助言を行い、事業戦略を策定又は支援できる。また、事業戦
略の達成度を評価し、経営者にフィードバックできる。 
2. 対象となる事業・業務環境の調査・分析を行い、情報システム戦略や全体システム化計画を策定できる。また、情報シス
テム戦略や全体システム化計画を評価できる。 
3. 対象となる事業・業務環境の調査・分析を行い、全体システム化計画に基づいて個別システム化構想・計画を策定し、適
切な個別システムを調達できる。また、システム化構想・計画の実施結果を評価できる。 
4. 情報システム戦略や改革プログラム実施の前提条件を理解し、情報システム戦略実現のモニタリングとコントロールがで
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きる。また、情報システム戦略実現上のリスクについて、原因分析、対策策定、対策の実施などができる。 
5. 新たな組込みシステムの開発に関し、関連技術動向、社会的制約・要請、知的財産などの分析結果に基づき、競争力のあ
る組込みシステムを企画するとともに、付加価値、拡張性、柔軟性などを踏まえ、その展開戦略や開発戦略を策定・推進
できる。 
システムアーキテクト試験(SA) 
対象者像 
高度 IT人材として確立した専門分野をもち、ITストラテジストによる提案を受けて、情報システム又は組込みシステムの開発
に必要となる要件を定義し、それを実現するためのアーキテクチャを設計し、情報システムについては開発を主導する者 
役割と業務 
〔情報システム〕 
情報システム戦略を具体化するための情報システムの構造の設計や、開発に必要となる要件の定義、システム方式の設計及び
情報システムを開発する業務に従事し、次の役割を主導的に果たすとともに、下位者を指導する。  
1. 情報システム戦略を具体化するために、全体最適の観点から、対象とする情報システムの構造を設計する。 
2. 全体システム化計画及び個別システム化構想・計画を具体化するために、対象とする情報システムの開発に必要となる要
件を分析、整理し、取りまとめる。 
3. 対象とする情報システムの要件を実現する最適なシステム方式を設計する。 
4. 要件及び設計されたシステム方式に基づいて、要求された品質を満足するソフトウェアの設計・開発、テスト、運用及び
保守についての検討を行い、対象とする情報システムを開発する。なお、ネットワーク、データベースなどの固有技術に
ついては、必要に応じて専門家の支援を受ける。 
5. 対象とする情報システム及びその効果を評価する。 
〔組込みシステム〕 
組込みシステムの要件を調査・分析し、機能仕様を決定し、ハードウェアとソフトウェアの要求仕様を取りまとめる業務に従
事し、次の役割を主導的に果たすとともに、下位者を指導する。 
1. 組込みシステムの企画・開発計画に基づき、対象とする組込みシステムの機能要件、技術的要件、環境条件、品質要件を
調査・分析し、機能仕様を決定する。 
2. 機能仕様を実現するハードウェアとソフトウェアへの機能分担を検討して、最適なシステムアーキテクチャを設計し、ハ
ードウェアとソフトウェアの要求仕様を取りまとめる。 
3. 汎用的なモジュールの導入の妥当性や開発されたソフトウェア資産の再利用の可能性について方針を策定する。 
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期待する技術水準 
システムアーキテクトの業務と役割を円滑に遂行するため、次の知識・実践能力が要求される。 
〔情報システム〕 
1. 情報システム戦略を正しく理解し、業務モデル・情報システム全体体系を検討できる。 
2. 各種業務プロセスについての専門知識とシステムに関する知識を有し、双方を活用して、適切なシステムを提案できる。 
3. 企業のビジネス活動を抽象化(モデル化)して、情報技術を適用できる形に再構成できる。 
4. 業種ごとのベストプラクティスや主要企業の業務プロセスの状況、同一業種の多くのユーザ企業における業務プロセスの
状況、業種ごとの専門知識、業界固有の慣行などに関する知見をもつ。 
5. 情報システムの実現方式、開発手法、ソフトウェアパッケージなどの汎用的なシステムに関する知見をもち、適切な選択
と適用ができる。 
6. OS、データベース、ネットワークなどにかかわる基本的要素技術に関する知見をもち、その技術リスクと影響を勘案し、
適切な情報システムを構築し、保守できる。 
7. 情報システムのシステム運用、業務運用、投資効果及び業務効果について、適切な評価基準を設定し、分析・評価できる。 
8. 多数の企業への展開を念頭において、ソフトウェアや、システムサービスの汎用化を検討できる。 
〔組込みシステム〕 
1. 対象とする組込みシステムが用いられる環境条件や安全性などの品質要件を吟味し、実現すべき機能仕様を決定できる。 
2. 対象とする組込みシステムの機能仕様に基づき、ハードウェアとソフトウェアの適切な組合せを設計し、それぞれの要求
仕様としてまとめることができる。 
3. リアルタイム OS に関する深い知識と汎用的なモジュールに対する知識を有し、ソフトウェア資産の再利用可能性の検討
や、適切な活用ができる。 
プロジェクトマネージャ試験(PM) 
対象者像 
高度 IT 人材として確立した専門分野をもち、システム開発プロジェクトの責任者として、プロジェクト計画を立案し、必要と
なる要員や資源を確保し、計画した予算、納期、品質の達成について責任をもってプロジェクトを管理・運営する者 
役割と業務 
情報システム又は組込みシステムのシステム開発プロジェクトの責任者として、当該プロジェクトを計画、実行、管理する業務
に従事し、次の役割を主導的に果たすとともに、下位者を指導する。  
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1. 必要に応じて個別システム化構想・計画の策定を支援し、策定された個別システム化構想・計画に基づいて、当該プロジ
ェクトの実行計画をプロジェクト計画として立案する。 
2. 必要となる要員や資源を確保し、プロジェクト体制を確立する。 
3. 予算、工程、品質などを管理し、プロジェクトを円滑に運営する。進捗状況を把握し、問題や将来見込まれる課題を早期
に把握・認識し、適切な対策・対応を実施することによって、プロジェクトの目標を達成する。 
4. プロジェクトの上位者及び関係者に、適宜、プロジェクトの実行計画、進捗状況、課題と対応策などを報告し、支援・協
力を得て、プロジェクトを円滑に運営する。 
5. プロジェクトの工程の区切り及び全体の終了時、又は必要に応じて適宜、プロジェクトの計画と実績を分析・評価し、プ
ロジェクトのその後の運営に反映するとともに、ほかのプロジェクトの参考に資する。 
期待する技術水準 
プロジェクトマネージャの業務と役割を円滑に遂行するため、次の知識・実践能力が要求される。 
1. 組織運営及びシステム全般に関する基本的な事項を理解している。 
2. 個別システム化構想・計画及びプロジェクトへの期待を正しく認識し、実行可能なプロジェクト計画を立案できる。 
3. 前提・制約条件の中で、プロジェクトの目標を確実に達成できる。 
4. 要員・資源・予算・工程・品質などを管理し、プロジェクトの全体意識を統一して、プロジェクトを運営できる。 
5. プロジェクトの進捗状況や将来見込まれるリスクを早期に把握し、適切に対応できる。 
6. プロジェクトの計画・実績を適切に分析・評価できる。また、その結果をその後のプロジェクトの運営に活用できるとと
もに、ほかのプロジェクトの参考に資することができる。 
ネットワークスペシャリスト試験(NW) 
対象者像 
高度 IT 人材として確立した専門分野をもち、ネットワークに関係する固有技術を活用し、最適な情報システム基盤の企画・要
件定義・開発・運用・保守において中心的な役割を果たすとともに、固有技術の専門家として、情報システムの企画・要件定義・
開発・運用・保守への技術支援を行う者 
役割と業務 
ネットワークシステムを企画・要件定義・開発・運用・保守する業務に従事し、次の役割を主導的に果たすとともに、下位者を
指導する。 
1. ネットワーク管理者として、情報システム基盤であるネットワーク資源を管理する。 
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2. ネットワークシステムに対する要求を分析し、効率性・信頼性・安全性を考慮した企画・要件定義・開発・運用・保守を
行う。 
3. 情報システムの企画・要件定義・開発・運用・保守において、ネットワーク関連の技術支援を行う。 
期待する技術水準 
目的に適合したネットワークシステムを構築・維持するため、次の知識・実践能力が要求される。 
1. ネットワーク技術・ネットワークサービスの動向を広く見通し、目的に応じて適用可能な技術・サービスを選択できる。 
2. 企業・組織、又は個別アプリケーションの要求を的確に理解し、ネットワークシステムの要求仕様を作成できる。 
3. 要求仕様に関連するモデリングなどの設計技法、プロトコル技術、信頼性設計、セキュリティ技術、ネットワークサービ
ス、コストなどを評価して、最適な論理設計・物理設計ができる。 
4. ネットワーク関連企業(通信事業者、ベンダ、工事業者など)を活用して、ネットワークシステムの構築・運用ができる。 
データベーススペシャリスト試験(DB) 
対象者像 
高度 IT 人材として確立した専門分野をもち、データベースに関係する固有技術を活用し、最適な情報システム基盤の企画・要
件定義・開発・運用・保守において中心的な役割を果たすとともに、固有技術の専門家として、情報システムの企画・要件定義・
開発・運用・保守への技術支援を行う者 
役割と業務 
データ資源及びデータベースを企画・要件定義・開発・運用・保守する業務に従事し、次の役割を主導的に果たすとともに、下
位者を指導する。 
1. データ管理者として、情報システム全体のデータ資源を管理する。 
2. データベースシステムに対する要求を分析し、効率性・信頼性・安全性を考慮した企画・要件定義・開発・運用・保守を
行う。 
3. 個別システム開発の企画・要件定義・開発・運用・保守において、データベース関連の技術支援を行う。 
期待する技術水準 
高品質なデータベースを企画、要件定義、開発、運用、保守するため、次の知識・実践能力が要求される。 
1. データベース技術の動向を広く見通し、目的に応じて適用可能な技術を選択できる。 
2. データ資源管理の目的と技法を理解し、データ部品の標準化、リポジトリシステムの企画・要件定義・開発・運用・保守
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ができる。 
3. データモデリング技法を理解し、利用者の要求に基づいてデータ分析を行い、正確な概念データモデルを作成できる。 
4. データベース管理システムの特性を理解し、高品質なデータベースの企画・要件定義・開発・運用・保守ができる。 
エンベデッドシステムスペシャリスト試験(ES) 
対象者像 
高度 IT 人材として確立した専門分野をもち、組込みシステム開発に関係する広い知識や技能を活用し、最適な組込みシステム
開発基盤の構築や組込みシステムの設計・構築・製造を主導的に行う者 
役割と業務 
組込みシステムに関するハードウェアとソフトウェアの要求仕様に基づき、組込みシステムの開発工程において、開発・実装・
テストを実施する業務に従事し、次の役割を主導的に果たすとともに、下位者を指導する。  
1. 組込みシステムを対象として、機能仕様とリアルタイム性を最適に実現するハードウェアとソフトウェアのトレードオフ
に基づく機能分担を図り、設計書・仕様書の作成を行う。 
2. 組込みシステム開発における各工程の作業を主導的に実施する。 
3. 特定の技術・製品分野についての高度で専門的な知識・開発経験を基に、開発する当該分野の専門家から技術上の知識を
獲得して、開発の各工程に反映させる。 
4. 開発を遂行する上での開発環境を整備し改善する。 
期待する技術水準 
要求される機能、性能、品質、信頼性、セキュリティなどをハードウェアへの要求とソフトウェアへの要求に適切に分解し、最
適な組込みシステムとして実現するため、次の知識・実践能力が要求される。 
1. 機能仕様に基づき、ハードウェアとソフトウェアの適切な組合せを実現し、組込みシステム開発における各工程を主導的
に遂行できる。 
2. 特定の技術・製品分野についての高度で専門的な知識、開発経験を基に、開発する当該分野の専門家から技術上の知識を
獲得して、組込みシステム開発の各工程に反映できる。 
3. 組込みシステム開発を行う上で効果的な開発環境の構築と改善ができる。 
ITサービスマネージャ試験(SM) 
対象者像 
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高度 IT 人材として確立した専門分野をもち、情報システム全体について、安定稼働を確保し、障害発生時においては被害の最
小化を図るとともに、継続的な改善、品質管理など、安全性と信頼性の高いサービスの提供を行う者 
役割と業務 
ITサービスの品質とコスト効率の継続的な向上を目的として ITサービスをマネジメントする業務に従事し、次の役割を主導的
に果たすとともに、下位者を指導する。 
1. 運用管理チーム、オペレーションチーム、サービスデスクチームなどのリーダとして、サービスサポートとサービスデリ
バリのプロセスを整備・実行し、最適なコストと品質で顧客に ITサービスを提供する。 
2. アプリケーションに関するライフサイクル管理のうち、システムの受入れ、運用などを行う。また、開発環境を含めて安
定した情報システム基盤を提供し、効率的なシステムの運用管理を行う。 
3. ITサービスとマネジメントプロセスの継続的改善を行う。ITサービスの実施状況を顧客に報告するとともに、顧客満足度
向上を図る。 
4. 情報セキュリティポリシの運用と管理、情報セキュリティインシデント管理を行い、ITサービス活動の中で情報セキュリ
ティを効果的に管理する。 
5. 顧客の設備要件に合致したハードウェアの導入、ソフトウェアの導入、カスタマイズ、保守及び修理を実施する。また、
データセンタ施設のファシリティマネジメントを行う。 
期待する技術水準 
ITサービスマネージャの業務と役割を円滑に遂行するため、次の知識・実践能力が要求される。 
1. サービスサポート、サービスデリバリの各プロセスの目的と内容を理解し、実施することによって、ITサービスを提供で
きる。 
2. システムの運行管理、障害時運用方式、性能管理、構成管理を実施することができる。システムの運用管理に必要な障害
管理、構成管理、課金管理、パフォーマンス管理などの管理技術をもち、情報システム基盤の品質を維持できる。 
3. ITサービスの改善策を立案・実施し、評価するとともに、品質の高いサービスレポートを顧客に報告できる。 
4. 実効性の高い情報セキュリティ対策を実施するために必要な知識・技術をもち、情報セキュリティの運用・管理ができる。 
5. 導入済み又は導入予定のハードウェア、ソフトウェアについて、安定稼働を目的に、導入、セットアップ、機能の維持・
拡張、障害修復ができる。また、データセンタ施設の安全管理関連知識をもち、ファシリティマネジメントを遂行できる。 
システム監査技術者試験(AU) 
対象者像 
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高度 IT 人材として確立した専門分野をもち、被監査対象から独立した立場で、情報システムや組込みシステムに関するリスク
及びコントロールを総合的に点検、評価し、監査結果をトップマネジメントなどに報告し、改善を勧告する者 
役割と業務 
被監査対象から独立した立場で、情報システムや組込みシステムを監査する業務に従事し、次の役割を主導的に果たすととも
に、下位者を指導する。 
1. 情報システムや組込みシステム及びそれらの企画・開発・運用・保守に関する幅広く深い知識に基づいて、情報システム
や組込みシステムに関するリスクを分析し、必要なコントロールを理解する。 
2. 情報システムや組込みシステムに関するコントロールを検証又は評価することによって、保証を与え、又は助言を行い、
ITガバナンスの向上やコンプライアンスの確保に寄与する。 
3. 2.を実践するための監査計画を立案し、監査を実施する。また、監査結果をトップマネジメント及び関係者に報告し、フォ
ローアップする。 
期待する技術水準 
情報システムや組込みシステムが適切かつ健全に活用され、IT ガバナンスの向上やコンプライアンスの確保に貢献できるよう
に改善を促進するため、次の知識・実践能力が要求される。 
1. 情報システムや組込みシステム及びそれらの企画・開発・運用・保守に関する幅広く深い知識をもち、その目的や機能の
実現に関するリスクとコントロールに関する専門知識をもつ。 
2. 情報システムや組込みシステムが適用される業務プロセスや、企業戦略上のリスクを評価し、それに対するコントロール
の問題点を洗い出し、問題点を分析・評価するための判断基準を自ら形成できる。 
3. ITガバナンスの向上やコンプライアンスの確保に寄与するために、ビジネス要件や経営方針、情報セキュリティ・個人情
報保護・内部統制などに関する関連法令・ガイドライン・契約・内部規定などに合致した監査計画を立案し、それに基づ
いて監査業務を適切に管理できる。 
4. 情報システムや組込みシステムの企画・開発・運用段階において、有効かつ効率的な監査手続を実施するための監査技法
を適時かつ的確に適用できる。 
5. 監査結果を事実に基づく論理的な報告書にまとめ、有益で説得力のある改善勧告を行い、フォローアップを行うことがで
きる。 
応用情報技術者試験(AP) 
対象者像 
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高度 IT人材となるために必要な応用的知識・技能をもち、高度 IT人材としての方向性を確立した者 
役割と業務 
基本戦略立案又は ITソリューション・製品・サービスを実現する業務に従事し、独力で次のいずれかの役割を果たす。 
1. 需要者(企業経営、社会システム)が直面する課題に対して、情報技術を活用した戦略を立案する。 
2. システムの設計・開発を行い、又は汎用製品の最適組合せ(インテグレーション)によって、信頼性・生産性の高いシステム
を構築する。また、その安定的な運用サービスを実現する。 
期待する技術水準 
1. 情報技術を活用した戦略立案に関し、担当業務に応じて次の知識・技能が要求される。 
① 経営戦略・情報戦略の策定に際して、経営者の方針を理解し、経営を取り巻く外部環境を正確に捉え、動向や事例を
収集できる。 
② 経営戦略・情報戦略の評価に際して、定められたモニタリング指標に基づき、差異分析などを行える。 
③ 提案活動に際して、提案討議に参加し、提案書の一部を作成できる。 
2. システムの設計・開発・運用に関し、担当業務に応じて次の知識・技能が要求される。 
① アーキテクチャの設計において、システムに対する要求を整理し適用できる技術の調査が行える。 
② 運用管理チーム、オペレーションチーム、サービスデスクチームなどのメンバとして、担当分野におけるサービス提
供と安定稼働の確保が行える。 
③ プロジェクトメンバとして、プロジェクトマネージャ(リーダ)の下でスコープ、予算、工程、品質などの管理ができ
る。R 
④ 情報システム、ネットワーク、データベース、組込みシステムなどの設計・開発・運用・保守において、上位者の方
針を理解し、自ら技術的問題を解決できる。 
基本情報技術者試験(FE) 
対象者像 
高度 IT人材となるために必要な基本的知識・技能をもち、実践的な活用能力を身に付けた者 
役割と業務 
基本戦略立案又は IT ソリューション・製品・サービスを実現する業務に従事し、上位者の指導の下に、次のいずれかの役割を
果たす。 
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1. 需要者(企業経営、社会システム)が直面する課題に対して、情報技術を活用した戦略立案に参加する。 
2. システムの設計・開発を行い、又は汎用製品の最適組合せ(インテグレーション)によって、信頼性・生産性の高いシステム
を構築する。また、その安定的な運用サービスの実現に貢献する。 
期待する技術水準 
1. 情報技術を活用した戦略立案に関し、担当業務に応じて次の知識・技能が要求される。 
① 対象とする業種・業務に関する基本的な事項を理解し、担当業務に活用できる。 
② 上位者の指導の下に、情報戦略に関する予測・分析・評価ができる。 
③ 上位者の指導の下に、提案活動に参加できる。 
2. システムの設計・開発・運用に関し、担当業務に応じて次の知識・技能が要求される。 
① 情報技術全般に関する基本的な事項を理解し、担当業務に活用できる。 
② 上位者の指導の下に、システムの設計・開発・運用ができる。 
③ 上位者の指導の下に、ソフトウェアを設計できる。 
④ 上位者の方針を理解し、自らソフトウェアを開発できる。 
情報セキュリティマネジメント試験(SG) 
対象者像 
情報システムの利用部門にあって、情報セキュリティリーダとして、部門の業務遂行に必要な情報セキュリティ対策や組織が定
めた情報セキュリティ諸規程(情報セキュリティポリシを含む組織内諸規程)の目的・内容を適切に理解し、情報及び情報システ
ムを安全に活用するために、情報セキュリティが確保された状況を実現し、維持・改善する者 
役割と業務 
情報システムの利用部門において情報セキュリティが確保された状況を実現し、維持・改善するために、次の業務と役割を果た
す。 
1. 部門における情報資産の情報セキュリティを維持するために必要な業務を遂行する。 
2. 部門の情報資産を特定し、情報セキュリティリスクアセスメントを行い、リスク対応策をまとめる。 
3. 部門の情報資産に関する情報セキュリティ対策及び情報セキュリティ継続の要求事項を明確にする。 
4. 情報システムの調達に際して、利用部門として必要となる情報セキュリティ要求事項を明確にする。また、業務の外部委
託に際して、情報セキュリティ対策の要求事項を契約で明確化し、その実施状況を確認する。 
5. 部門における情報セキュリティを確実に運用する。 
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6. 部門のメンバの情報セキュリティ意識、コンプライアンスを向上させ、内部不正などの情報セキュリティインシデントの
発生を未然に防止する。 
7. 情報セキュリティインシデントの発生又はそのおそれがあるときに、情報セキュリティ諸規程、法令・ガイドライン・規
格などに基づいて、適切に対処する。 
8. 部門又は組織全体における情報セキュリティに関する意見・問題点について担当部署に提起する。 
期待する技術水準 
情報システムの利用部門において情報セキュリティが確保された状況を実現し、維持・改善するために、次の知識・実践能力が
要求される。 
1. 部門の情報セキュリティマネジメントの一部を独力で遂行できる。 
2. 情報セキュリティインシデントの発生又はそのおそれがあるときに、情報セキュリティリーダとして適切に対処できる。 
3. 情報技術全般に関する基本的な用語・内容を理解できる。 
4. 情報セキュリティ技術や情報セキュリティ諸規程に関する基本的な知識をもち、情報セキュリティ機関、他の企業などか
ら動向や事例を収集し、部門の環境への適用の必要性を評価できる。 
ITパスポート試験(IP) 
対象者像 
職業人が共通に備えておくべき情報技術に関する基礎的な知識をもち、情報技術に携わる業務に就くか、担当業務に対して情報
技術を活用していこうとする者 
役割と業務 
職業人として備えておくべき、情報技術に関する共通的な基礎知識を習得した者であり、担当する業務に対して情報技術を活用
し、次の活動を行う。 
1. 利用する情報機器及びシステムを把握し、活用する。 
2. 担当業務を理解し、その業務における問題の把握及び必要な解決を図る。 
3. 安全に情報の収集や活用を行う。 
4. 上位者の指導の下、業務の分析やシステム化の支援を行う。 
期待する技術水準 
職業人として、情報機器及びシステムの把握や、担当業務の遂行及びシステム化を推進するために、次の基礎的な知識が要求さ
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れる。 
1. 利用する情報機器及びシステムを把握するために、コンピュータシステムやネットワークに関する知識をもち、オフィス
ツールを活用できる。 
2. 担当業務を理解するために、企業活動や関連業務の知識をもつ。また、担当業務の問題把握及び必要な解決を図るために、
システム的な考え方や論理的な思考力をもち、かつ、問題分析及び問題解決手法に関する知識をもつ。 
3. 安全に情報を活用するために、関連法規や情報セキュリティに関する各種規定に従って活動できる。 
4. 業務の分析やシステム化の支援を行うために、情報システムの開発及び運用に関する知識をもつ。 
出所：情報処理推進機構ウェブサイトより筆者作成 
